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要約
社会における意思決定に際 して市民の意見を聞くべきであるとい う声が強まっている｡
科学技術 とい う､専門家に高度に依存する分野においても市民の意見を聴取することが重
要とされている｡ ところが､従来科学技術に関する市民の意見 とはどのような性質のもの
か､必ず しもつきつめて考えてこられなかった｡そのためどのように市民の意見を政策に
取 り入れるかが問題 となっている｡本研究は､科学技術に関する市民の意見の有用性 とは
何かを明 らかにすることを目的としたo コンセンサス会議 とい う市民を中心として科学技
術について討論する会議が世界各国に広まってお り､ 日本でも実験的に開催 したので､日
本のコンセンサス会議か ら観察 されたことがらを基に科学技術に関する市民の意見の有用
性について論 じる (注)｡そ してコンセンサス会議での観察から政策的含意について考察
した｡
コンセンサス会議でみ られる市民の意見について三つの観点から考察を進めた｡第一に､
コンセンサス会議がテクノロジーアセスメン トの発展形態の一つであ り､先端科学技術の
普及によって､科学技術の良否を判断する主体 として…般市民が主要な役割を負 うことを
求められる時代に変容 した流れを背景 として､歴史的必然 として始められたことを明らか
にした｡第二に､コンセンサス会議の社会的意義は､科学技術に関する社会的な ｢問題の
可視化｣にあることを明 らかにした｡科学技術に関する市民の意見の有用性は､市民の常
識的な感覚に基づいて問題を可視化することにある｡一般にコンセンサス会議は､科学技
術に関する問題の社会的コンセンサスを与える道具であると誤解されることが多い｡問題
の可視化がなされ うる場合に限って コンセンサス会議は高い有効性を発揮する｡第三に､
コンセンサス会議の意見の形成過程は､科学技術に関心がある人々が市民パネル として集
まり､専門家からの説明を受けた後､急速に科学技術に関する理解 を増進 させ､想像力を
働かせて新たな問題を可視化 させるとい う段階的意見形成モデルによって良く説明できる
ことを示 した｡
コンセンサス会議の意見の形成過程 を敷術することによって､次のような政策提言がで
きる｡第-に､ 日本でもコンセンサス会議は開催可能であ り､問題の可視化を目的 として
行 うべきである｡第二に､科学技術の理解増進政策 と市民の意見を聴取するとい う政策を
統合することを考えるべきである｡科学技術理解増進の際に､市民の参加 と学習を経て､
市民の中か らわきあがる疑問を重視 して､研究課題 として位置づけることを考えるべきで
ある｡
(注) 日本におけるコンセンサス会議は､1998年､1999年に ｢科学技術-の市民参加｣研
究会によって行われた｡ この研究会は科学技術社会論に興味を持つ研究者数名によって組
織 された､任意団体であるO 目的はコンセンサス会議が日本で開けるかどうかについて試
みを行 うとい うことであった｡ この研究会 自体は､科学技術庁及び科学技術政策研究所 と
は関係がないものである｡
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第 1章 科学技術に関する市民の意見について
1.1市民の意見
近年､科学技術の推進方策をめぐって､科学技術を推進する専門家だけで決めるのでは
なくて､一般市民の意見を聞 くべきであるとい う声が強まっている｡それに呼応 して行政
や専門家は情報開示やアカウンタビリティをまっとうすべきであるといわれる｡そのため､
行政においても一層の情報公開を行い､各種の一般市民の意見を聴取する措置をとってき
た｡原子力や遺伝子組換えなどでは特にそれが顕著にみられる｡原子力分野では1992年に
原子力開発利用長期計画の見直 しを行 うにあた り､国民からの意見の募集を行い､原子力
の関係者から ｢ご意見をきく会｣を開催 した｡また､1996年 と1998年､99年に原子力政策
円卓会議を開催 した｡ この間､1997年から原子力委員会は会議を一般に公開するようにな
った｡
行政において､規制や政策方針などを決定する際にはインターネ ッ トなどを用いて､一
般からのコメン トを求めるとい うことが急速に普及 している｡科学技術政策分野において
もそれは同様である｡
しか し､税制や福祉 といった身近な問題はさておき､科学技術 とい う専門家 しか通常は
知識が十分ない分野における市民の意見とはいったいどれほどの意味があるものなのだろ
うか｡市民の意見といっても何を重要なものとして取 り上げれば良いかは明確ではない｡
原子力政策円卓会議においても一般市民とい う属性の意見陳述者が招待されたとい うこ
とであるが､あまりその意見には新鮮 さがなかったともいわれる｡一般市民から寄せ られ
る科学技術に対する意見 とい うものはどのように処理 したら良いのであろうか｡専門的な
知識がないにもかかわらず､意見を述べる人がいたとすれば､それは無知な者のたわごと
と退けられるのであろうか｡
冒頭述べたように科学技術に関 しても市民の意見を聞くことが重要だと考えられてきて
いる｡今 日では専門家だけでものごとを決め■るのでは十分ではなく､市民の意見をある程
度尊重すべきとされるようになったO
再度の間となるが､それでは誰のどのような意見が市民の意見として聞くに値するので
あろうか｡誰の意見を市民の意見 として尊重すべきであるかは明確ではない｡街頭で誰か
に科学技術政策についてのインタビューをすることは滑稽である｡国政モニター制度もあ
るが､科学技術 という専門的なことになるとせいぜいのところ紋切 り方の意見しか出てこ
ないであろ う｡あるいは新聞などのマスメディアの論調をオウム返 しで言 うかもしれない｡
市民の意見はマスメディアの論調に左右 されるところは大きい｡ したがって､市民の意見
を考える際にはマスメディアの影響 も考慮に入れるべきであろう｡ しか しながら､他方､
マスメディアは市民の知 りたいと欲することがらを記事にすることも事実である｡ ここで
は､マスメディアと市民の意見の関係については､とりあえず､置いておくことにして､
もっと素朴に ｢市民の意見｣ とい うものの本質について考察 してみたいO
これまで市民が科学技術について発言する機会とい うのは多くはなかった｡そのため市
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民の意見の重要性について認識する機会がなかった｡本研究では市民の意見として何が有
用であるのかを研究する｡本研究では科学技術の進歩に取 り残されがちな市民達が中心 と
なって科学技術に対する意見をまとめるコンセンサス会議 という手法に着 目する｡ コンセ
ンサス会議でみられた市民の真撃な議論の姿勢を基に､市民の意見にはどのような有用性
があるかを考えることとする｡
1.2 研究の背景
コンセンサス会議 とい う､一風変わった会議が世界的に広まってきている.コンセンサ
ス会議 とは､1987年にデンマークで始められたもので､これは科学技術のしろうとたる一
般市民を会議の主体とし､専門家の助けを借 りながら科学技術のあり方を考えることをめ
ざす会議である｡1990年代に入 り､多少形態の違いはあるものの世界各国で試行されるよ
うになってきた｡そのような会議を始めようとい う動きが各国に現れたのは､科学技術 と
社会のかかわりに新たな関心が高まっているからと考えられる｡
現代文明は､科学技術によって支えられている｡そ して科学技術の変化によって社会 も
急速に変化する｡遺伝子組換え技術は､生命 とい うこれまで自然の営みであったものを人
工的なものに変える可能性を秘めている｡情報技術の発展は､仕事の仕方を変えてきた｡
コンピュータの2000年問題の騒動や中央省庁ハッカー事件 にもあらわれたように､現代社
会は､科学技術の影響を強 く受ける社会となっている｡
現代の科学技術の発展は急速であり､また高度に専門細分化 している｡その最先端の状
況は専門家でさえもはっきりとはわからない｡その発展の方向は､人間の要求に基づいて
明確に決められているわけではない｡そのような不明確な状況は､科学技術の特徴に由来
するものだO科学者､技術者の研究成果は､直接的に一般の人々によって購買されるので
はなく､またあらか じめその仕様が明確になっているものではない｡何か新 しい発見な り､
発明をするというのが科学技術が推進されていく道筋なのであるO従って､推進する人に
も､その成果がどのようなものであるか明確にはわからない｡
科学技術は急速に発展 し､その影響は巨大である｡その反動として､人間が主体的に科
学技術のありようを考えてい くべきであるとい う思想が現れたのはかなり以前からである｡
その最初の大きな動きは､第二次大戦中とその後の原水爆開発の時期にみ られた｡そのと
きには､ ｢科学者の責任｣が大きなテーマとなり､さかんに議論された｡
また､1960年代の日本では公害が問題 となり､1970年代には環境問題が世界的に関心を
よんだ｡後述するが､反科学､反技術の動きがみられたのもこの頃である｡また1973年の
遺伝子組換え実験による遺伝子操作技術の誕生を契機に､その誤用を防ぐため､1975年に
アシロマ会議が開催 された｡ ここでは､科学者による科学の自主規制が訴えられた｡
1980年代から90年代に入ると地球環境問題､遺伝子操作技術の登場､生殖技術の高度化
によって､自然と人間社会の関係が大きく変わ り始めた｡そのような中で科学技術の社会
に対する影響を判断 し､どのような科学技術を選択 し､どのような社会にしてい くべきか
を､科学者だけではなくて､-般人が考察し､表明していこうという動きが現れてきたO
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その典型例がデンマークで1987年に始まったコンセンサス会議である｡コンセンサス会議
は､科学技術に対する一般市民の意見を明らかにしようとして開催 されている｡そのコン
センサス会議が､1990年代に多くの国に実験的に広まってきている｡
コンセンサス会議を観察することによって､そこにおいてまとめられる､市民の意見と
はどうい う性格のものかとい うことを考えてみることができる｡
また不思議なことに､世界的な注 目を浴びているにもかかわ らず､コンセンサス会議が
政策作 りに寄与 したというのはデンマークを除き無きに等しい｡ コンセンサス会議が実際
にはどのような機能を発挿するのか､これまできちんと考察されてこなかった｡コンセン
サス会議を開こうとする動機は以上述べてきた､ ｢科学技術の社会 とのかかわりよう｣の
変化に関わっていると推察されるが､明確ではない｡なぜコンセンサス会議が始められる
ようになったのかo コンセンサス会議においてみられるような市民の意見とはどのように
形成 されるものであるのか｡そ してコンセンサス会議の機能は何かとい う重大な点につい
て､具体的な体験に基づいた検討はなかった.そこで､コンセンサス会議を実際に開催 し
た結果をもとにした､理論的な考察が必要なのである｡
1. 3 コンセンサス会議とは何か
論述を進めるにあた り､まず､先駆者であるデンマークのコンセンサス会議方式の概略
を説明するOこの制度は､デンマークで始められた技術評価の一方法である｡この会議で
は ｢市民のパネル｣と ｢専門家のパネル｣ とい う2つのグループが作 られ､その対話が柱
となるO ｢市民パネル｣も ｢専門家パネル｣も十数名程度で構成 されることが多い.会議
の開催にあたっては､対象とする特定の科学技術のテーマを選定 し､それに利害関係のな
い市民の参加を募る｡デンマークの人 口は五百万人余 りである｡国民に固有の番号が割 り
当てられているので､事務局はそれをもとにランダムに1,500人程を選び､それらの者に対
してコンセンサス会議の意義やテーマを説明するとともに､ ｢市民パネルに選ばれたら引
き受けますか｣と尋ねる手紙を出す｡事務はデンマーク議会に付設されているデンマーク
技術委員会 (DanishBoardofTechnology)が行 う｡手紙に ｢引き受ける｣と回答した者
の中か ら､事務局が､年齢､性別､居住地などのバランスをとりながら十数名を選ぶOこ
の市民を ｢市民パネル｣と呼ぶ｡会議のテーマ としては､社会的に議論を呼ぶような科学
技術の話題をとりあげる｡市民パネルは専門家パネルの説明を聞いた うえでその科学技術
についての評価を示す[1]｡市民パネルがその科学技術について､どのような態度 (科学技
術を受け入れるか､拒絶するか､条件をつけるか)をとるかの判断を下すのである｡他方
の ｢専門家パネル｣は､市民パネルのもつ疑問に対応可能な専門家 (大学教授､企業の従
業員､公務員､民間団体の活動家など)から十数名選ばれる｡
ここで注意 しておきたいのは､テーマとなる科学技術について特定の政治的意見や立場
を持っている民間の活動家や団体などは､意見の専門家として､専門家グループに入れ ら
れるとい うことである｡ したがって､草の根運動でリサイクル運動を推進 している人は､
一般的には廃棄物や資源の科学技術の専門家 とは呼べないが､このコンセンサス会議では
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リサイクル運動の専門家として過 されることになる｡この点で､コンセンサス会議におけ
る ｢専門家｣とい う言葉の意味は､ 日常的な使用法 とは違っている｡
専門家パネルは､市民パネルにその科学技術の状況についてわか りやすい説明をし､市
民パネル との間で質疑応答を行 う｡専門家パネルの選び方は､運営委員会が各分野の専門
家を多数プール しておき､その中か ら適当な者を十数名選び､専門家として招待する｡
市民の会議
図 1 コンセ ンサス会議の概念図
デンマークのコンセンサス会議で どのように議論が展開されているかを知るために一例
をとりあげる｡十数回行われているデンマークのコンセンサス会議のうち､ここでは ｢不
妊｣に関するコンセンサス会議についてみてみよう｡内容はデンマーク技術委員会の資料
による｡
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この会議は､1993年10月か ら11月にかけてコペンハーゲンの国会議事堂で行われた｡市
民パネル としては､13人が選ばれた｡市民パネルはテーマに関する予備知識を学習 した り､
専門家を選んだ りする準備会合 を､本会合に先立ち週末を二回かけて行 う｡つま り金曜 日
の午後に集まって 日曜の午前中位 まで時間をかけるとい うことを二回行 うのである｡その
中で最初にコンセンサス会議で何をするのかとい うことを､事務局が市民パネルに説明す
る｡市民パネルは当該科学技術についての概況について説明を受け､学習をする｡ これを
もとに､より詳細な説明を求めるための質問 リス トである ｢鍵 となる質問｣といわれ るも
のを作る｡
デンマークの ｢不妊｣の会議の中で作 られた ｢鍵 となる質問｣は､以下の八項 目であっ
た｡①不妊と養子､②不妊の原因の究明とその知識の普及､ ③不妊の予防､④不妊治療の
費用､⑤卵子 と精子の提供､⑥不妊治療の結果引き起 こす問題､⑦不妊の新治療技術は人
間のあ り方にどう影響するか ?､⑧私的な不妊治療 を公認することのメ リット･デメ リッ
ト｡
不妊治療技術の進歩がこの会議のテーマであるが､鍵 となる質問としては､不妊治療技
術だけではな く､不妊に関する様々な論点が議論が提起 されたo 不妊で悩む人達に関わる
科学的研究についての議論 と並んで､それに関連する社会制度の改善の意見もあったので
ある｡例えば､不妊の予防 とい う公衆衛生的な観点か ら､健康診断や予防知識の普及 をす
るとい う論点 もあった｡また､不妊治療-生殖技術の進歩により倫理的問題が発生 してい
るとい う意見 も出された｡不妊の新治療技術は人間のあり方にどう影響するか､とい う哲
学的な問いも含まれていることなど､単に新たな治療技術の影響は何かとい う狭い範囲に
市民パネルの関心は限定されているものではなかったことは興味深い0
市民パネルの作成 した鍵 となる質問に対応できる者が､専門家プールの中か ら専門家パ
ネル として選ばれた｡ この会議では､15人の専門家パネルが出席 した｡専門家パネルは､
医師､不妊患者団体､公務員 (法律家)､医療倫理研究者､キリス ト教僧侶､診療心理学
者､社会医学者､社会医療研究者､法学者､養子協会､国家健康委員会のメンバーなどか
ら構成 された｡
本会合は四 日間かけて行われた0- 日目には､専門家パネルによるブ リーフィングを行
った｡専門家は､それぞれの立場か ら､鍵 となる質問について易 しい言葉で説明を行 った｡
そ して市民パネルは専門家パネルに質疑をし､専門家パネルから応答 した｡これ らは公開
の席で行われ､この夜､市民パネルは学んだことをまとめた0第二日目には､市民パネル
か ら新たに質問をし､それに専門家が答えた｡二 日目の後半から三日目にかけて､市民パ
ネルは意見を報告書にまとめた｡ これは､非公開で､市民パネルだけで議論を行い､市民
パネルはその科学技術について どのような判断を下すか､意見を文章 としてまとめた｡ こ
れが ｢コンセ ンサス｣ と呼ばれ るものである｡四日目には一般公開の場で市民パネルが作
った報告書を発表 し､質疑応答がなされた｡発表の場にはマスメディアの記者 も来てお り､
新聞､テ レビ､ラジオ等の記事になった[2][3]｡
デンマークの場合､国会議事堂でその発表がなされるOマスコミによる報道は､市民が
読む ところとなり､ある程度の影響がある｡政治家､行政府などにもこの報告書が配布 さ
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れる｡国会議員で関心を示す者 もいる｡そのような形で政策形成に参考にされるのである｡
このようにしてコンセンサス会議は､世論形成 と政策形成に間接的に影響を持っていると
いわれるOただし､その意見には法的な拘束力は-切ない.
不妊に関する市民パネルの意見は､鍵 となる質問ごとに､市民パネルの手によってま と
められた｡参考までに､市民のまとめた意見の概要を記す と､以下のようである (この意
見の詳細は巻末参考資料 参照)0
①の ｢不妊 と養子について｣は､不妊で悩む人がいることに関して､養子のルールや手
続きをどう変えたら良いかとい うことがテーマであった｡それについての市民パネルの意
見は､養子を行いやすいようにすべきであるとい うことであった｡医療ではなく､社会的
な解決の可能性が示されたのである｡②の ｢不妊の原因の究明について｣は､原因究明の
方が不妊治療よりも研究の優先順位が高くなるべきだとい うのが市民パネルの意見であっ
た｡③の ｢不妊予防について｣は､青年に定期検診を行い､クラミジアの伝染源を突き止
めることを提案 した｡④の ｢不妊治療の費用負担について｣は､市民の意見は分かれた｡
不妊を病気だとは考えずに個人負担させるべきだとい う意見と､公的負担をすべきとい う
意見があった｡⑤の ｢卵子 と精子の提供について｣､特に議論になったのは､子供が自分
の遺伝源を知る権利 と､提供者の匿名性の保護が相反 していることである｡市民パネルの
意見としては､公的衛生システムの維持と遺伝的な診療のために､卵子 ･精子の提供 と受
領が特定できるべきであるとい うものだ｡ したがって提供者の匿名性は撤廃されるべきで
あり､子供は遺伝的源を知る機会を得 られるとい うことであった｡ここでは､子供の知る
権利を重視する傾向があった｡⑥の ｢不妊治療の結果引き起こす問題｣としては､不妊治
療がもたらす心理的な問題を研究すべきではないかとい う提案があった｡⑦の ｢不妊の新
治療技術は人間のあり方にどう影響するか?｣については､不妊治療が進歩 したときに､
伝統的な人間観が変わってしま うのではないかとい うのが趣旨である｡通常ではない妊娠
をさせることに医者の権利があるかどうかや､不妊治療技術によって生活の質が変わって
しまうこと､クローニングの問題などについて多様な意見がみられた0⑧の ｢私的な不妊
治療を公認することのメリッ ト･デメリットについて｣は､不妊治療の晶質を保証すべき
とい う意見と､治療の長期的影響を追跡調査すべきであるとい う意見が市民パネルの主な
意見であった｡
このように多彩な意見が､市民パネルの意見として文書化 されたO市民パネルのコンセ
ンサスを得たものもあるが､意見が分かれた点もあったO以上のようにデンマークの不妊
をめぐるコンセンサス会議は､市民パネルからの多様な意見を含みながら報告書が形成 さ
れている｡このように非常に多 くの点から意見が出され､検討されることがコンセンサス
会議の特徴である｡
1.4 問題の所在
コンセンサス会議は､1990年代に入 り世界各国に急速に広まっている (表 1)｡各国で
共通 しているのは､コンセンサス会議の目的として､科学技術に関する問題に市民の意見
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を言 う場を作ろうとい うことである｡会議の形態か らいって､専門家だけではなくしろう
と市民が科学技術に対する問題を議論するものである｡
デンマークの方式においては､開催者が､科学技術の問題に対する社会的なコンセンサ
スを得 ることを追求 しているようである｡そのことは､デンマーク語でこの会議がkonsen
soskonferenceと命名 されたことに表れているOそのために､意見の偏 りがないように､
ランダムサンプ リングでコンセンサス会議に参加を呼びかける勧誘の手紙を出す市民を選
び､回答のあった人の中から応募者を募っている｡また､市民パネルの構成をデンマーク
の人口構.成になるべ く合ったものにするとい う工夫をしている｡
しか し､良く考えてみると､科学技術に関する市民の意見にどういう意味があるのか明
確とはいいがたい｡市民の会議だからといって正 しい決定がなされるとい うわけではない
のである｡そのような場で出される市民の意見とはどのような性質のものであるのか､考
察することが必要である｡
とはいえ､何 らの必然性もなしにむやみにコンセ ンサス会議が世界に広まったとい うこ
とは非常に考えにくい｡ したがって､本研究の最初の主題は､なぜコンセンサス会議が世I
界各地で行われるようになったかを検討することである｡また､本研究では第二に日本に
おいてもコンセンサス会議が実施 されたので､そこで観察されたことを通 して､コンセン
サス会議でまとめられ る市民の意見にはどのような有用性があるのか､つま りコンセンサ
ス会議の社会的意義は何なのか考察を行 う｡第三にコンセンサス会議においてどのように
市民の意見が形成 されるのか､第四にそこから引き出される政策的含意を探ることである｡
本研究は以下の構成 とする｡第二章では､歴史的になぜコンセンサス会議が行われるよ
うになってきたのか､その社会的背景について論 じる｡次いで､第三章ではコンセンサス
会議を実際に日本で行ったので､コンセンサス会議の状況を詳細に述べる｡第四章では､
コンセンサス会議の社会的意義 (どのような役割を果たしているのか､あるいは果たしう
るのか)は､何かとい うことを考察する｡第五章では､コンセンサス会議の中で､実際に
どのような過程を経て意見がとりまとめられるのか ということを分析する｡そこでは､参
加する市民や専門家が どのような意識をもってコンセンサス会議に関与しているのかとい
う考察が必要であろ う｡第六章で､それ らの市民の意見についての考察から敷術 される政
策的な含意について論 じる｡
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表 1 各国の コンセ ンサス会議開催一覧
国 開催年 議題
デ ンマーク 1987 工業､農業 における遺伝子工学
1989 食物の放射線照射
1989. ヒ ト遺伝子のマ ッピング
1990 大気汚染
1991 教育工学 (技術)
1992 遺伝子操作 による動物
1993 個人使用の 自動車の未来
1993 不妊
1994 交通にお ける情報技術
1994 統合化 された農業
1994 電子個人情報
1995 化学物質 の環境及び食品の閥値
1995 遺伝子治療
1997 消費 と環境
1997 テ レ .ワー ク
1998 市民の食料政策
1998 将来の漁業
1999- 遺伝子組換 え食 品
イギ リス 1994 植物のバイオテ クノロジー
1999 放射性廃棄物
オ ランダ 1993 動物の遺伝子組み替え
1995 バイオテ クノロジー
米国(マサチューセッツ州域) 1997 通信 と民主主義
スイス 1998 エネル ギー と社会
1999 遺伝子組換 え食 品
ノル ウェイ 1996 遺伝子組み替 え食品
1997 エネルギー
韓国 1998 遺伝子組み替え作物
1999 クロー ン技術
オース トラ リア 1999 食物連鎖 における遺伝子組換え
カナダ 1998 大学にお ける義務的なコンピュータ使用
1999 遺伝子組換 え食 品
フランス 1998 遺伝子組換 え食 品
イスラエル 2000 将来の交通
ニュージー ラン ド 1996 植物のバイオテ クノロジー
1998 植物のバイオテ クノロジー 2回 目
1999 生命 工学的疫病 コン トロール
日本 1998 遺伝子治療
出典 :著者が資料収集 を行い作成 したもの｡
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第 2章 コンセンサス会議の形成の歴史的必然
第 1章でコンセンサス会議はどのようなものか略述 した｡本章では､コンセンサス会議
が必然的に形成 されたことを述べるOまず､科学主義的なテクノクラシー-の批判に対応
してテクノロジーアセスメン トが実施 され､それが変化 して､コンセンサス会議が形成 さ
れてきたことを論述する｡
2. 1 専門家主義によるパターナ リズムの構造
科学技術分野ではとくに妥当するが､多 くの分野で意思決定にあたって専門家-の依存
が高まっている｡そ して専門家の知識に依存 しなが ら､ものごとをパターナ リスティック
に決めていく構造になっている｡企業においても､行政においても､一般社会においても
世界的にそのような傾向がみられる｡
ここでい う ｢パターナ リズム｣とは､最近では医療の倫理学で多く用いられる用語であ
り､ ｢患者の自律｣と対極にある概念である｡それは､ ｢父権主義的配慮 もしくは決定｣
と訳されることがあるQ専門家である医師の側が､ちょうど父親のように､その専門知識
と経験 とを動員 して､患者のいっさいをおもんばかって治療方針を決めてや り､患者の側
もこれに従 うこととい う意味である｡パターナ リズムという言葉は必ず しも医者患者関係
の不平等性に着 目してこれを非難するような意味で使われるとは限らない｡圧倒的な量の
知識と能力を持っている専門家が､相手をおもんばかって全てを取 り仕切るという関係を
パターナ リズムとい う｡言葉本来の意味は､神父と信者の関係であり､弁護士と依頼人の
関係でもあるOすなわち､プロフェッションと一般人の関係であるo決めるのは専門家で
あり､専門家以外の人間は決定から排除され ることになる｡
科学者や技術者が専門家 として意思決定にあたっての-ゲモニーをとるとい うのは､良
くみられることであるO専門的な知識を豊富にもっているから専門家 といわれるO
しか し､常に彼 らが正 しいとすることは危険である｡専門家がいうことが常に正 しいと
い うわけではない｡知識を持っているとい うことと正 しいとい うことは別なのである｡そ
れに関し､専門家の特質について論 じよう｡
専門家 とい うものについてここでは考えてみる｡専門家の言 うことを信 じることや､専
門家に判断を頼ることは､ 日常茶飯のように起こる｡専門知識をもった者に頼るとい うこ
とは合理的であることが多いが､しか しそれだけで十分なのであるかとい う問題がある｡
それでは十分ではないからこそ､しろうとである市民の参加が必要とい う議論が出てくる
のだ｡ ここでは専門家である科学者の意見は偏ることがありうるとい う観点について述べ
ていく｡
この点については､科学社会学の知見が役立つ｡例えばバーンズは､伝統的な科学者内
部の行動規範の分析から､そのメカニズムを以下のように解明している｡バーンズに依拠
すると､科学者はかな り特徴的な行動原理をもっている[4]｡
科学者社会では､全ての人が優秀であるとい うわけではないのに､めざましい成果をあ
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げている｡その理由としてあげられるのは研究者社会の特性 として､科学者は長期にわた
って厳 しい訓練を受け､共通の思考をする可能性が強いことである｡また､論文を生産す
る過程では集団的に知識を形成 してお り､間違いを起こしづらいものになっている｡科学
者にとっては､同業他者から認知されるとい う報奨が重要である｡認知は一般にお金によ
って左右されるものではなく､科学者内部で独立して行われる相互の業績確認なのである｡
そのため科学は独立的な営みである｡
科学の世界の認知システムは部内者 と部外者を明確に分ける｡専門外の人の偏見､気ま
ぐれな意見を全てまともにとりあげていたら､科学は負担過重になって崩壊するかもしれ
ない｡従って科学者の世界では､科学者や専門家とい う有資格者の情報を重視するのであ
る｡従って評価の基準は閉鎖的な部内者の観点から行われることになる｡
研究開発の評価をいかにするかとい うことを考えてみると､研究者の社会の中でいかに
評価されているかということを探るより仕方がないのである｡社会の観点から研究の成果
を評価するとい うのは難 しいことなのである｡かくして研究の評価は彼 ら自身のコミュニ
ティの内部の評価によることが最もてっとり早く､かつ､それ以外の方法が実際的には実
行不可能なのである｡科学技術の社会的､外部的な評価は容易ではないO
また科学者は社会に対 して一般社会に対 して権威をもっているo科学者のい うことは正
しいことであるとい う推定がなされるO科学の持つ権威は両刃の剣 であり､プラスとして
は､社会の分業システムの維持に効果があるが､マイナスとしては専門家の意見が無批判
に通用 しがちであるとい うことがある｡
村上陽一郎も同様のことを別の観点から述べている.彼によると､科学の論文は､引用
文献や様々な学問上の作法により､学問分野の科学者共同体の価値基準に沿ったものしか
受け入れ られない構造を持っている[5]｡一定同業者のピアレビューによってのみ評価され
る現代の科学技術のあり方は､学問や技術のもつ一定の方向性に突き進んでいく ｢ブレー
キのない車｣ として警戒すべきとしている[6]｡
そのように科学者はディシプ リンと科学者社会の権威に従属 し､一定の方向に向きやす
いとい う特徴をもっている｡そのため､科学者の判断基準は､必ず しも正 しくないとい う
可能性があることに注意をしなければいけない｡科学者は専門的な知識はあるが､その専
門的知識 自身は一定の慣性の上で成立 しているものなのである｡科学者の判断が社会の価
値観 と食い違 う可能性があるものなのである｡
もちろん､これは古典的ともい うべき科学者世界の描写であって､ギボンズやザイマン
らの主張するような新 しい科学像､すなわち､外部からの委託をうけた り､外部から与え
られた何 らかの 目的を達成する科学が多 く出現 しているとい う状況を十分踏まえているわ
けではない｡バーンズの記述は伝統的な科学者社会を念頭に置いたものである｡
しか し現在の科学技術をみても､ピアレビューとい うシステムで同業他者の評価を求め､
これまでの研究水準に比べて質が高いかどうか､既存のパラダイムに合致 しているかどう
かとい う基準によって評価 されるとい う性質があり､バーンズの述べるようなことが ｢規
範｣として働いていることには留意 してお く必要がある｡科学者の古典的な行動規範は､
すでに現実と矛盾をきたしているのに､それが理念としては保持され､かつそれが科学者
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の権威 を追認することになっていることが問題なのであるO しかも､科学者が技術に関す
る意思決定にも影響をもっている現在､このことは大きな問題の種 となる｡
次節においてはこのようなパターナ リズムでは治まりきれない事態が生じてきてお り､
これに伴い生 じた批判 とそれに対する対応について述べる｡
2. 2 パターナ リズムの限界とそれへの対応
2. 2. 1 世界的にみたパタ-ナリズムへの批判
現代の政治問題は複雑を極めてお り､少数の国会議員ではその細部にわたる検討 と議論
は実際上､難 しい｡そのため､細部の意思決定は行政機構に委ねられている｡そしてその
延長線 として政策の方向性も大まかには官僚によって描かれてきた｡マスコミも政府の決
定を報 じ､多 くの問題を行政府の責任 として追及すればことた りたといえる｡こうした政
治構造は､国民の各層において政治的問題についての議論や行動を起こさないで済むとい
う点で､非常に効率的であった[7]｡また､国民の間で深刻な政策的立場の違いと対立を引
き起こさずに済んだ ともいえる｡
専門家による決定は､国民全体の福祉の向上を目指すことを目的としていても､それが､
本当に良い決定となるかは疑問がある｡専門家にはそれがよって立つ既得利益があ り､そ
れに縛 られてはいないかとい うことが問題 としてある｡また､専門家は専門知識を独占的
に有するがゆえに､その意見が通用 しやすいO
次ぎにパターナ リズムは国民各層のことを思いやって政策を決めるとい うことであるが､
そもそも国民各層のことをおもいやるとい うのは難 しい面がある｡
見方を変えていえば､パターナ リズムは間接民主主義の形骸化を招 く｡往々にして､パ
ターナ リズムでは､一方的な決定になってしまい､市民の意見を聞くとい う機会がないか､
機会を設けたとしても極 く形式的なものになってしまいがちである｡
多発する科学技術問題についての決定のパターナ リズム-の市民のいらだちは､すでに
1960年代から70年代にかけて､政府の政策決定-の反対とい う形で噴出した｡このような
問題は世界的に共通のものがみ られた｡また､そのような状況を改善しようとい う政府側
の意識 も表明されていた｡
1979年のOECDの レポー トによれば､科学技術に関する様々な問題が民主主義の名の
下に政府によりトップダウンで決定されることに対 し､地元住民や市民団体が不満を述べ
るとい う形で論争が展開した｡地元住民や市民が科学技術の影響に対して不安があるとい
う意見を述べ､決定に参加する機会を要求 したのである[8]O-部の専門家の意見だけをも
とに政策決定すると､それに対す る反発が起き､問題がこじれることがあった｡
例えに∴ 以下のような事例がある.1968年､オランダのアムステルダムに硫酸紙の工場
を作る計画が持ち上が り､これに対 して市当局は許可を与えた｡ しかし､地元住民は工場
の排出物質による汚染に懸念があるとして反対運動を起こした｡また､スウェーデンでは､
60年代末から原子力利用の計画が立てられたが､1970年代に入って環境保護 グループが原
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子力の安全性について批判をはじめ､全国的な議論が展開された｡その後､国民の半数以
上が原発の増設に反対す るようになった｡このように科学技術についての決定に関して､
市民参加の意識は高まった[9]｡
こうした批判に対 して､政府は対応 を講 じた｡公共政策の意思決定や研究施策に市民を
参加 させ ようとい う動きがいろいろでてきた.最も基本的なものは情報公開であるOさら
に公聴会の開催など､市民との対話を重視する姿勢をみせた｡その態様は､様々である｡
公聴会､住民による諮問委員会､地域評議会､住民審査会などの様々な形態があるOその
形態の中でも住民の意見 をどれだけ取 り入れるかとい う程度は違いがある｡
とくに組換えDNA分野で最も意図的に活用され るようになったものとして米国におけ
る研究機関付属の評価委員会 (iRB:InstitutionalReviewBoard)とい う制度がある
[10]｡研究者の帰属する研究機関で研究に問題がないかを判断する制度であり､米国では
IRBの中に必ずある程度以上の比率で､同業者 (研究者)以外の人々を含める必要があ
る｡また､影響評価の制度 としては､環境アセスメン トやテクノロジーアセスメン トなど
がある｡テクノロジーアセスメン トについては後述する｡また､テ レビ局が製作する番組
｢地球法廷｣ (注)などもこれ ら市民参加型の評価の一種 といえるoこれ らについて､言
えることは一概に市民参加の程度が高ければ良いとい うわけではないO科学技術に関する
問題は一般に複雑である以上､ある程度､問題の性質を理解 していることが必要であるO
また､参加者 自身の利害にとらわれているのでは問題の解決がみえないかもしれない｡あ
る程度の学習 と熟慮の機会が必要とい うことがいえる｡
2. 2. 2 科学技術と社会に関する問題の変化
以上のような社会か らの科学技術-の批判の性格は､科学技術に関する問題のあり方が
変わるとともに､変化 してきた｡少 し歴史的に科学技術 と社会の関係を振 り返ってみよう｡
科学技術は19世紀か ら20世紀前半には､人間に大きな利便性をもたらしたO科学技術は､
人間に富をもたらし､多 くのことを可能にしてきた｡そのため､科学技術は善であり､有
用であるとい う考えが成 り立った｡科学史家の古川 によれば､
19世紀はオプティミスティックな科学主義が蔓延 した時代であった｡ ･･･生活改善
の手段 としての科学に明るい将来の夢 と希望を託すことができた幸せな時代であっ
た｡ [1H
Lか し､20世紀後半か ら科学技術 と社会の関係に歪みが生 じてきたと言われる｡20世紀
に二度の世界大戦が起 き､それに科学技術が総動員 されたことにより､科学主義-の懐疑
(注)NHKが製作 した番組で､ヒ トゲノム研究などのテーマで､世界各国から参加者が
自由な立場でインターネ ッ トなどを通 して自己の主張を述べ合 うものである｡
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が強まる｡ とくに原爆の投下 とい う衝撃的事件に､科学者の一部は社会的責任を自覚 した｡
第二次大戦終盤に原爆投下中止 を求めたシラー ドの振る舞いは､科学者の責任を自覚 し､
行動をとった例 として著名である｡核兵器開発競争の中､1955年には ｢ラッセル-アイン
シュタイン宣言｣があ り核兵器の廃絶が訴えられ､多 くのノーベル賞科学者が署名 した｡
1957年に ｢ラッセル-アインシュタイン宣言｣を受けて､パグウオッシュ会議が開かれた｡
そこでは､核軍縮をはじめとする戦争 と平和の問題 を科学者の立場から討論 した｡また原
子力利用についての障害､核兵器管理､科学者の社会的責任について討議がなされた[12]｡
1960年代に入ると､大規模科学技術に対する疑問や､公害､環境破壊などの問題が 目に
みえてきた｡ ｢『科学 ･技術批判』 と総称 してよいこの種の諸説は､1960年代末か ら70年
代にかけて､公害や 自然破壊-の危機感､体制化 した科学 ･技術-の不信感などがつのっ
たのをきっかけとして世界的に噴出した｣[13]とされる｡環境､生態学とい うような言葉
がキーワー ドとなって､科学技術に対 して一定の規制を求めようとする動きが出てきた0
1970年代は､科学技術に対す る不信が広まった時代でもあった｡当時の文献には､自然科
学の手法そのものに対する疑問 と､科学技術が社会休制に組み込まれていることについて
の反発から､科学技術そのものの発展に反対するような論調す らみられた｡それに対 して
そのような反科学論は､非合理主義を指向するものとい う批判もあった｡
反科学主義は､科学-の懐疑の極限であるにしても､戦後の科学技術-の信頼が厚かっ
た時期から比べて､現在では一般国民が科学技術に対 して不安感を感 じるようになったと
い う心証の変化を指摘 したい｡ 日本では戦後､科学技術の水準が低 く､科学技術を振興す
ることには何の疑問もなかった｡そ して､科学技術の発展につれ経済が発展 し､生活水準
が向上 した｡それによって科学技術の発展は良いもの と社会的に認識 されてきた｡その後､
生活水準の向上によって､科学技術の発達が無条件で良いとい う意識が薄れてきた｡生活
水準の向上を終えた後において科学技術への懐疑がみ られるようである｡経済､学術にお
ける貢献は別 として､一般人の心象 レベルではもはや科学技術に対する支持は大きく揺 ら
いだといって良い｡ このことは戦後まもなくの時期 と比べるとかなりの対照をなしている｡
具体的にい うと昭和31年 (1956年)当時の新聞をみると､ 日本の科学技術の振興の必要
をとく論調が多か.った[14]｡科学技術力の差で第二次大戦に敗れたと信 じた (実際劣って
いた) 日本人にとって､科学技術力の向上と輸出による外貨獲得は国是であった｡南極観
測船の出発が世紀の壮挙 として大々的に報 じられていた[15]｡それか ら40年たち､世論の
あ り方は変わってきた｡
総理府の調査でも､科学技術に不安を感 じるとい う人の割合は高くなっている｡戦後､
科学技術がきわめて重要 とい う価値観か ら､現在では科学技術に対 して不安があるとい う
考えになってきている｡1998年に行われた日本の一般国民への世論調査をみると､ ｢科学
技術が どんどん細分化 し､専門家でなければわからな くなる｣という意見に賛成の者は85.
6%に達 している｡ ｢科学技術が悪用 された り､誤って使われたりする危険性が増える｣に
賛成の者は84%､ ｢科学技術の進歩が速すぎて､ 自分がついていけなくなる｣ とした者は8
0.5%に達する[16]｡ これは科学技術に対する不安感 を国民がもっていることを示 している｡
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デュラン トはイギリスにおいても一般大衆が､科学技術に対 して幻滅 していると述べてい
る[17]｡
そのような不安を､国民が科学技術のことを良く理解 していないからだ と片づけるのは､
一面的に過ぎないであろ う｡科学技術の発展に対 して､社会的に深刻な問題が起 きている
とい う警鐘は多 く指摘 されているところである｡
2.2.3 科学技術への批判への対応
前節では科学主義に対する懐疑が起きてきたことを述べた｡そこで､本節では､科学界､
技術界から､そのような懐疑に対する反応が起きたことを述べる｡
2.2.3. 1 テクノロジーアセスメン ト
前に述べたように科学技術の発展を無条件で認めてしまってよいのだろ うかとい う疑念
が高まった｡これに対 して科学界では､そのような反科学技術的な運動に対 して何 らかの
処置をしなければいけない とい う気運が高まった｡その中の一つの方策はテクノロジーア
セスメン トであった｡テクノロジーアセスメン トがはじめ られた目的について､科学ジャ
ーナ リス トのディクソンは､以下のように書 くO ｢1960年代の終わりに､もっと洗練され
たテクノロジーアセスメン ト方式をつ くることが､外部か らの批判に対す る科学界の主要
な対応策 となった｣[18]Oテ クノロジーアセスメン トは科学技術の社会-のマイナスの影
響を事前に予知 し､適切な処置をとろうとい うものである｡米国では1972年に議会にテク
ノロジーアセスメン ト局がで き､23年間存続 したが､1995年に廃止されている｡ このテク
ノロジーアセスメン トの変遷 については､コンセンサス会議に直接関連す るので､以降の
節で詳述することとする｡
2.2.3.2 科学者､技術者のもつべき哲学
科学技術 と社会の間の問題 の解決は､テクノロジーアセスメン ト以外にも模索 された｡
本節では､科学者､技術者の側か ら､そ うした科学技術 と社会の問題状況に個人 として ど
うかかわるべきかに関してな されてきた議論につい て触れておきたいO
科学者､技術者の側か らも､科学技術が複雑にな りすぎていて､一般市民が理解不能に
なっていることを問題 として掲げる声がある｡柳 田 ･山吉は 『テクノデモクラシー宣言』
において､一般市民が理解可能なような簡明な技術開発を 目指すべきである､ としているO
例 として､電子セラミックスが専門の著者 さえテ レビの故障を直せなかった り､機械の著
名 な先生が洗濯機のモーターの故障を直そ うとした ら､洗濯機は溶接 してあって中を開け
ることができなかったとい うことを書いている.そ して以下のように述べるO
技術の開発が徹底的に自己 目的的に行われた結果､一般市民は技術から疎外 され､協力
できない技術に反発するよ うになったO市民の技術離れが起こっているo ･･･技術は
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今､ 自らの存立基盤 を脅かしながら発展 していることに気づ く必要がある[19]｡
その背景には､技術開発が開発側の論理によってだけ行われていることがあるとい う｡
技術が技術者 しか理解 しえないものであるならば､技術者の独 占状態､すなわちテクノモ
ノポリーの状態 と呼べる｡また､彼 らは､技術の背景としてあるべき思考経路が明確でな
く複雑に絡み合っている状態や､問題解決のために根本的な解決ではなく､新たなものを
足すということや､複雑なほど高級であるとい う考え方や､周辺的機能である末梢のもの
ががどんどん肥大化する傾向などを称 してスパゲッティ症候群 と呼んでいる｡
研究の世界には先陣争いの弊害､流行追随の弊害､専門家だけの評価を気にするという
弊害がある｡バーンズが科学についてたてたモデルは､技術の点でも有効であることにな
るOこれを回避するには､一般人が技術に関与できることが必要であるとするo
オランダのキリス ト教哲学者スフールマン(Schuurman)は､技術と文化 との関係を理解し
つつ､社会にとって適切なものを生み出す とい う道徳的精神を技術者がもつべきであると
いう｡
また､科学史の立場から村上は､科学者の責任についての一般論を以下のように指摘す
る[20]｡
｢科学者｣は､ ･･ ｢真理｣のためと称 して､自分の同僚だけのために論文を書くこ
とを行動様式とするような研究者であることを許 されない｡あらためて､社会 と人類と
に対 して責任を持つことを､その倫理 として確認 し､そのことに向かって ｢研究｣を行
うことを誓約することが､研究者の資格 として容認 されるようになる｡ ･･･将来の
｢人間｣に対 しての責任を負 うているとい う明確な意識こそが重要なのである｡
しか しながら､これ らの言説にもかかわらず､少数のエ リー トたる科学者､技術者がも
つべき哲学や態度は､確立しているわけではないO
2.2.3.3 科学者 ･技術者のアカウンタビリティ
以上の議論は､いずれもパターナ リズムの限界を示すものである｡ これに関連 して､最
近､科学技術のアカウンタビリティの議論が出てきたことは､注目に値する｡
科学技術が良いものであると思われていた時期には､経済は成長 し､何の疑問もなく科
学技術に資金が流入 した｡それによって､科学技術は成長することができた｡ しかし､経
済的な成長が頭打ちになると､科学技術-の資金投入も有限性がみえてきた｡ザイマンの
言rI｢定常状態における科学｣とい う状況であるo定常状態にある科学技術は､その研究
の意義 と研究の効率性を明確にす るために､外部に説明することが求められるようになる
[21]｡外部に説得力があるものに限って､科学技術は認められるようになってきたからで
ある｡科学者､技術者が研究開発 の意味を外部の人にも説明し､認めてもらうことが重要
になってきたO 小林信一によれば､アカウンタビリティとは ｢社会の了解や合意を取 り付
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けるために､研究結果の危険や利益の予測を含めて､研究活動について説明を行 う責任｣
を意味する[22]｡
ザイマンは科学技術-の資金投入が頭打ちになったことを重視 しているが､他方､ギボ
ンズは財政面だけでなく､社会的な面でも専門外の人々の受け入れが必要であるとしてい
るOアカウンタビリティが近年強調 される背景には､一般市民の意見も重要であると考え
られてきたことがあるとい うのだ｡
アカウンタビリティの圧力は ･･二つの方法で現れている｡第-に､いまやすべての
国において､科学に対する公共支出を正当化するとい う圧力がますます大きくなってい
る｡ I･同様に社会的なアカウンタビリティに対する圧力が増大 しているのである[23]｡
しか し､この議論は専門家が一般人に上から説明することになる危険がある｡つまり､
アカウンタビリティ論は､パターナ リズムの亜種 として用いられる可能性 もある｡
極端に言 うと上か らの説明は､科学主義的なェ リー ト主義の思考に基づ くことになりか
ねない｡それは科学の専門家の意見が正 しく､それを知 らない者は間違っているという考
え方である｡科学技術に関する社会問題については､無知を啓蒙す るとい う方式で解決で
きるとい う意見が往々に して存在する｡
しか しなが ら､科学技術についての理解の不足が､科学技術に関係する問題-の反対運
動の原因であるとい う見方は､近年その根拠が揺 らいできている｡ギボンズやザイマンの
諸説は､一般市民の意見に正統性があると述べている｡ギボンズ自身以下のように述べる｡
かつては科学者が特権的な専門知識 の保有者であ り､一般人は啓蒙あるいは教育される
べき対象であるとされたO過去には､あらゆる型の科学知識の大衆化がこうした一方通
行の関係 を形作ってきたのであり､基本的な考え方に変化はなかった[24]｡
これまで､科学者は特権的知識階層 として振る舞えたかもしれないが､現在は高等教育
の普及 と科学知識の大衆化によって､特権的地位 を失っているのである｡
米国の組換えDNAの実験等では､ ∫良B制度が設けられているOこれは同僚評価 とい
う原則が崩 され､専門以外の人々の判断を取 り入れることが明示されていると考えられる
[25]｡
テクノロジーアセスメン トの動きや科学者､技術者が哲学をもつべきであるとい う議論
があったが､近年は､科学技術の研究開発を行 うことを一般社会に認めてもらうアカウン
タビリティが強調 されている｡その根底にはギボンズが言 うように､専門家ほどではない
にしても､科学知識が一般市民においても保有 されるようにな り､また一般大衆の知識を
利用することが科学知識の進化に重要になっているとい う社会になった とい う事情がある｡
それに注意 してお く必要がある｡
科学技術批判に対する対応策 としてテクノロジーアセスメン トと科学者､技術者の哲学
の強調 とアカウンタビリティを論 じたが､コンセンサス会議に直接つながってい くのはテ
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クノロジーアセスメン トの動きである｡科学者､技術者の哲学の問題 とアカウンタビリテ
ィは間接的にコンセンサス会議を開く動機付けとなっている｡
2.3 デンマークにおけるコンセンサス会議の成立
以上述べてきたように､科学技術についての上からの決定､いわばパターナ リスティッ
クな決定については限界がみえは じめ､社会の各層か らも新たな意思決定-の道が模索さ
れ始めた｡ こうした中で､1987年にデンマークにおいて､最初のコンセンサス会議が行わ
れた｡
本節では､歴史的な流れか らいえばこれがテクノロジーアセスメン トの改良の試みの中
か ら発展 したものであることを示 したい｡具体的に述べると､米国で始められたテクノロ
ジーアセスメン トが､デンマークに導入 され､それが変化 してコンセ ンサス会議となった｡
より正確にい うとデンマークでは､米国のテクノロジーアセスメン トの変形版である医療
技術評価制度 を原型 として､コンセンサス会議が開かれるようになったのである｡それが
受け入れ られ るにあたっては､デンマー ク特有の民主主義の伝統があった｡
2,3, 1 テクノロジーアセスメン トの変遷
1960年代､科学技術の負の側面に対 して抗議の声が上が り､それに対 して政府から出て
きた対応がテ クノロジーアセスメン トとい う概念であ り政策手法である[26]｡このころ米
国においては､ベ トナム戦争におけf)枯葉剤の使用や､アポロ計画を典型 とする政府大規
模プロジェク ト-の批判が強まったO これに対抗 して､科学者､技術者の側による問題の
予防的解決 としてテクノロジーアセスメン トが提唱された｡
先に､コンセンサス会議は市民参加型の一種のテクノロジーアセスメン トであると述べ
た｡テクノロジーアセスメン トに市民が参加するとい うコンセプ トが どうして生まれたの
かは後述することとして､まず簡単にテクノロジーアセスメン トの歴史を振 り返ってみよ
うO
(1)米国のテクノロジーアセスメン ト
テクノロジーアセスメン トとい う言葉が最初に用い られたのは､1966年の米国議会の科
学研究開発小委員会の レポー トにおいてである｡環境問題､都市間顔､巨大科学-の批判
-の対応 としてテクノロジーアセスメン トの概念が編み出された｡ この レポー トにおいて
は､テクノロジーアセスメン トとい うのは科学技術の持つ危険性に注 目する早期警戒シス
テムとい う性格をもつもの と考えられた[27]｡
米国では､1969年に自然環境保護法が施行 された｡ これが後にテクノロジーアセスメン
トを行 う機関の設立と､それに広範な権能を付与するとい う議論につながることになった
[28]｡
ダダ リオ下院議員はテクノロジーアセスメン ト法案を提出 した｡1972年､同法は成立 し､
テクノロジーアセスメン ト局 (OTA)が設置 された｡テクノロジーアセスメン トは､同
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局において毎年20から30件行われ､合計750篇程度の報告書が作成 された[29]｡
(2) 日本におけるテクノロジーアセスメン ト
日本におけるテクノロジーアセスメン トは､1969年に産業予測特別調査団が米国を訪問
し､テクノロジーアセスメン トの概念を持ち帰ったことに始まる[30]｡1971年には､学技
術会議の第 5号答申において､ ｢科学技術の及ぼす負の影響を反省 し､人間尊重の立場に
立ち､ ･･･科学技術の効果や負の影響を事前に予測することが重要になっている｣と述
べ､通産省の産業構造審議会においても ｢産業政策の トー タル ･システムの中にテクノロ
ジーアセスメン トを位置づけてい く必要がある｣としている｡
その後､テクノロジーアセスメン トを実施するにあたっての手法の研究が行われ､様々
な方法が考案 された｡ 日本政府 によるテクノロジーアセスメン トは､1971年に5件が行われ
た｡74年には10件が行われるまで増えたが､その後漸減 していった｡
日本におけるテクノロジーアセスメン トの取 り組みは､当初は新 しい産業社会を切 り開
くツール として米国から概念が輸入 されたのであるOその後､公害問題が高まり､科学技
術の負の効果を予測するテクノロジーアセスメン トの役割が官庁や一般社会から期待 され
たO しか し､技術規制的な性格が企業か ら敬遠 されるなどのことか ら､公害問題の意識が
遠のいた時期にはテクノロジーアセスメン トは関心が薄れて しまった[31]｡
(3)欧州のテクノロジーアセスメン トの様相
1970年代に入 り､OECDにおいてテクノロジーアセスメン トの重要性が指摘 されるよ
うになった｡ しか し欧州において70年代はテクノロジーアセスメン トはそれほどめだった
動きをみせなかった｡欧州においてテクノロジーアセスメン トが活発化す るのは80年代に
入ってからである｡
欧州では､テクノロジーアセスメン トを議会に近い存在 とし､能動的､戦略的で､国際
的なものにするとい う動きがあった｡70年代までのテクノロジーアセスメントを､事前に
科学技術の危険性を察知するとい うreactive(受け身)なものだと表現すれば､80年代は
そ うではなく､proactive(前向きな)なテクノロジーアセスメン トが志向されてきた時期
といえる｡
各国のテクノロジーアセスメン トの様子をみてみると[32]､1982年にフランスでOPE
csTの設立が提案された｡ ドイツでは議会に技術評価局が存在 し､技術評価が行われて
いる｡ しか しながらドイツ全体 としては分権的な政策決定システムがとられ､また､環境■
団体が活発化するなかで､環境問題 を中心 として多様なテクノロジーアセスメン トが行わ
れてきた｡イギ リスでは科学が社会的問題を解決するとい う考え方が強かったため､長 ら
くテクノロジーアセスメン トには懐疑的な傾向があったが､最近ではテクノロジーアセス
メン トについての必要性が認識 されている｡オランダでは､技術発展の社会､倫理的な問
題について関心が高まっていて､1986年にNOTA(NationalOrganizationofTechnolo
gyAssessment)が設立された (現在はRathenaulnstituteに名称が変更されている)｡オ
ランダではコンス トラクテイヴテクノロジーアセスメン トの概念が発達 した｡コンス トラ
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クテイヴテクノロジーアセスメン トとは､社会的に望ましい､有用な技術を開発するよう
な方法の探求であり､技術を社会的に形成 していくというものである[33]｡
(4)テクノロジーアセスメン トの当事者
テクノロジーアセスメン トを誰のために行 うか､という視点による区分も可能である｡
その起源からすれば､テクノロジーアセスメン トは科学技術の発展によって不利益な影響
を被る人達のために行われてきたといえる｡1970年代においては ｢科学技術の及ぼす負の
影響を反省 し､人間尊重の立場に立ち､ ･･･科学技術の効果や負の影響を事前に予測す
ることが重要になっている｣ と言われた｡そこでは消費者や環境問題で被害を受ける者が
中心であったと考えられる｡ しか しながら､技術発展に影響を与える､科学者､技術者､
経営者､官僚等などもテクノロジーアセスメン トの関係者であり､近年のテクノロジーア
セスメン トでは､そ うした技術発展に影響を与える者など､関係者をできるだけ多く巻き
込むことがその成功に必要であるとい う考え方が強調 される[34]0
(5)市民参加の論理と方法
テクノロジーアセスメン トには各種の方法が編み出されたが､実際には少数の専門家が
判断を加えるだけであった｡従来のテクノロジーアセスメン トにおいては､科学技術の影
響を予測できるものとい う前提に立っていたからだ｡そのため､多くの人を納得させるだ
けの力は発揮できなかった｡
科学技術の影響を予測することは､元来容易でないもののはずである｡ブ-アスティン
は､現代は機械の世界であって､予測がきわめて難 しいと述べている0 ｢私たちが機械の
世界で本当に待ち望んでいるのは､今までのなじみの役割をより上手に演 じるものの出現
ではなく､今までまったくみ られなかった新 しい役割を演ずるものの出現なのだ｣[35]｡
テクノロジーアセスメン トについては将来の影響を予測することという目的自体に困難
があっただけではなく､人間を科学技術の影響を受ける客体 と位置づけていることにも問
題があったといえる｡1970年代に行われた日本のテクノロジーアセスメン トの結果をみれ
ば､人間は科学技術の客体と位置づけられている｡例えばVTOL (VerticalTakeOff
andLanding:垂直離着陸機)のテクノロジーアセスメン ト[36]では､VTOL機のインパ
ク トを評価するのに､主体､分野､客体 という概念を用いていた｡VTOL機技術の環境
及び人間に与える効果 ･影響を評価 したわけであるが､そこで主体という概念でとらえら
れたのは､VTOL機を構成 し､運用する諸技術であるO分野とい う概念でとらえられる
のは､自然環境､社会環境､生活環境等､人間を取 り巻く場である｡客体は､人間及び人
間が主体 となって構成 されているグループを指す｡こうして主体である技術は､客体であ
る人間に各分野において影響を及ぼす とい う視点から分析 された｡科学技術が主体 と位置
づけられてしまうと､その科学技術の専門家だけが人間全般-の影響を配慮 し､普通の人
間はその影響を受けるだけの受動的存在 として位置づけられて しまう｡ 日本で行われたテ
クノロジーアセスメン トの方式はすべてこのようなもので統一されていたのではないが､
いくつかは主体､分野､客体 とい う概念で分析 している｡それ ら過去のテクノロジーアセ
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スメン トの文書をみると一般の人間が科学技術に与えうる能動性 とい うものを軽視 してい
たのではないかとい う疑念にとらわれる｡
さらに1980年代に至 り､情報技術やバイオ技術､医療技術の格段の進歩は､我 々の生活
をさらに大きく変えるかもしれない可能性をもたらしたOまた､地球環境問題 も長期的に
は何 らかの解決を迫 られる大きな問題 となってきた｡ これ らの動向によっては我 々の社会
は､変化 を余儀なくさせ られて しま うとい うことが考えられるO伝統的に培ってきた生命
観や規範を変えさせ られて しま うとい う危機がある｡
現代における科学技術に関する問題は､専門家だけで考えるべきではないであろう｡影
響が大衆に及ぶ とともに､科学技術の利用者､受益者 としての大衆の振る舞いが問題 とさ
れるか らだ｡一般市民の価値観 を科学技術に反映すべきであ り､一般市民も科学技術をど
のように したらよいか考えるべきである｡そ うでなければ根本的な解決には至 らない｡
テクノロジーアセスメン トに市民を参加 させるとい うことは､80年代に入って欧州のテ
クノロジーアセスメン トが活発化す るとともに前面に表れてきたO ドイツ､デンマークを
中心に原子力発電所､環境問題によって､科学技術に対する住民活動が高まった とい うこ
とも､新 しいテクノロジーアセスメン トの潮流の背景をなしている｡
アカ ウンタビリティの部分で明 らかなように､どのような科学技術が正統性を持つかと
いうことは､今 日的な問題 となっている｡市民を科学技術についての議論の場に入れるこ
とは､手続きとしても､科学技術に影響を受ける人の価値観 を取 り入れるとい う意味でも､
重要になっている｡
コンセ ンサス会議は､このような市民参加 とい う80年代の傾向から出てきている｡次節
に､デンマークのテクノロジーアセスメン トについて述べ､それがどのような趨勢をたど
ったかを記す｡
2.3.2 デンマークのテクノロジーアセスメン ト
1960年代から70年代にかけて世界的に科学技術に関する政治問題が起き､住民運動が高
まった｡また､公害や原子力発電や工場立地による環境問題などが発生 し､多 くの国で科
学技術問題に関する一般市民の参加 とい う現象が起 きてきた[37]｡ これ らに対 して提案 さ
れた解決策の一つが､先に述べたテクノロジーアセスメン トとい うものであったOここで
は､米国で始まったテクノロジーアセスメン トが､各国に広ま り､デンマークにおいても
実践 され るようになった経緯を述べ よう｡1970年代にテクノロジーアセスメン トの動きは
世界に広がった｡ この間､科学技術の社会的な影響の変化がみ られる｡脱公害が主要な問
題であった70年代初頭に変わ り､生殖医療技術､遺伝子工学の急速な発展､地球環境問題
などが顕在化 してきた｡
テクノロジーアセスメン トの方法に関連 して､1979年にはOECDから科学技術に関す
る市民参加型の意思決定についての レポー トが提出されている[38上 また､米国バテル研
究所は､'socialLearning'とい う市民参加のプロセスを加味 した新 しいテクノロジーアセ
スメン ト手法を提唱 していた[39]｡
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デンマーク技術委員会の事務局長クリュ-バーによれば､そのような時期に､デンマー
クでは､主に大学においてテクノロジーアセスメン トを試験的に行 うようになった｡資金
の出所は二つあり､一つは産業省の技術開発プログラムか らのものであったOその大半は､
地方のコミュニティの情報技術に関する試験に使われた.また､もう一つの資金源は社会
科学研究会議であった｡その当時デンマークでは､原子力発電の導入の可否が大きな争点
であったOまた､経済不振の時期であり､雇用問題 も大きな問題 となったo
その後､1980年､テクノロジーアセスメン トの定義 と潜在的な課題についてのレポー ト
が書かれた｡ これは ｢レッ ドレポー ト｣ と言われるものである｡1978年に産業省のもとに
あった技術会議が､この レポー トのとりまとめを構想 した[40]｡この レッドレポー トは､
デンマークの中でよりシステマチ ックにテクノロジーアセスメン トを実施する必要を説き､
事務局は教育省が行 うとい うことをうたっていた｡
しか し､その内容をめぐって議論が起きた｡ クリュ-バーによれば､レッ ドレポー トが
産業や労働組合などのテクノロジーアセスメン トの主催者の立場に立つアセスメン トを是
認する内容であったか らである｡テクノロジーアセスメン トは､主催者の立場か らだけの
スポークスマンであるべきではないとい う批判がなされたO この論争を収拾するため､再
度テクノロジーアセスメン トの実施策をまとめるレポー トが起草されることになった｡起
草 したのは産業省の技術会議の下に設置 された委員会である｡1984年にその結果をまとめ
た ｢グ リーンレポー ト｣が作成 された｡そこでは､できるだけ多くの関係者の交渉の場 と
してテクノロジーアセスメン トを行 うよ うに変革 させ るべきであるとの主張がなされた｡
そのために､学際的な機構 を作ることが強調 された｡ これ とともに､テクノロジーアセス
メン トの場所 を一つだけ作 るのではなくて､より広い視野か ら実施すべきだとしたo技術
的であることはもとより､生物学的､人文学的､社会科学的でかつ､労働市場への配慮を
したものであることが必要であるとされた｡その結果､テクノロジーアセスメン トを行 う
機関として､産業省の技術会議が､1984年にテクノロジーアセスメン ト企画グループを設
立 した｡その前年には､社会科学研究会議によって技術社会研究イニシアチヴが設立され
た｡同イニシアチヴは､約40個のテクノロジーアセスメン トの研究計画を担当した[41]｡
1986年に､デンマーク議会に技術委員会が設置 された｡ この機関は､技術評価を行 うと
ともに､市民による討議の場を持つことを提唱 した｡ グリーンレポー トの趣 旨を入れて､
技術発展をあらゆる角度か ら見て､社会 と市民との関係を評価 してい くことを任務 とした｡
そ して同委員会では､テクノロジーアセスメン トについて各種の方法を試行 した｡米国の
OTAと同様に包括的なアセスメン トを指向したが､それ とともに公的な議論を活発にす
るとい うことを目標に掲げたOその一部 としてコンセンサス会議を行い､科学技術につい
て民主的議論 を行 うことになったのである｡
コンセンサス会議 とい う市民を中心にする方式が思いつかれたのは､デンマーク技術委
員会の事務局内部での非公式の集ま りでのことだった｡もっと具体的には､筆者のインタ
ビューに対 し､それは1986年末の金曜 日午後の懇談の席だったと当事者のクリュ-バーは
述懐 した[42]. クリュ-バーは当時､テ クノロジーアセスメン トのプロジェク ト担当者で
あった｡
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次節に述べるが､コンセンサス会議は､米国で発案 され たコンセンサス開発会議 とい う
方法をヒン トに している｡ただ し､評価する主体を､公募 した一般市民に変えたとい うの
が大きな変革点であるO コンセンサス会議は､技術委員会の業務の大きな一部分 となったO
しか しながら､同委員会の活動はコンセンサス会議にとどまらず､シナ リオ ･ワークシ
ョップ､フューチャーサーチや地方における科学技術をめ ぐる市民の会議-の資金助成な
ど十以上の方法を考案 し､実施 している｡そ うした手法は､市民-高い信頼をおいて行わ
れている｡当初､この技術委員会は存置の期間は試験的に 5年間とされていたが､その後､
コンセンサス会議 を含むそれ らの活動が評価 されて恒常的なものとな り､今 日に至ってい
る｡
産業省のテクノロジーアセスメン ト企画グループ､社会科学研究会議の技術社会イニシ
アチブは1990年までには終了 し､技術委員会のテクノロジーアセスメン トだけが90年代に
残 ることとなった｡
2.3.3 医療技術評価制度 (コンセンサス会議の前身)
デンマークのコンセンサス会議の原型 となったのは､前節でも述べたように､米国の医
療技術評価制度 といわれている｡米国では､医療における新技術導入について､専門家に
よる医療技術評価制度が存在 してお り､これは ｢コンセンサス開発会議｣方式 と呼ばれた｡
これが前述のようにデンマー クに導入 され､制度的な改変 をこうむったのち､1987年にコ
ンセンサス会議 として応用 されることになる[43]｡
ヨルゲンセンの記述に依拠 しながら､米国での医療技術評価制度の沿革について論 じよ
う｡米国では1970年代に医療費の急増が問題 とな り､高額 な先端治療をどのように進める
べきか議論 となった｡そのきっかけは､1976年にジャピッ上院議員が､国立衛生研究院 (N
ationallnstitutesofHealth)の長官に､医療技術の価値 とコス トについての質問の手紙
を発出 したことである01977年に国立衛生研究院では､この問題に対処するためテクノロ
ジーアセスメン トを行 うこととした｡それを組織的に行 うために､研究医療応用局(Offic
eofMedicalApplicationsofResearch)が設置 された｡同局の任務は､生物関係の医療
研究結果を医療の実践に結びつ くように ｢翻訳｣す ることであった｡医療技術の安全性 と
効率性を評価することが重要な課題であり､そこで､コンセンサス開発会議が行われた｡
このコンセンサス開発会議がターゲッ トとしたグループ と主な聴衆は､医療の専門家で
あ り､一般開業医であ り､その他の医療関係者であった｡医療の専門家が主体 となって､
コンセンサスを形成するのであった｡ この方式の会議は､1980年代前半に欧州に広まって
いった.1982年にスウェーデ ンとオランダでその試みがあったOデンマークに導入 された
のは1983年で､ ｢血液成分の輸血｣とい うテーマで行われている｡デンマークでは､医療
研究会議 とデンマーク病院研究所が開催者になった｡その他ノルウェー､フィンラン ドな
どの北欧諸国､フランス､イギリス､スイス､イタ リアでコンセンサス開発会議が開催 さ
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れている｡デ ンマークでは､80年代に各種の医療のテーマで8回開催 され､90年から95年に
かけても､5回開催 されているO
この会議方式を借 りて､デンマークでは技術を評価 し､コンセンサスを得る主体を専門
家ではなく､大胆にも一般市民に変えたのである[44]Oつまり､問題に関心をもつが､専
門家ではない一般の人々が作るパネルがコンセンサスを形成する役を担 うこととしたO
こうして ｢コンセ ンサス開発会議｣は､ ｢コンセ ンサス会議｣ となった｡
2.3.4 コンセンサス会議とデンマークの政治社会風土
なぜデンマ-クにおいて､コンセンサス会議が80年代後半から始められたのかOデンマ
ーク技術委員会のアイデアもあるが､それを実現可能 としたのは､当時の科学技術 と社会
の状況 と､デンマーク固有の政治社会風土であったO
コンセンサス会議は､デンマークでも最初は試験的に始められた｡デンマークでコンセ
ンサス会議の事務局 となっているのは､デンマーク技術委員会であるが､その存在 自体も､
当初は試験的なものだった｡1985年の法律においてその役割は ｢社会 と市民のために技術
開発の結果 と可能性の包括的な評価を行い､フォローすること及び技術に関する公的な議
論を支持 し､活発にすること｣ とされた｡10年後の1995年の法改正では､さらに ｢技術開
発をフォローすること､技術評価の研究を行 うこと､独立 した技術評価を行 うこと､業務
の結果 を議会や他の政治的意思決定者等に対 して良 く説明すること｣が追加 され､そのミ
ッションは強化 された[45]｡
1995年に役割が強化 されたといっても､コンセ ンサス会議の位置づけは依然法的には明
確になっていない｡技術委員会の役割 として決められているのは､コンセンサス会議等の
技術評価の結果を政治的意思決定権者に良く伝達す ること､また､政策的な意味のある活
動を強めるとい う努力 目標だけである｡
コンセンサス会議が始められた当時の科学技術 と社会の状況 と問題意識についてデンマ
ークでインタビューをしたところ､以下のよ うなことがあげられた｡テクノロジーアセス
メン トは1970年代か ら徐々に欧州でも行われてきたが､手法として行き詰ま りをみせてき
た｡他方､科学技術の進展が人々の生活に与える影響は大きなものとなってきた｡デンマ
ークにおいては､原子力発電の導入の是非について激 しい論争があり､原発は用いない政
策をとることとなったOデンマークにおいては過激ではないが強い環境運動があ り､環境
問題が政治的関心を集めていたoまた､遺伝子操作技術の登場などもあり､デンマークで
は科学技術に対する関心は高まっていった[46]｡そのような状況において､科学技術の変
化が専門家集団によってのみ進められ､それ以外の一般の人々の入 り込む余地が無いとい
う点は問題 と感 じられた｡それを民主的に解決 しよ うとしたのがコンセンサス会議であっ
た｡
テクノロジーアセスメン トの主体に市民を据えるという手法をとるにあたっては､クリ
ュ-バーによれば､デンマークにおける民主主義についての国民的姿勢とい うべきものが
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一つの大きな要因となっているとい うことである[47]｡19世紀の同国のキ リス ト教の高僧
であるグルーンビグ(Grundtvig)は､全国民が教育の機会を得て､啓発 されるべきだと考え
たとい う｡ グルーンビグの活動によ り､自主的な地域の学習活動がスカンジナ ビア地方に
広まった[48]｡そのようなこともあ り､デンマークでは市民が政治に関心を寄せ､問題を
理解 しようとする姿勢がある｡そしてそれを助ける啓発的な制度が社会に存在 している｡
そのような状況が､良い民主主義に必要な条件であるとい う国民的理解がある｡ これがコ
ンセンサス会議の実践を可能にした社会的な基盤であるとい うことであった｡アンダーセ
ンも､コンセンサス会議が開かれたデ ンマークの国民の政治風土として､グルーンビグ以
来の成人教育による啓蒙思想があると指摘 した｡デンマークでは身近な問題 を､市民が参
加 して話 し合って決める強い伝統があるとい う｡例えば､法律によって地域の政府は地域
計画を変える際には､地域の市民の意見を聞くことが義務づけられているとい う[49]｡
以上のような政治風土 と科学技術 と社会の背景のもとで､専門家だけでなく､市民の声
をテクノロジーアセスメン トに取 り入れるとい うコンセンサス会議が試験的に行われはじ
めた｡
2.4 コンセンサス会議の広まり
コンセンサス会議は､前章で述べたように､1987年にデンマークで遺伝子工学をテーマ
として最初に行われた｡以来､実験的なものとしてではあるが､ 1990年代に入って欧州を
主に世界各国に広まっている (参照 第 1章 表 1)｡その背景として先ほどか ら述べて
いるように市民の参加が重要であるとい う意識の高ま りがある｡欧州における統合的評価
(Ⅰntegratedassessment)の試みにおいても､市民の参加が必要であるとされている｡複雑
な問題に対 しては評価過程に一般市民を入れることが望ましいo市民の参加によって､社
会的価値が表わされ､そ うした公的な意見は意義のある決定をするのに必須であると述べ
られているのである[50]｡
1995年に発刊された本 『publicParticipationinScience』によれば､デンマーク以外
の国でコンセンサス会議が試み られたのは､1993年のオランダが最初である｡このときは
いくつかの団体が開催に関わっていた｡主催者の一つは､オランダ技術評価研究所であっ
た｡筆者の調べたところによればオランダ技術評価研究所ではデンマーク技術委員会のコ
ンセンサス会議の仕方に注 目してお り､情報を得ていた｡
次いで行われたイギ リスでは､バイオテクノロジー生物学科学研究会議が資金提供を行
い､科学博物館が委託を受けて実施 した｡筆者のヒアリングによればデンマークのコンセ
ンサス会議の研究をしていたシモン ･ヨス氏が科学博物館に留学 していた｡ ヨスの指導教
官である科学博物館のジ ョン ･デュラン ト氏も､デ ンマークのコンセンサス会議の様子を
把握 していた｡
コンセンサス会議は､現在までに13カ国で30回以上行われるまでになっている｡以下で
は､このようにして広まった各国のコンセンサス会議はどのようなものであったか､大筋
をつかんでお くために概略を示す｡
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(1)イギ リス
1994年11月にイギリスで植物に関するバイオテクノロジーとい うテーマでコンセンサス
会議が開催 された｡バイオテクノロジー生物学科学研究会議が資金を提供 し､科学博物館
が契約を受けて実施 したものである｡科学博物館は科学について展示､普及啓発を行 う機
関であることからも推察されるように､イギ リスにおけるコンセンサス会議は公的議論を
巻き起 こし､政策形成に寄与するとともに､科学に対する公衆の理解増進 とい う意図もあ
った[51]｡科学技術に対 して一般公衆が幻滅 を始めているので､イギ リスの科学博物館が
行った94年のコンセンサス会議は公衆の科学理解を民主的に行 うためのモデル とい う意図
があるともデュラン トは述べている[52]｡
イギ リスの社会政治的特徴はデ ンマークとかな り違ったものがある｡人 口が多く､また
地域性が大きい｡そのため､コンセンサス会議での意見が国全体の意見を代表するかとい
う問題が浮 き上がった｡デンマークでは､公衆による議論を通 じて政策決定を行っていく
とい う政治的伝統の延長でコンセ ンサス会議が行われた｡他方､イギ リスでは公衆の議論
が政策決定に直結することはほとん どない｡
バイオテクノロジーの市民パネルのレポー トでは､[53]鍵 となる質問は以下のようであ
った｡
(∋現代の植物バイオテクノロジーの リスクとベネフィッ トは何か｡
②消費者にとって植物バイオテクノロジーの可能なインパク トは何か｡
③環境に対す る植物バイオテクノロジーの可能なインパク トは何か｡
④植物バイオテクノロジーによって道徳的な問題は何があるか｡
⑤植物バイオテクノロジーの知的所有権や特許は何か｡
⑥植物のバイオテクノロジーは現在､将来の発展途上国にベネフィットなのか害を与
えるのか｡
⑦植物バイオテクノロジーの効果的な規制はどのようなものか｡
市民パネルのレポー トは､各論点について以下のように述べたO
①については､ベネフィッ トとしては豊かな食糧供給や有用な使用法が考えられるとし
ているが､潜在的な リスクとしては､改変遺伝子の拡散､食物連鎖の破壊などの指摘があ
った｡
②の消費者にとっては､ベネフィッ トとして良い味の食品､栄養価の高い食品の提供な
どが考えられ る｡医療や薬品の開発に使 えるかもしれない｡ しか し､安全性は主要な関心
事項であ り､アレルギーを起 こす ようなものであってはならない｡
③の環境-の問題については予想することは難 しく､専門家の間でも意見が対立 してい
た｡いろいろな意見があ りうるなかで､バランスをとっていかなければならないであろ う｡
ベネフィッ トとしては殺虫剤の散布量を減 らすことができる｡肥料 も減 らせる｡耕作可能
面積が増えるかもしれない｡窒素固定ができれば有用であろう｡他方潜在的なリスクもあ
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る｡新 しい遺伝子 (とくに除草剤耐性)が他の生物に移るかもしれない｡霜害を防ぐ氷マ
イナスとい うバクテ リアの使用は､それが一般化すると気候に影響するかもしれない｡
遺伝子組換え作物が使用されても､それが どのような影響を与えるか､監視する必要が
ある.農業は単一作物に依存 してお り､単価は安 くなったが環境システムとしては高価に
なっている｡遺伝子技術は生物の多様性を高めるのに役立つかもしれない し､単一耕作に
頼ることになって しま うかもしれない｡
(動の道徳的な問題については､動物の遺伝子を植物に組み込むのは神を演 じることであ
り､また人間の遺伝子を食糧に組み込むことも問題である｡イスラムやユダヤ教徒にとっ
ては､豚の遺伝子が含まれる食品には問題があるOそれ らの遺伝子を組み込んであること
をラベルで表示すべきである｡バイオテクノロジーはハイテクなので発展途上国との哲学
の違いを考えてお くべきであるO
⑤の知的所有権の問題については､新 しい工学的なDNA連鎖や とりわけられたDNA
連鎖や新 しいDNAなどの蛋白は特許化 される｡特許は研究開発費のいくらかをカバーす
るために必要であるo研究成果 としての知識 と恩恵は共有 されるべきであり､一方､発見
者の権利は守 られるべきことを確認する｡特許が与えられなければ研究情報が自由に使え
ない｡生き物に関 して個別の企業が権利 をもっことはあってはならない｡遺伝子は生き物
と考えられる｡それが特許化 されることについては議論の余地がある｡生物の多様性を守
っている農夫 と研究者の権利の調和が図られ るべきであるとした｡原産国とジーンバンク
の利益の調和 もなされるべきである｡研究はお金 と時間がかかる｡政府研究当局と私企業
で対立がある｡国際的な情報の 自由な取引が望ましい｡特許の及ぶ範囲は広すぎてはいけ
ない｡特許庁は専門家のア ドバイスを聞くべきである｡全般的に特許政策は多国籍企業-
の利益に傾いているのではないか.最近の特許手続きは､植物バイオテクノロジーの引き
起こす問題を扱 うのに リスキーで不十分なようである｡市民パネルはこれ らの問題は適切
な立法に関するフォーラムで議論 されるべきであると勧告す るO
⑥の途上国の利害の問題は､途上国のニーズに合った品種開発をする組織が資金提供 さ
れるべきである｡国によって安全基準が異なるべきではない｡国際的な立法が必要とされ
るとする｡
⑦の有効な規制の見込みについては､英国の規制はもっとも厳格である｡それを許可す
るにあたっては､独立のオンブズマンがモニターするべきである｡効果的な国際コン トロ
ールをすることは理想的であるO規制当局の人はバイオテクノロジーに何 らの利害があっ
てはならない｡現代のバイオテクノロジーに関 して､製造者､開発者､ユーザーにとって
公平な新 しい規制制度が作 られなければならないと指摘する｡
レポー トは以上のように述べた｡
(2)オランダ
1993年にハーグでコンセンサス会議が行われた｡テーマは遺伝子組換え動物であった｡
オランダでは､とりあえず科学技術に関する問題で公的な市民の議論の場を形成 しようと
い う試み としてこの会議を実施 した｡それは､科学技術についての倫理的な議論の舞台を
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設立 しようとい うことであった｡主催者は､科学技術公共情報財団(FoundationforPubl
lclnformationonScienceandTechnology)､オランダ技術評価研究所(NetherlandsOr
ganisationforTeclmologyAssessment)､農業 自然保護水産省であり､教育科学省 も部分
的に資金拠出を行った｡会議を組織 したのは消費者研究所 (theInstituteforConsuLDer
Research)であった｡会議の主要な結論は､動物の遺伝子組換えは一時的に凍結すべきだ と
い うものであった｡オランダで行われた初めてのコンセンサス会議であり､会議の評価は
3点についてなされた[54]｡
(∋円滑に実施 されたかとい う評価
市民パネル と専門家 との対話はオープンに行われた｡ しか し､時間の不足を指摘す
る声があ り､また､マスコミの注 目度が低 く政策には何の影響も持たないであろ う
ことを不満 とする声もあった｡
②倫理についての評価
市民バネラの議論からは倫理について とくに新 しい論点は出なかった｡哲学的 ･原
理的な議論 よりも､実際に遺伝子組み替えの規制をどうするかとい うことが市民パ
ネルには重要な関心事項であった｡
③方法論的評価
今後 も継続 して会議を行 ってい くこと､政策に結びつ くような勧告を作ること､多
くの関係者をさらに巻き込んでい くこと､多様な会議の方法が考えられることな ど
とい う声があった｡
オランダ技術評価研究所では､政策当局及びマスコミとの連携が今後の課題だとしてい
る｡
(3)韓国
1998年に韓国では じめてコンセンサス会議が行われたO話題は､遺伝子組換え食品であ
った｡ ヒ トゲノムと人権に関す るUNESCO宣言が1997年に出されてか ら､韓国ユネス
コ協会はバイオエシックスの議論を深めてきた｡1998年に東京電機大学の若松教授が､ 日
本のコンセンサス会議の様子を説明するために韓国に招賭 された｡ 日本でどのように第-
回 目のコンセンサス会議が組織 され､実施 されたかを若松教授は英語で説明した｡韓国ユ
ネスコ協会は､1998年7月に遺伝子組換え食品の安全性 と倫理をコンセンサス会議の トピッ
クとす ることを決めたOマスメデ ィアを通 じて市民パネルの応募を募 り､14人の市民パネ
ル を選んだ｡1998年10月､市民パネルは 8つの主たる質問を決めた予備的会合をもった｡
運営委員会の勧告をもとに14人の専門家パネルを選んだ[55]｡本会議は1998年11月14日～
16日に行われた｡
8つの主たる質問とは以下のようであったO
①遺伝子組換え食品とは何か｡
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②我々は本当に遺伝子組換え食品を必要としているのか｡
③遺伝子組換え食品の人体の健康に対する影響は何か｡
④遺伝子組換え食品の環境に対する影響は何か｡
⑤遺伝子組換え食品に関す る政治的経済的利益は何か｡
⑥遺伝子組換え食品の倫理的､宗教的な問題は何か｡
⑦遺伝子組換え食品の倫理 と安全性に関して現在行われている､そしてその将来への
望ま しい方向に向けての規制は何か｡
⑧遺伝子組換え食品の安全性 と倫理の問題をどのように人々に教育するか｡
市民パネルの報告の要約は以下のようである｡
(丑と②に関 してい うと､遺伝子組換え食品が必要なのか どうかについて､コンセンサス
を得ることができなかった｡遺伝子組換え食品に賛成の意見もあった｡より多 くの人 口を
養 うため､より多くの食料 を必要 としているとい う意見 もあった｡ しかし､遺伝子組換え
食品の正統性を批判する議論 もあった｡遺伝子組換え食品は飢えを救 うものにはかならず
Lもならない｡ とい うのは飢 えは分配の問題であるか らだとい う｡
③については､遺伝子組換え食品は一部の遺伝子の改変なので安全 とい う意見があった｡
しか し､い くつかの報告 されたケースでは､遺伝子組換 え食品の潜在的危険に対する疑い
もあった｡研究者の多 くは､潜在的危険 とい うのはこじつけの議論であるとい う｡遺伝子
組換え食品は､義務的な安全性テス トで安全性を確認できるとい うO市民パネルは､その
ような研究者はあまりにも楽観的であると信 じる｡人体-の潜在的危険性については同意
していない｡潜在的な生物的危険を防止するために努力をし続けることについては同意す
る｡科学者は過度に楽観的である｡
④の環境-の影響については､遺伝子改変 された生命が環境で生き残ると､生命の多様
性が結局失われるのではないかとい うことが論 じられた｡市民パネルは､遺伝的改変技術
が環境の安全を保証するとは誰 も信 じない｡遺伝子組換え食品の安全性は､商業化 され る
まえに確かめられなければならない｡
6)の政治経済的利益については､生物特許権により多国籍企業が利益を得るO市民パネ
ルは遺伝子組換え食品の検査 とラベルに費用がかかると考えるが､それは輸出国が負担す
るべきであろ う｡その責任 をとらせ るために国際的に団結 してアピールする行動をとるべ
きである｡韓国政府はバイオテクノロジーの開発において資金提供の手続きを透明にしな
ければいけない｡
⑥の規制の方向については､遺伝子組換え食品のラベルについての法律を政府は導入す
べきである｡遺伝子操作食品の安全 と消費者保護のため､市民パネルは遺伝子組換え食品
についての研究所を設けるべきだとする｡安全性について研究することを支持する｡バイ
オ安全プロ トコルといったことも国民にオープンに して､消費者団体など市民団体を参加
させるべきであるとい う｡
⑦の倫理 ･宗教の問題については､い くら遺伝子組換え食品が経済的だからといって､
倫理的な検討 を抜きにはできないとい うことで意見が一致 した｡研究者や科学者は社会的
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関心に対 して気をつける必要がある｡
⑧の安全性 と倫理について どのように人々を教育 したらよいかとい うことについては､
科学技術社会の観点は科学の教育に重要である｡ 自然科学 と人文社会科学の学際的なアプ
ローチはとくに有用であるOまた教育を続けるのには開かれたフォーラムが重要であるO
コンセンサス会議のようなものが必要であるOテクノロジーアセスメン トを制度化すべき
である｡専門家は一般人に情報を提供 しなければな らないO政府は科学者に研究するに際
して注意することを要求 しなければいけない｡製造者も､消費者が参考となる情報をもっ
て遺伝子組換え食品をボイコッ トすることがあると懸念 しなければならない｡マスメディ
アも市民を教育することが重要である｡
以上のような結論であった｡
(4)スイスのパブ リフォーラム (1998年､電力 と社会)の概要
スイスのすべての言語圏か ら27人の市民パネルを集めて､デンマーク型のコンセンサス
会議のフォーラムが行なわれた｡ コンセ ンサス会議の方式を踏襲 したものであるが､パブ
リフォーラム(PubliForum)とい う名称であった[56]｡デンマークやイギリスのコンセンサ
ス会議に関わっていたシモン ･ヨスがこの会議の組織者 として関わっていた｡背景 として
は､スイスでは原発論争があった｡1979年 と84年に大きな反対があった｡それ らの動きは
否決 されたが､チェル ノブイ リ事故の後に､アガウ ･カン トンの市民が新 しい原発の設置
に反対 した｡それが引き金 となって､1990年に新規原発設置モラ トリアムが住民投票によ
って決められた｡議論のポイン トは､発電量の確保 と廃棄物貯蔵の問題であったO電力会
社､大 口使用者､政府､環境団体､草の根運動家が主要な議論のアクターである01990年
に新規の原発の10年間凍結が宣言 され､それをどうするかが最近の政治的問題 となってい
た｡強い政治的論議が されている間にこのフォーラムは開催 された｡原発についての住民
投票は計画されていなかったので､市民パネルは政治的キャンペーンに引きず られること
はなかった｡
この会議の大きな特徴は､第-に市民パネルの数が27人 と多かったこと｡第二に利害関
係者 (電力会社や環境団体など)や専門家による参考人グループ (英語ではaccompanying
groupとい う)を形成 し､市民パネル形成に先だって､この会議をどのように運営するか
とい うことについて 1年半ほどで13回の会合をもって議論を積み重ねていたとい うことで
ある｡ このグループは市民パネル と直接 コンタク トをするものではなく､事務局 に助言を
与えていた｡
会議の運営は､デンマーク方式に沿った形で行われた｡市民パネルの形成について触れ
ると､最初､1015人にアンケー トした ところ､79人が興味があ りとしたが､実際に参加す
るとしたのは15人だけであった｡事務局 としては､ これでは応募者が少なく､とくに若者
と女性が不足 していたので､追加的に新聞に広告を出した｡最後の手段として女性向けや
若者向け週刊誌に広告 を出 し､またポスター､電子メールを用いたo結局60人が登録 され
ることとな り､それを30人以下に減 らすために選考 を行った｡性別､年齢､職業､言語､
住所などでバランスをとるように した｡29人が選ばれ､その後 2人が欠けたので27人の市
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民パネルが構成 された｡
専門家パネルの選択は市民パネルが行ったが､参加可能な専門家 リス ト作 りについては
テクノロジーアセスメン トオフィスが行った｡555人の専門家にアプローチ して､116人が
参加可能 との返事を した｡14人の政治家､37人の利益代表､23人の電力会社員､9人の官僚､
52人の科学者などであるO市民パネルにこの リス トが渡 り､19人の専門家が選ばれた｡市
民パネルは2回の週末を使って､テーマを定義 し､質問を設定 した｡ 2日間の公聴会が開
かれた｡
次の 日､市民パネルはレポー トを書き､その中で専門家の答えを要約 し､独 自の見解 と
勧告を述べた｡専門家の説明と質疑応答は公開された｡聴衆は議論に立ち会い､コメン ト
できる機会が与えられた｡外部に情報を伝えるため､事務局はメディアを巻き込むように
努力 した｡3回のプ レス リリースと､プレス会議がパブ リフォーラムの前に開催 された｡
パブ リフォーラムの後にもうー回のプレス会議が行われたOそのため新聞､ラジオは大々
的にこのフォーラムを報 じた｡ しか しテレビの注 目は得 られなかった｡
政治家 と行政担当者は､パブ リフォーラムについて最初は懐疑的であった｡ しか し最後
にはこの疑いは興味に変わった｡ このフォーラムの政治的影響は明らかではないが､市民
パネル レポー トは電力 自由化の法改正に参考にされた可能性がある｡電力を消費者に開放
するとい うのは､市民パネルの レポー トの内容 と同 じである｡ しかしこれは産業界の意見
でもあったので､パプ リフォーラムの成果であるとは断言できない｡原子力の廃棄につい
て､エネルギー大臣の意見があった｡ これ も市民パネルの勧告のとお りである｡政治的動
きと､市民パネルの レポー トは一致 していることがある.政治的決定がこのフォーラムの
結論に沿っていた｡ しか し､このフォーラムの結論が参照されて決定されたものかどうか
は明らかではない｡
2.5 コンセンサス会議の解釈をめぐる疑問
コンセンサス会議 の概要は､これまで述べた ところである｡ コンセンサス会議が､市民
を中心 とした会議であるとい う特徴は明らか となったであろう｡しか しまだ､デンマーク
で開始 されてから13年であ り､その歴史は浅い｡欧州のその他の国で始まったのは､90年
代前半である｡そのような短い歴史 しか持たないコンセンサス会議の意義には､解釈 しづ
らいところがある｡その一つは､いったい何のために開催するのかとい うことがある｡ コ
ンセンサス会議の社会的意義は､いまだはっき りとはしていないように思われる｡
デンマークにおけるコンセンサス会議の位置づけについてみても､デンマークでは議会
のもとにデンマーク技術委員会があ り､議会における科学技術政策形成に資するために行
われているとい う程度である｡議会で意思決定が必要な事項について､一般市民の意見を
前もって確認するとい う意味合いを持たせるように議題設定を工夫 しているが､議会が必
ず しもそれを尊重す るとい う態度ではなく､む しろコンセンサス会議を注 目するのは国会
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議員 といえども少数のようである｡
コンセンサス会議 を開 くには周到な準備が必要であ り､それを担当する人間の人件費や
その他会議開催 にかかる諸経費が必要である.デンマークでは､人件費以外に一回に1000
万円～2000万円程度 を費やす[57]｡また､参加する人もかなりの時間を割かなければなら
ない｡人的 ･資金的費用をかけて会議を開催する意味について､絶えず問われ る状況にあ
る｡そ うであ りなが ら､コンセンサス会議が どのような社会的機能をもつのかは明らかな
ものとはいえない｡
コンセンサス会議の社会的機能について考察を加 えている者は､少ない｡若松は､社会
か ら科学技術を担 う専門家-の意見の表明の場はほとんどないので､デンマークのコンセ
ンサス会議をそのような機会 を実現するもの ととらえている[58]｡ ｢本来の意味における
政策形成過程に一般の人々の コンセンサスを入れる必要がある｣と表現 しているO-応は､
そのような言い方 も可能であるが､もっと根源的に考えるならば､なぜ ことさら専門家に
社会から意見が表明されなければいけないのかとい う背景 (換言すれば､専門家がなぜ信
用を受けなくなってきたのか)や､コンセンサス会議によって表明される意見を社会全体
の意見 として扱 ってよいのか とい う問題､ひいてはそもそも社会の側の科学技術に対する
意見とは一体何なのか とい う疑問が湧いてくるのである｡そのような疑いの 目でみるなら
ば､一体どのよ うに した ら ｢政策決定過程に一般の人々のコンセンサスを入れる｣ことが
可能なのかはさらに検討すべき課題である｡
コンセンサス会議の意義について小林博司は､別の角度から以下のように述べる｡従来
の科学技術に関する問題の決定は専門家の文脈の中だけで しか理解されていないとい う構
造があ り､それでは視野が狭いとい う問題がある｡小林は､論文 ｢拡大 された ピアレビュ
ーの可能性--『コンセンサス会議』の事例｣で､コンセンサス会議では科学技術を市民の
文脈からみるとしてとらえ､専門家が市民の文脈のもとで声を与えられ､啓発 されるとし
た[59]Oこれは専門家が一般市民の文脈によって評価 され るシステムであ り､そこにコン
センサス会議の重要性があるとしている｡ ピア レビューとは､もともと同僚である専門家
の評価を指すが､科学技術が細分化 して専門化 して しまうと､ピアレビューが社会的な文
脈 を考慮をしないままになって しま う｡そ うした視野の狭 さを打開するのがコンセンサス
会議であり､市民の文脈から科学技術を評価する点に特色があるとい うのだ｡ただ､この
小林論文においては､市民の文脈がコンセンサス会議において､具体的に どのように科学
技術を評価す るのか とい うことが明確ではない｡市民パネルは､もとをただせば単なるし
ろ うとにすぎない｡それが学習を通 じて意見を形成する｡その過程についての考察が存在
していない｡小林論文は､ 日本でのコンセンサス会議の前に書かれたものであって､実際
を観察 した結果ではない とい う限界がここに表れている｡
他方､フィクスダルは､科学者のピアレビューを異なる性格をもった人 を入れることに
よって拡張するとい う小林 と同一の観点をとっている｡彼はそのためには､科学技術の問
題の しろうとである市民を含 める方法 と､利害関係者を含めるとい う二つの方法がありう
るとするDコンセンサス会議は､ しろうとである市民を､拡張するピア として含めるもの
であるとい う｡そ して､市民が ピアとして含まれれば､公的な議論が深まるとしている[6
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0]｡フィクスダルの議論の中心は､そのようなコンセンサス会議が政策にどのように影響
を及ぼすことができるかとい う点である｡その主張を要約すれば以下のようになろう｡コ
ンセンサス会議の結果､政策的な問題の解決についての新たな情報が提供 され うる｡ コン
センサス会議で話 し合われる トピックは科学的に議論がなされることが必要であ り､政策
決定のタイ ミングに合わせて行 うこと (政策決定を行 う前にしかるべ く余裕の時間をもっ
てコンセンサス会議の結論が出るとい うこと)が大事であるとしている｡ コンセンサス会
議においては､市民パネルは､科学的な不確実 さに対 して敏感であり､科学技術に関 して
問題提起する うえで重要な機能を果たす とい う｡ コンセンサス会議では､専門家が意思決
定から遠 ざけ られるのではない｡また､コンセンサス会議が政策決定に影響するには､新
聞で記事になることが重要であるとしている｡
フィクスダルは､コンセンサス会議において､市民が参加することにより､公的な議論
が深まるとしている｡だが､実際にどのようなプロセスをたどって公的な議論が深まるか
ば明確ではない｡また､コンセンサス会議 を政策形成の-プロセスとして扱い､いかにコ
ンセンサス会議の結果が政策決定に直接的な影響を持ちうるか､言葉を換えていえば､政
策決定の中にコンセンサス会議の結果がいかに取 り入れ られるかとい うことを主題 として
描いている｡ フィクスダルは､コンセンサス会議は政策形成に直接的に資するべきだとい
う立場を鮮明にしている｡ コンセンサス会議の政策形成過程での位置づけはもっと詳 しく
吟味されるべ きであろ う｡
これに関 して､イギ リス とスイスのコンセンサス会議に関与 したスイス人のヨスは､デ
ンマークのコンセンサス会議が､国会議員にどのように受け止められているかのアンケー
トを行った｡その結果､国会議員はコンセ ンサス会議は必要であると認め､代議制を補完
するものだとしている｡すなわち市民参加型のテクノロジーアセスメン トは､公的な議論
を深めるためにも､代議制意思決定機構のためにも価値があるものとデンマークでは考え
られているといえる｡また､デンマークは市民の啓蒙 と民主的な対話 を重視する風土があ
って､それが コンセンサス会議を成 り立たせているので､文化的伝統 として､市民の参加
が認められるかがコンセンサス会議の成立にきわめて重要と指摘 している[61]｡
以上の論者は､いずれ もコンセンサス会議において､市民の意見が社会的な ｢コンセン
サス｣であるとい うことを前提 としているように思われる｡これまで述べてきたように､
市民パネルの意見は文書化 され､それはコンセンサスと呼ばれるOその意見 (コンセンサ
ス)は､会議 においてまとめられるだけである｡会議を終わって､社会的にその意見 (コ
ンセンサス)がどのよ うな意味をもつのか とい うのは良く論 じられていない｡あたかもコ
ンセンサス会議でコンセンサスができることが､社会的なコンセンサスが本当に形成 され
ているとい うように思いこまれている｡ しか し､コンセンサス会議の結果を社会的なコン
センサスと擬似 してよいかは検討が必要である｡
これ らの疑問を考察す るのに､コンセ ンサス会議の形式だけから抽象的に考えても先に
進まないので､以下ではコンセンサス会議の実態に切 り込んでいきたい｡ コンセンサス会
議の中で一体現実には何が行われ､どのようにコンセンサスが作 り上げられるのか｡ある
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いは､市民パネルや専門家パネルは一体 どうい う働 きをするのかといったことを､筆者 も
参加 した実際のコンセンサス会議の観察か ら探っていくことにする (注)｡
(注) 日本におけるコンセンサス会議は､1998年､1999年に ｢科学技術への市民参加｣研
究会によって行われた｡ この研究会は科学技術社会論に興味を持つ研究者数名によって組
織 された ものであ り､任意団体である｡ 目的はコンアンサス会議が 日本で開けるかどうか
について試みを行 うとい うことであった｡ この研究会自体は､科学技術庁及び科学技術政
策研究所 とは関係がないことを記 してお く｡
-34一
第3章 わが国におけるコンセンサス会議の試行
本章では､1998年に行われた我が国における初めてのコンセンサス会議､｢遺伝子治療
を考える市民の会議｣がどのように行われたのか､続いて 1999年に行われた ｢高度情報
社会-とくにインターネットを考える市民の会議｣の様子を記す｡日本でもデンマークス
タイルのコンセンサス会議が開かれて､その実際が分かるようになった｡ここでは事実関
係を主に記 し､その現実に起きたことがらから出発し､以下の章でコンセンサス会議の意
義と市民の意見の性質を考えていきたい｡
3.1 遺伝子治療を考える市民の会議
3.1.1 経緯 .準備
日本でコンセンサス会議が行われたのは 1998年､1999年のことであった｡それは科学
技術社会論の研究者を主体とする任意団体 ｢科学技術-の市民参加｣研究会によって行わ
れた｡この研究会は科学技術庁及び科学技術政策研究所とは関係はない｡ しかし､筆者は
当研究会に参加する機会を得て､その一部始終を観察することができた｡それはコンセン
サス会議という新しい方式が日本の科学技術政策にどのような意義を有するかを研究する
ためであった｡
日本で市民を巻き込んで最初のコンセンサス会議を開催しようという構想が持ち上がっ
たのは､1997年 3月であった｡当時､少数の者を除き日本人ではコンセンサス会議を想
像することしかできなかった｡入手できる文献といえば､デンマークで制作した英文文書
等程度であった｡
財団からのコンセンサス会議-の助成の決定により ｢会議｣の準備を急速始めることと
なった｡会議の性格や運営方針の決定､｢会議｣の開催場所､時期 ･日程､議事の進め方､
専門家に対する協力依頼書の概要､参加 していただく市民､専門家の募集などかなりたく
さんの問題が当面の課題としてあった｡
1998年 3月 21日にSTS国際会議が開催される予定であることが分かり､その公開シ
ンポジウムでコンセンサス会議について報告するのが最終の日取りと決められた｡それ以
前の土曜日に2回の専門家のレクチュアと､1回の市民パネルだけによる討論の場をもつ
のが､最低限必要であった｡参加する市民の負担を考えるとそれ以上､時間的に拘束する
のは不可能であるように思えた｡また､今回は､かなり少ない資金で､短期間の準備で行
うので､日本における第一歩の試みという試験的な性格が確認された｡これとともに5ペ
ージからなる会議の趣意書を作成した｡
一般市民パネルの募集活動を始めた｡市民パネルは関西圏の方で､1月から3月まで､
土曜日を4回かけて集まってくれる方ということだけが条件であった｡遺伝子治療に関す
る知識はむしろもって居ない方を歓迎した｡
10月下旬に､専門家パネルの委嘱を始めた｡専門家は､遺伝子治療を研究している医
師及び生命倫理､医療経済､ジャーナリス トに委嘱することとした｡
11月中旬にポスターを作成し､駅や大学などに掲出するなど､多面的な応募活動を行
った｡
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この頃､市民の会議をどのように議題設定するかという点が､事務局内部で議論されて
いた｡デンマークでは､議論の核となる ｢鍵となる質問｣を市民パネルが設定するが､今
回はとてもそのような余裕は無かった｡従って､限られた時間内に市民パネルに有効な議
論ができるように､事務局から会議の論点を示唆しておくことが必要であると考えられた｡
論点に関する試案としては､遺伝子治療の有効性､危険性､社会的なコントロールがと
りあえず重要とされた｡遺伝子治療の有効性､危険性といっても､論じる立場や視点によ
って違 うのではないかという疑念が示された｡
つまり､患者の立場なのか､将来､治療を受けるかもしれない人の立場なのか､政策決
定者なのか､医者としての立場なのかである｡有効性といっても､医者であれば一人でも
助けることができればいいというであろうが､全体としてみればその効率や科学的根拠が
問われることであろう｡
12月中旬､最終的に用意した応募用紙に正式に書き込んだ方は 20名であったので､市
民バネラは 20名とした｡遺伝子や遺伝子治療に関して市民パネルに予習をしてもらうこ
とが必要であった｡そのために横山裕道著 『遺伝子のしくみと不思議』を市民バネラに配
布 した｡これは遺伝子のしくみを簡単に解説した本である｡その本の一部をあらかじめ読
み､基本的な遺伝の仕組みについて予習して下さるようお願いした｡
準備の中で､会議の注意事項と論点の整理を行った｡会議では何をするかという注意事
項を文章としてまとめるということにした｡論点は今回は市民バネラの議論の時間が十分
とれないことから､簡単な形でまとめることとした｡有効性､危険性､倫理的問題､社会
的コントロールなどについて､論点のキーワー ドを設けることにした0
専門家のパネルは結果として､医師5名､生命倫理研究者 2名､医療経済1名､ジャー
ナリス ト1名の9名を得ることができた｡
専門家の選考は､会議の結果に重大な影響を与えると考えられるので､デンマークのよ
うにあらかじめ専門家リス トをプール しておき､その中から市民パネルが選ぶというのが
理想的な方法に思えた｡しかし､今回は日程的にも､そのようなことは無理であった｡ し
かし､遺伝子治療の現状を市民パネルに理解してもらうことは最低限のことであった｡そ
のため遺伝子治療の専門家を多く専門家パネルに入れることになった｡また､科学技術の
専門家だけではなく､ジャーナリス トや倫理学者も専門家として入ってもらった｡
このような専門家パネルの構成にしている理由は､専門家パネルは市民パネルに大きな
影響力をもち､科学技術の専門家だけで固めてしまうと､そのパラダイムに沿った意見に
なってしまうことが懸念されるからである｡基本的にはコンセンサス会議は科学技術の細
分化の傾向を背景に登場したので､科学技術の最先端の専門家だけではなく､各領域をつ
なげて話ができるような人も専門家パネルに含められるべきである｡科学技術だけでなく
いろいろな立場の多様な意見を市民パネルは聞くことが望ましい｡そのようにバラエティ
に富んだ形で専門家パネルは構成されることが望ましい｡
市民が活発に質問し､討論が主体的に行われるように注意を喚起することや､討論の日
が一日しかないことから､討論にあたって重要と思われる論点を事務局として提示してお
くことが必要と感 じられ､それらを手引きとしてまとめた｡その中では､市民が主人公で
あり､専門家は情報提供 し､事務局はサポー トする役であることを強調した｡討議は班を
構成し､班ごとに行 うこととし､各班ごとに事務局から司会者を出すことにした｡
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3月 21日のスケジュールについては､事務局による中間的な総括のプレゼンテーショ
ンが必要であるということになった｡その他､会場からの質疑応答にも時間を割くことに
なった｡外国人のコメンテーターの意見陳述時間は短くとった｡
1998年 1月中旬に､市民､専門家に対する手引きを作成 して､郵送した｡
コンセンサス会議ではコンセンサスと称 されるものの作成を目指すのであるが､そもそ
もコンセンサスという単語が､あま り適当な訳がないことが問題 となっていた｡会議の名
称は､コンセンサスという単語を避けて､遺伝子治療を考える市民の会議とした｡またコ
ンセンサスの文書についても呼称が難 しく､検討 した結果､単に ｢意見｣とすることに落
ち着いた｡
3.1.2 会議開催
(1)第-回会合及び第二回会合
1998年 1月 24日 (土)､2月 21日 (土)に遺伝子治療に関するコンセンサス会議の中
の専門家による説明を行 う会合が開かれたOその第一回会合では冒頭､会議の趣旨説明を
行い､その後､専門家による説明が行われた｡説明時間は専門家一人について 35分､そ
れに対 して質疑応答の時間を 15分とった｡
1月 24日の第一回会合では､専門家から遺伝子治療の概要や肺ガンの遺伝子治療計画､
遺伝子治療の基礎研究､医療政策とい う観点からの生命倫理についての話 しがなされた｡
専門家の説明のあとには､それぞれ 15分の質疑応答の時間をとったが､市民バネラか
らはその時間が足りないほど活発な質問とコメントがあった｡治療のコス トはどれくらい
かかるか､遺伝子治療の見込みはどうか ､基礎研究に力を入れてはどうか､多くの病気に
対処できるのか､副作用や リスクは心配ないのか､肺ガンや消化器ガンになぜ抗ガン剤が
効かないのか､なぜ外国のベンチャービジネスが薬を開発 しているか､基礎研究にどのく
らいの予算がかかるのかなどの質問であった｡
第一回会合の反省点として､市民パネルは質問はしていたが発言時間が短かったとい う
ことがあり､市民パネルの参加意識を高めるための親睦会などを開催する必要が認められ
た｡市民が自由に発言 し､親睦を深める時間帯を次回会合では設定することとした｡市民
が自由に発言できる時間帯を第二回会合の昼間に設け､さらに会合終了後に､任意参加の
懇談会を開くこととした｡
2月 21日の第二回会合には 5人の専門家から説明があり､質疑応答が繰 り返された｡
脳腫癌の遺伝子治療､ADA欠損症 (免疫に関するある酵素が体内でできないという病気)
の遺伝子治療､医療経済学､生命倫理､医療ジャーナ リズムの観点から説明があった｡医
療経済学からは､遺伝子治療のような先端的な治療は費用が高くなるが､それを誰がどの
ように負担すべきなのかとい う問題があるという指摘がなされた｡一般的に先端的な技術
は高額になるけれども､さらに技術が進んで病気を根本的に治療するようになると費用は
安くなるということもある｡現在､遺伝子治療が高額であるからといってただちに問題視
すべきではないという説明であった｡
生命倫理の立場からは､遺伝子治療は現在のところ体細胞のみに限られており､広い応
用範囲があるわけではない｡ しかし将来遺伝子治療技術が非常に進歩 して､いろいろなこ
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とが可能になったときにどういうことが起きるか考えてみたいと問題を提示された｡なぜ
遺伝子治療を生殖細胞にしてはいけないのかその理由を考えると､あまりその根拠は明確
なものではないとい う問題を提起された｡
ジャーナリス トの立場からは､遺伝子治療についてはこれまでさまざまな論調で報道さ
れてきたが､遺伝子治療の効果はいまのところ未知数という論評をされた｡
筆者の観察するところ､会議が進むにつれ､議論は深まっていった｡遺伝子治療につい
て､市民は最初､とまどっていたようであるが､しだいに専門家に対 して厳しい質問を浴
びせるようになった｡たとえば､ベクターとして用いられるアデノウイルスは野生化する
おそれがあるとの問題を追求 した市民パネルもいた｡安全性はどのように確認できるのか
という質問が出るなど議論は細部にまで及ぶようになっていった｡
第-回､第二回とも3､ 4名ほどのマスコミの記者が取材に来た｡
(2)第三回会合
第三回会合は､3月 7日 (土)､市民パネルだけの議論を行った｡冒頭､会議の進め方
について話 し合いがあり､5つの論点について議論することに市民パネルが同意 した｡ま
た､全員で議論するのは非効率なので､市民パネルを3班に分け､各班が一つの論点を受
け持つことが了承された｡午後4時ころまで各班 [論点2 (遺伝子治療の危険性)､論点
3 (遺伝子治療の宗教的 ･道徳的問題)､論点4 (審査手続きなどの遺伝子治療に伴 う具
体的な問題)について議論 した]で議論 し､その後全体会になった｡各班の発表と､受け
持ち以外の他の論点の討議状況を報告 した｡その後論点 1 (遺伝子治療の有効性)､論点
5 (遺伝子治療に社会全体としてどう取 り組むか)について各班で再度まとめた｡討議の
時間が不足していた｡最後のまとめ､論点 1､5については大急ぎで総括した｡午後 5時
終了予定が､大幅に伸びた｡
この会合が終了した後､字句の修正を行い意見文書は､市民､専門家に念のための確認
をするため郵送した｡
(3)会議に参加 した人数
第一回の遺伝子治療の会議においては､さまざまな人が参加 した｡以下に会議-の参
加者の概数を示す｡
第一回会合､第二回会合は､市民パネルが 19名､専門家が5名､事務局が 10名程度､
一般聴衆が7- 8名､マスコミ関係者が 5- 6名程度参加 された｡計約 47- 48名であ
った｡第三回会合は､市民パネル 19名､事務局が 11名程度であった｡計 30名程度の参
加があった｡
第四回の発表会は､STS国際会議の公開シンポジウムであったので､市民パネル､事
務局､国際会議参加者や一般傍聴者など計約 130名の参加があった｡
3.1.3 会議から得た知見
(1)会議に参加 した人々の属性
市民パネルとして集まった人達はどのような傾向をもっているかが､会議の進行とその
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解釈に大きな影響を及ぼすであろう｡そこで､19名の市民パネルはどんな人達だったの
かを述べておきたい｡
性別 ･年齢層としては､市民パネルの性別は 19名のうち､男性が9名､女性が 10名で
あった｡年齢別では20代と40代が少なく､60代が多かった｡
表2 市民パネルの年代別分布
(単位 :人)
20代 1
ヨo代 6
40代 1
50代 3
占o代 7
市民パネルに対して簡単なアンケー ト調査を二回行った｡市民パネルに対するアンケー
トは､著者が主に企画し､実施､集計､分析 したものであるO第一回目は会議に先だって
配布 し､1月 24日の会議開会前に回収した｡これで市民パネルの一般的な考え方を聞い
たO
まず､会議に参加する以前に遺伝子治療についてどのくらいの知識があったかについて
聞いたところ､19名中 17名は遺伝子治療についての科学的記事を読んだことがなかった｡
10名は遺伝子治療についての新聞記事を読んだ り､ニュースを聞いたことがあった｡5
名は遺伝子治療とい う言葉だけは何かで知っていたが､遺伝子治療という言葉を知らなか
ったという人が2名いたO総じて言えば､遺伝子治療についてほとんど情報を持っていな
い市民が集まったといえる｡
アンケー トでは一般的な地域活動､政治､科学技術等についての意識も聞いた｡ボラン
ティア活動について聞いたところ､｢非常に関心がある｣と ｢ある程度関心がある｣とい
う人の合計は 14名であった｡｢あまり関心がない｣のは2名であった｡ボランティア意識
の高い人達であった｡
表 3 市民パネルのボランティア活動-の関心
(単位 :人)
非常に関心がある 6
ある程度関心がある 8
どちらともいえない 3
あまり関心がない 2
次に､地域活動-の参加について質問したところ､｢良く参加する｣と ｢ある程度参加
する｣の合計は 11名と多かった｡これはボランティア活動意識が高いこととつながって
いるものと考えられる｡
現在の日本の政治について信頼できますか､という質問に対しては､信頼できない(｢信
頼できない｣とい うのは ｢まったく信頼できない｣｢どちらかというと信頼できない｣と
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答えた人の合計)という人が 15名と多い｡また､医療 ･福祉行政に対 しても信頼できな
いという人が 10名 と多い07名は信頼できるとも信頼できないともいえないとしているO
そのうらはらに､政治 ･行政の政策決定に関して住民参加を進めることが必要か､とい
う質問に対 しては､｢おおいにそう思う｣､｢どちらかというとそう思 う｣の合計が 17名で､
そう思 うという人が多い｡これは市民パネルに集まったやや特殊な属性の人々の回答であ
り､一般の人に問えば別の結果が出てくると思われる｡
表4 現在の日本の政治について (市民パネルの意見｡以下同じ｡)(単位 :人)
おおいに信頼できる 0
どちらかというと信頼できる 0`
どちらともいえない 4
どちらかというと信頼できない ll
表5 日本の医療 ･福祉行政について (単位 :人)
おおいに信頼できる 0
どちらかというと信頼できる 2
どちらともいえない 7
どちらかというと信頼できない 8
表 6 政策決定についての住民参加 (単位 :人)
おおいにそう思 う 12
どちらかというとそう思 う 5
どちらともいえない 2
どちらかというとそう思わない 0
要するに､今回の市民パネルは､遺伝子治療について知識はないが､科学技術について
関心が高く､また現在の政治行政に不満を持ち､ボランティア精神があって知らない人と
も話し合お うという人達であった｡
(2)専門家パネルの属性
専門家パネルは､遺伝子治療を研究している医学者 5人､生命倫理の研究者 2人､医療
経済の大学の教官が 1人､新聞記者が1人の計 9人であった｡
会議の趣旨については､非常に賛成､ある程度賛成 というのが全員であった｡ しかし､
会議を行った結果が直ちに何かに役立つかというようには思っておらず､一般市民-の啓
蒙の機会と考える医学者が多かった｡
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表7 本会議の趣旨 につ いて (専門家パネル)(単位 :人)
非常に賛成 6
ある程度賛成 3
どちらともいえない 0
ある程度反対 0
まったく反対 0
専門家自身の説明に対する市民パネルの反応についても聞き取りをした｡自分の説明が
市民パネルに誤解されたり反発されることをおそれたか､ということについては､ほとん
どの専門家は気にしていなかった｡市民パネルが自分の説明を理解したかについては､十
分理解された､と感 じた専門家と良くわからなかったという専門家に分かれた｡
会議の運営については､専門家同士では､話をしていないし､顔を合わせない人も多か
ったので､一堂に顔を揃えるような運営が望ましいのではないかという意見があった｡
｢我が国の科学技術､医療技術に関する政策決定は合理的になされているか｣という質
問に対してはわからないという一人を除き､全員が ｢どちらかというと合理的とは思わな
い｣と答えた｡
医師達は､積極的に市民の会議に参加 してきたが､その動機としては専門家としての危
機感があり､遺伝子治療について市民の支持を取りたいという意向があったものと思われ
る｡
(3)会議の様子
遺伝子治療のコンセンサス会議には体調が悪く､参加できないという連絡を受けた市民
パネル 1人を除き､全員が参加 した｡事前に渡していた横山氏の本を良く読んでいた市民
パネルも多かった｡専門家の説明を熱心に聞き､メモをとっている市民も多数みられた｡
質問もかなり積極的になされたのみならず､自分の意見を述べ､他の市民パネルとの交流
をしたいという意向が見受けられた｡
第三日目の市民パネルだけの会議においては､多くの参加者は自分の意見を良く述べて
いた｡また､他の人の意見も良く聞き､意見をまとめられるように努力をしていた｡一言
で言えば､まじめで真肇な態度であった｡ しかし､討議時間は十分ではなかった｡
理想的には市民だけで議事を進めることであったが､討議時間は十分ではなかったので､
議事を進める司会者の存在も重要であった｡事務局から各班に出した司会者が各市民パネ
ルに説明時間が均等になるように努めていた｡
市民パネルが会議をどうみたかということについては､あとで詳しく述べたい｡
会議を実際に開いて分かったことであるが､事前に考えられてきた ｢日本人は公開の場
での討論が下手ではないか｣という説はまちがいであったことであった｡非常に熱心に会
議に参加 し､効率的な運営ができたと考えられる｡市民パネルも専門家も熱心であった｡
会議のコミュニケーションの中で特徴的だったのは､専門家-先生を敬 うという態度が
見受けられたことである｡ すなわち､議論や質問は活発ではあったが､市民パネルはあま
り専門家を追いつめるようなことはしなかった｡例えば､遺伝子治療のベクターの安全性
について質問した市民がいたが､専門家の答えがあると一応そこで納得 したように質問を
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止めてしまう｡その後で､なぜベクターの安全性は米国で実質的に判断されているのか､
とか安全だといわれる基準は何か､とか追い打ちをかけるような質問はあまりなかった｡
説明してくれる人に対する礼儀として専門家の顔を立てるというのか､あるいはまた質問
時間を自分で独占してはいけないという遠慮が働くのか､結果的に質疑応答はスムーズに
進んだ｡相手の顔を立てるというのは日本独特なものかはわからないが､直感的にはそう
思えた｡
このことは､二日目の後半で事実であるということが分かった｡すなわち､会議の前半
で医学者が説明しているときは､市民パネルはありがたい専門家の話を聞いているという
態度で接していたが､第二日目の後半で医学者の方が全員退席してから､市民パネルは医
療不信に関することがかなり発言するようになり､会議の雰囲気が一変 したのだ｡たとえ
ば､医者は不親切であるとか､良く病状や薬の効能を説明してくれないとか､医療過誤の
問題があるとか､薬害エイズのような問題があるといったようなことである｡
3.1.4 市民が得た結論
市民の意見は5つの論点について､4ページにわたって記述されたOその全体は巻末に
添付したが､各論点について特徴的な意見を記 しておく｡
(1)｢現在の技術で可能な遺伝子治療の有効性についてどのように評価するか｣という
論点については､今回の専門家の説明からは明らかではなく､遺伝子治療の研究者はその
分かっているメリット､デメリットなど将来の見通しについて明らかにすべきであるとし
ている｡
(2)｢遺伝子治療がもちうる危険性についてどのように考えるか｣という論点について
は､遺伝子治療に使 うウイルスは病原性のものである点に不安があるとした｡遺伝子を操
作したためにおこる危険性や副作用はこれまでわからない｡遺伝子治療を推進する専門家
だけではない第三者による技術の安全性の評価が必要である｡リスク回避のためには情報
開示が必要であるとした｡
(3)｢遺伝子治療は宗教的 ･倫理的問題を提起するだろうか｣という論点については､
倫理的問題はすべての不安がリスクに還元されるわけではなく､｢暖味な｣不安も重要で
ある｡生殖細胞を対象にした遺伝子治療を禁止 している現在のガイ ドラインはおおむね妥
当と考えられるが､どのような倫理的問題が発生するおそれがあるのかをはっきりさせる
べきである｡また､体細胞を治療することも生殖細胞との関係が不明確であることや､｢す
べり坂効果｣が働き､遺伝子治療技術の進歩に伴って､生殖細胞-の操作-向かっていく
ことについての危機感が表明されたといえる｡
(4) ｢遺伝子治療の実施に伴って出てくる具体的な問題をどう考えるか｣という論点に
ついては､患者の視点から現在準備中のインフォームドコンセントについて批判があった｡
致死性疾患であることを告知されないという権利の確保が必要である｡また､インフォー
ムドコンセン トの書式が難解であること､末期ガン患者の選択肢として､尊厳死やホスピ
スが考えられるが､現行では十分考慮されていない｡それらを考慮するには政府機関では
なく､第三者機関が望まれ､また実際の医療の現場では医者と患者の中間に立つカウンセ
ラーが必要ではないかとされた｡
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(5)｢遺伝子治療に社会全体としてどう取り組んだらいいのか｣という論点については､
情報公開を進めることが重要である｡アメリカ-の依存が強いことについてそれは問題で
はないという意見と､独自の安全性チェックをするためにも日本で基礎研究をするべきで
あるという意見があった｡また､遺伝子治療に対する医療経済的な観点からの検討が必要
という意見があった｡
これらから､市民の結論には以下のような特徴がみられるo第-に､専門家の説明を理
解したうえで､なおかつわからないこと､不明な点について (例えば遺伝子治療の安全性
･危険性など)､今後､明らかにすることを求めている｡第二に､生殖細胞-の遺伝子治
療の普及の可能性など､将来､社会がどのように変化するかということを考えている0第
三に､インフォーム ドコンセントについての発言やカウンセラーの必要性のように患者の
身になった場合の不安について考えている｡第四に､アメリカ-の依存体制-の批判や､
情報公開の必要性､第三者的評価機関の必要性など､私的な関心を離れて､国益や社会全
体としてどうしたらよいかということを考えた発言が多かった｡
3.1.5 市民の遺伝子治療に関する意見の変化
遺伝子治療についての考え方については､第-回目と第二回目のアンケー トで市民パネ
ルに同じ質問を繰り返したので､会議が始まる前の考え方と､3月7日の会議が終わった
後での考え方の変化を知ることができる｡
(1)｢遺伝子治療には将来多くの病気を治せる可能性が高いと思いますか｣という質問
に対 して集計した結果､全体としては第一回目､第二回目とも､｢そう思う人 (おおいに
そう思う､と､どちらかというとそう思 う､の合計)｣が､｢そ う思わない人｣の数を大
きく上回っている. しかし､第-回目と第二回目ではいくぶん変動があり､｢そう思う｣
人の数は減っているO｢おおいにそ う思う｣は第-回目は4人であったが第二回目には1
人になり､｢どちらかというとそう思う｣は第-回目は11人であったが､第二回目は9人
になった｡その代わり､｢どちらともいえない｣と ｢どちらかというとそう思わない｣が
少し増えている｡
アンケー ト結果を表にしたものは末尾参考に掲載する｡
おおいにそう思 うに+2､どちらかというとそう思うに+1､どちらともいえないに0､
どちらかというとそう思わないに-1､まったくそう思わないに-2の点をつけて合計し､
回答者数で割った､平均値をみると､第一回目には+1であったのが､第二回目には+0.
5に減少している｡
全体的な傾向については､この市民パネルの答えの平均値で表すことができる｡
以下の設問でも五段階の選択肢で回答してもらった場合には､同様な点数をつけて､回
答者の平均値を計算 し､第一回目と第二回目の回答の変化ぶりを図示している｡
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遺伝子治療可能性の期待の平均値
i.ご=:J好感
i 御:竹
会議前('98.1.24) 会議後('98.3.7)
図2 遺伝子治療可能性の期待の会議前と後の変化
図2の縦軸は､将来遺伝子治療が多くの病気を直せる可能性が高いかという問いにおお
いにそう思うと全員が答えたときが+2､全員がまったくそう思わないと答えたときが-
2となる平均値を表している｡
次ぎに市民パネルの個々人が第-回目と第二回目で答えをどのように変化させたかをみ
るため､市民パネルの回答の個票に基づいた意見の変化をみてみる｡
表8をみると､五点法による回答値が会議前より会議後の方で低下した回答者が9人み
られる｡これは会議前よりも会議後の方が遺伝子治療に関する期待が低下したのが9人で
あったことを意味している｡全体の傾向に沿って､期待を低下させた者が多いことがわか
一方､全体的な動きとは逆に五点法による回答値が会議前より会議後の方が上昇した
回答者が2人いる｡これは会議前より会議後が期待値が高くなった市民パネルが2人いる
ことを意味している｡その他 6人は回答が変わらなかった者である｡
これらのことにより､図2の全体的な平均値は多くの者の意見の変化の傾向を表してい
ることがわかる｡若干ではあるが､全体的な傾向に反する市民パネルもいることも事実で
あるDコンセンサス会議は一方的な意見誘導ではなく､さまざまな角度から科学技術に関
する問題について検討しようという場なので､意見が割れたり､少数派が出現するのは当
然である｡一定の方向に議論をもっていくのではなく､市民が自ら考えるというコンセン
サス会議の目的に沿った結果が表れている｡
表8 遺伝子治療可能性についての期待の会議前と後の変化
五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者数 9人
五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答音数 6人
五点法による回答値が会議前より会議後の方が上昇した回答者数 2人
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(2)｢現在の技術で 『ガン患者-遺伝子治療をすること』についてどう思いますか｣と
いう質問に対しては､集計の結果､全体としては ｢積極的に推進すべき｣という意見が ｢慎
重にすべき｣に変化しているOすなわち､第-回目では ｢積極的に推進すべき｣という人
が3人いたが､それが､第二回目には0人に減った｡第一回目では ｢慎重にすべき｣とい
う人が1人であったが､第二回目には4人に増えた｡
五段階の選択肢で回答してもらったので､前のように+2から-2の点数をつけて､回
答者の平均値を計算した｡
ガン患者へ遺伝子治療を実施することの平均値
?
?
?
?
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会議前('98.1.24) 会議後('98.3.7)
図3 ガン患者-遺伝子治療を実施することについての意見の変化
図3の縦軸は将来ガン患者へ遺伝子治療をすることについて ｢積極的に推進すべき｣と
全員が答えたときが十2､全員が ｢慎重にすべき｣と答えたときが-2となる平均値を表
している｡
図3により全体的な傾向は低下していることが理解できる｡次ぎに市民パネルの個々人
が第一回目と第二回目で答えをどのように変化させたかをみるため､市民パネルの回答の
個票に基づいた意見の変化をみてみる｡
表9をみると､五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者が6人み
られる｡これは回答者のうち､会議前よりも会議後の方がガン患者-遺伝子治療を実施す
ることの積極性を低下させたのが6人であったことを意味しているoこのようにみるとや
はり全体の傾向に沿って､積極性を低下させた者が多いことがわかる0
他方､全体的な動きとは逆に五点法による回答値が会議前より会議後の方が上昇した回
答者が3人いたOこれはガン患者-の遺伝子治療を会議前より会議後により積極的に行 う
べきであるという意見の変化をした市民パネルが3人いたことを意味している｡それは3
人に過ぎず､意見の変化も+1であるので､全体的な傾向には大きな影響があるものでは
なかったo五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答者が8人いたOガン患
-45-
者への遺伝子治療の実施について意見を変えない市民パネルが実は多かったことが示され
ている｡市民パネルの意見の変化が分かれているのをみると､ここでも､コンセンサス会
議の構造である市民パネルが自由な議論をし､特定の方向付けをしないという特徴が表れ
ているQ
表9 ガン患者-遺伝子治療を実施すること-の積極性についての会議前と後の変化
五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答音数 6人
五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答者数 8人
(3)｢あなたは ｢遺伝子治療｣という言葉を聞いたとき何か不安感を感 じることがあり
ますかOそれとも感 じませんか｡｣という質問に対 しての集計結果は､第-回目では ｢ど
ちらかというとそう感 じる｣とした人が 12人で非常に多かったOそれが第二回目では ｢お
おいにそう感じる｣と ｢どちらかというとそう感 じる｣とした人が7人ずつとなった｡
五点法によって平均値を出し､市民パネルの全体的な傾向をみてみる｡遺伝子治療につ
いて専門家から説明を受けたにもかかわらず､不安感は払拭されるのではなく､逆に増大
している (図4)0
図4により全体的な傾向は不安感が増大 していると理解することができたO次いで表 10
により､市民パネルの回答の個票の変化をみてみる｡回答者のうち､五点法による回答値
が会議前より会議後の方が上昇 した回答者が8人みられる｡これは会議前よりも会議後の
方が遺伝子治療に不安感を感 じる程度が高くなった者が8人であったことを意味してい
る｡やはり全体の傾向に沿って､不安感を強めた者が多いことがわかる｡
しかし､それと同数だけ､会議前と会議後に意見を変えなかった市民パネルがいる｡
遺伝子治療への不安感の平均値
?
??
?
???
??
?
??
会議前('98.1.24) 会議後(-98,3.7)
図4 遺伝子治療-の不安感の変化
図4の縦軸は､遺伝子治療という言葉を聞いたとき､不安感を感 じるかという間に対し
て､｢おおいにそ う感 じる｣と全員が答えたとき+2､｢まったくそう感 じない｣と全員
が答えたとき-2となる平均値を表している｡
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表 10 遺伝子治療-の不安感についての会議前と後の変化
五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者数 2人
五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答音数 8人
五点法による回答値が会議前より会議後の方が上昇した回答音数 8人
他方､表 10をみると､五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者
が2名いた｡それは遺伝子治療-の不安感が会議前より会議後が低下したということであ
る｡しかし､それは2名に過ぎず､意見の変化の値も2名とも-1であるので､大勢には
影響があるものではなかった｡
(4)｢遺伝子治療について､患者が十分理解 した うえで同意できるような環境が､現在､
不十分であるという意見に賛成しますか｣という質問に対しての集計は､第一回目で賛成
(｢おおいに賛成する｣と ｢どちらかというと賛成する｣の合計で14人)が多く､第二回
目にはさらに賛成が多くなっている(同 16人)0
図5でその全体的な動きは患者が同意するのに不十分な環境であるという意見に賛成が
強いことが理解される｡次いで表 11で､市民パネルの回答の個票に基づいた意見の変化
をみる｡回答者のうち､五点法による回答値が上昇 した回答者が9人いる｡これは会議前
よりも会議後の方が患者の同意ができる環境が不十分とする意見が強まっている者が9人
みられるということである｡このようにみるとやはり全体の傾向と同様に､患者の同意が
できる環境が不十分だと認識を強めた者が多いことがわかる｡
この設問については､会議前より会議後の方が回答値が低下したという者はいなかった｡
これは会議の中でインフォームドコンセン トが十分ではないという論調が強く､市民の意
見にも書き込まれたことが影響していると考えられる｡
者の同意ができる環境が不十分であるという平均値
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会議前('98.1.24) 会議後(r98.3.7)
図5 患者の同意ができる環境が不十分であるという意見の変化
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図5の縦軸は､遺伝子治療について患者が十分理解したうえで同意できるような環境が
｢現在､不十分であるという意見におおいに賛成｣と全員が答えたときが+2､全員が ｢お
おいに反対｣と答えたときが-2となる平均値を表している｡
表 11 患者の同意ができる環境が不十分であるという意見の会議前と後の変化
五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者数 0人
五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答音数 9人
五点法による回答値が会議前より会議後の方が上昇した回答者数 9人
3.1.6 市民パネルが会議をどうみたか
3月 7日の第三回会合終了後に第二回目のアンケー トをとり､市民パネルの会議を終え
ての感想を聞いた｡市民パネルは会議に参加 した価値が十分あったとした｡また､議論の
時間が短かったとした｡以下にこの第二回アンケー ト調査の結果を具体的に記そう｡
会議に参加 しておもしろかったか､それ ともつまらなかったかという質問に対して､｢お
おいにおもしろかった｣とした人が 11人､｢おもしろかった｣という人が5人いた｡｢つ
まらなかった｣ないし ｢まったくつまらなかった｣という人はいなかった｡
表 12 会議を終えての感想 (単位 :人)
おお いにおもしろかつた ll
おも しろかつ た 5
どち らともい えな い 2
つま らなかつ た 0
遺伝子治療についての知識は会議参加前と比べ､参加後は高まりましたか､という質問
に対して､｢おおいに深まった｣､あるいは ｢かなり深まった｣とする人が 18人中16人で､
大部分であった｡
表 13 遺伝子 治療につ いての知識 (単位 :人)
おおい に深ま った 9
かなり深まっ た 7
多少深 まった 2
深まら なかっ た 0
遺伝子治療について議論するときには､もっと時間をかけて十分理解することが必要と
思いますかという質問に対 して､｢もっと深い理解が必要｣､｢もう少し理解することが必
要｣とした人が 18人中 16人と大部分であった｡
会議の進め方について､満足したか否かを質問したところ､｢概 して満足した｣という
-48-
答えが一番多かった｡
表 14 会議の進め方についての感想 (単位 :人)
たい-ん満足した 4
概 して満足した ll
どちらともいえない 3
概 して不満足であった 0
専門家の選定は適切に選定されたと考えるか､それとも不適切かとい う質問に対しては､
｢概 して適切であった｣という答えが一番多かったO
表 15 専門家の選定 (単位 :人)
非常に適切であった 3
概 して適切であった 9
どちらともいえない 5
概して不適切であった 1
非常に不適切であった 0
前の問いとの関連でいえば､記述式の答えの内容も勘案すると専門家が遺伝子治療を推
進する医師が多かったことが､会議の進め方に ｢たい-ん満足した｣という結果が出なか
ったことの原因であると思われる｡
専門家の説明がわかりやすかったかについての質問に対しては､｢わかりやすい部分と
わかりにくい部分があった｣とする市民パネルが多かった｡専門家の説明時間については
｢適切であった｣とする市民が大部分であった｡市民パネルの議論についての印象を尋ね
た｡市民パネルの議論は ｢活発であった｣とするのが全員であった｡｢建設的な議論にな
った｣とする人が大部分であった｡また､｢(議請の)時間は不十分であった｣とする人
が大部分であった｡
｢今回の結論は十分議論を尽くしたものになりましたか｣という質問に対しては､｢十
分議論を尽 くした｣とした人はなく､｢議論を尽くした｣が9人､｢あまり議論を尽くせ
なかった｣という人が6人､｢ほとんど議論を尽くせなかった｣という人が 1人いた｡半
分以上の市民パネルは大方の議論を尽 くしたとみたが､議論を尽くせなかったという人も
少なからずいた｡
表 16 市民パネルの結論 (単位 :人)
十分議論を尽くした 0
議論を尽くした 9
あまり議論を尽くせなかった 6
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｢市民の会議に土曜日を3回費やす価値があったと感じるか｣との質問に対して､｢た
い-ん価値があった｣とした人が 13人いた｡これは､専門家から説明を受けたり､学習
したりして自らの知見を高める機会が多かったこと及び他の市民パネルとの話し合いの機
会が持てたことによると考えられる｡
｢このような会議の結果を政策決定に生かすことについては､重要だと思いますか｣と
いう問いに対してもすべての人が ｢たい-ん重要である｣､ないしは ｢ある程度重要であ
る｣と答えている｡自らで考えて意見をまとめたことについて自信が窺える｡
表 17 会議の政策-の反映 (単位 :人)
たい-ん重要である 13
ある程度重要である 4
何ともいえない 0
あまり重要ではない 0
まったく重要ではない 0
3. 1.7 コンセンサス会議における専門家への直接のインパクト-一市民
から専門家-の問題の可視化
遺伝子治療の会議で､医学の教授が 1998年 3月21日の報告会に参加し､市民の意見に
ついて感想を述べた｡その教授は肺ガンの遺伝子治療を計画してお り､患者に対するイン
フォーム ドコンセントの書式のサンプルを市民パネルに紹介した｡その書式については､
学内でかなり詰めて修正を加えたものであったということであるが､それでもインフォー
ム ド･コンセントの書式に市民パネルから不満が出たので､急速､報告会に駆けつけてき
たのである｡その教授は､想像以上にインフォーム ドコンセン トに対する市民の声が厳し
いので驚いていて､大学の遺伝子治療の計画のインフォーム ドコンセントの書式の書き換
えの参考にするという発言をした｡これは､専門家にとって､市民側から問題が提起され
て､見えるようになった｡すなわち後に論じることばを用いれば ｢問題が可視化｣された
例として重要である｡
3. 1.8 遺伝子治療の会議の経験から導かれることがら
繰 り返すが､コンセンサス会議は､その結果が法的な拘束力をもつものではない｡また､
デンマークを除き､政治的に重要な会議ではない｡市民が集まって話 し合った結果が､マ
スコミなどで報道されるだけであるOそのような会議の意義はどこにあるかQとりあえず､
会議開催が当初の目的を達成 したという点は指摘できるであろう｡
よくいわれる議論として､コンセンサス会議方式のような議論は日本の社会 ･風土 ･コ
ミュニケーションの仕方となじまないということがある｡実際に会議を始める前までには
日本においてコンセンサス会議のような議論の仕方は成立しないのではないかとい う疑問
は事務局にもあった｡ しかし､このようにコンセンサス会議が無事に終了したことは､そ
のような疑問は柁菱であったといえる｡
これに関して､日本においてかつて陪審制度が存在したが､それが第二次世界大戦中に
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停止されたことが指摘される｡ 日本においては陪審制度のような市民参加の裁判制度はな
じまないのではないかという意見である｡しかし当時の陪審制度は､陪審の結果をかなら
ずLも裁判長が認めなくとも良いなど被告人にあまり有利ではないシステムであった｡他
方､現在行われている検察審査会は司法の素人により構成されているが､長年の実績があ
る[62]｡日本の文化的特質として公式の場では議論を避ける､自分の意見を表明しないと
いうことがあげられるものの､このような実績もあり､不可能ではなかろう｡
従来､市民と専門家が意見交換をできる場が存在しなかった｡こうした市民が主体とな
る会議の運営は､とくに専門家パネル､市民パネルの選出などに十分気を配って行うこと
が肝要であろう｡
また､日本では会議が開けたのみならず､極めて効率良く会議が開くことができた｡す
なわち､会議の円滑な運営が低予算で実施されたのである｡デュラント氏が1998年3月21
日の報告会で感想として述べたように､日本の遺伝子治療を考える市民の会議は予定通 り､
あまりハプニングもなく終了したという点において､大変効率的なものであった｡
資金としても一回あたり二百数十万円で行ったのであり､外国の例ではもっと多額な資
金 (1000万円から2000万円程度)を必要とするので､資金面でも日本のコンセンサス会
議は効率的に行われた｡
市民パネルの意見の形成過程を考えてみるOコンセンサス会議においては市民は専門家
から､説明を受けて､理解を増進させる｡これは市民が強い参加意識を持ち､熱心に学習
することによって達成される｡そしてその結果として､それまでの誤解を解き､先入観を
改める｡こうした事例は､アンケー ト調査によって随所にみられた｡この点は､あまりこ
れまで強調されてこなかった点である.O
後の章において､市民の意見の形成過程をモデル的に捉えてみる｡
3.2 ｢高度情報社会-とくにインターネット｣の会議
3.2.1 経緯 ･準備
1998年 11月から､第二回目のコンセンサス会議を開く計画が考えられた｡今回は､イ
ンターネットが社会に与える影響を考えることをテーマとした｡場所は東京電機大学理工
学部 (埼玉県鳩山町)であった｡ トピックは､インターネットまたは高度情報社会につい
てということに決まった｡
前回の遺伝子治療に比べて､議論をする幅が広いことから､論点設定の難しさが感 じら
れた.類似の話題をテーマとしたアメリカのコンセンサス会議では､｢電気通信と民主主
義の未来｣という名前で行われていた｡漠然とメディア ･情報環境の変化に不安を持って
いる人は､かなり多いのではないかということ､そして､日本ではインターネット人口は
まだ 1割程度であることから､これからの未知の課題として論点はあるだろうということ
で事務局のメンバーは開催することに一致した.
1999年3月から予定を決めて､市民パネルの募集を行 うこととした｡ 1999年3月末か
ら4月 20日までの期間､18才以上の方で会議に全部参加できる方を条件に募集 した｡募
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集の方法は､チラシ､ポスターの掲示 (図書館､大学､博物館など)､新聞報道､毎日新
聞のサイバー版などでの紹介などであり､前回と似た形式である0
5月6日に最終的に 19名の市民パネルを決定した｡
3.2-2 会議の開催
このコンセンサス会議では､市民パネルに討議の中心となる ｢鍵となる質問｣を決めて
もらうこととした｡最初に2回の会合を開き､市民パネルが鍵となる質問を作った｡その
2回の会合を準備会合と称 した｡鍵となる質問を作った後に2回の会合をもち､市民が議
論を行った｡その2回の会合を本会合と称した｡そして最後に市民パネルの意見を発表す
る公開シンポジウムを行った｡
(1)罪-回準備会合
1999年 5月 29日に､埼玉県鳩山町の東京電機大学鳩山キャンパスで行われた｡以下､
｢高度情報社会-インターネット｣の会議の会合は､同じ場所で行われている｡
最初､事務局から趣旨説明の後､市民パネルは自己紹介を行った｡次いで､大学のコン
ピュータ教室において市民パネルはインターネット操作の体験を行った｡学生のインス ト
ラクターが市民パネルについて使い方の指導をした｡その後､事務局から｢コンピュータ｣､
｢デジタル｣､｢インターネット｣という言葉についての基礎的知識を説明した｡
休憩をはさんで専門家 3名から各 45分の説明､15分の質疑応答を行った｡最初の講演
のテーマは､インターネット環境の特徴である｡次いでの講演者のテーマは社会の中のイ
ンターネットというものであった｡最後に弁護士から､インターネットをめぐる司法上の
問題について話があった｡17時過ぎから任意参加で市民パネル､専門家､事務局が集ま
って懇親会を行った｡次の第二回準備会合では､｢鍵となる質問｣を市民パネル自らで決
めてもらうので､どのような事柄が鍵となるかを市民パネルにあらかじめ考えていただく
こととした｡
(2)第二回準備会合
1999年 6月 12日に最初に ｢インターネットで何ができるか｣というプレゼンテーショ
ンがあった｡そして質疑応答を行った｡これは､第一回準備会合において､インターネッ
トによって何が可能になるかという市民パネルの質問があり､それに答える意味があって
行ったものであるOその後､専門家4名と市民パネルの自由討論を行った0
14時頃から市民パネルによってどのような事柄をさらに専門家に聞いて自らの意見形
成の軸とするかという ｢鍵となる質問｣の形成を行った｡これは最初のコンセンサス会議
では時間がなくて省略した手順である｡今回は市民が中心となって質問を作ったことに特
色があるOそれにあたっては市民パネル (当日 1名欠席のため 18名)を4班に分けて議
論した｡各班には事務局が 1人ずつ入って話 し合いの結果をまとめた｡各班 5- 10個の
項目をまとめていたので､全部合わせると 30程度の項目になった｡これでは､多すぎる
ので､整理することとした｡班を再編成して､まとめ方を議論した｡全体会議を開いて､
各班からの報告の後､整理 した｡｢鍵 となる質問｣(巻末の参考資料参照)が出来上がっ
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たのは､予定時間をかなり過ぎていた｡
第二回準備会合によって ｢鍵となる質問｣(社会的影響､使い勝手､悪影響から市民を
守る､教育､米国の事情等)ができたので､その後ただちに事務局は､コンセンサス会議
の本会議に専門家として参加 してくれる適格な者を依頼することとした｡1999年 6月か
ら7月にかけて､事務局から ｢鍵となる質問｣に対応できる方を､専門家として協力 して
もらうように趣旨説明のうえ依頼した｡インターネットの技術の専門家をはじめとして､
大学関係者､官庁､プロバイダ､福祉団体､ジャーナ リスト､研究所等の方に依頼をした｡
これは専門家パネルの市民パネル-の強い影響力を考慮 して､なるべく広い視野で議論を
できるように舞台を整えたのである｡ここではなるべく多くの立場から議論してもらうと
いう方針で 10名の専門家を依頼した｡
(3)第一回本会議
1999年 7月 24日に専門家 10名から市民パネルに向かって順次､15分のプレゼンテー
ションをし､それぞれ 10分の質疑応答を行った｡その概要は以下のようである｡
最初の専門家からは､｢インターネットにおけるプライバシーの位置づけ｣と題 し､近
年､コンピュータの発達とともに自己情報コントロール権 (自己に関する情報は適法かつ
公正な手段によって情報主体の同意を得たうえで収集 されるべきであるということなどを
内容とする｡)という概念が提案されている状況が述べられた｡
次いで､情報教育の専門家から､情報教育と､教育の情報化の概念は違 うということか
ら出発し､日本における情報教育の現状及び米国のコンピュータを用いた教育が進んでい
ることを説明した｡
さらにジャーナリス トから､社会的影響としては､大企業型より､組織外とのネットワ
ークを活用する小集団の連携が大きな役割を果たす｡使い勝手としては､従来のパソコン
を前提としない方が良いD通信費が安くなっていくことが必要と述べたO
プロバイダの経営者からは､インターネットにより､市民起業家が増え､地域社会づく
りに役立っている｡米国でネットデイというイベントがあった｡開かれた学校作りが見込
まれうると述べられた｡
次いで弁護士からは､悪影響から市民を守ると題 し､インターネット犯罪と呼ばれるも
のの実態は従来型のものが多いとした｡有害情報から守るためにはフィルタリングソフト
の活用が考えられる｡また､不正アクセスに対 しては､セキュリティに留意すべきである
とした｡
次いで官庁の方から､米国に比べ､日本の教育の情報化は遅れている｡悪影響から市民
を守るためには個人のリスク意識の向上が必要である｡社会的影響としては､個人が調べ､
表現し､発信し､交信できる道具としてインターネットは重要性を帯びるとした｡
さらに他の官庁の人から､インターネットの利用料金は 2001年頃までに一般家庭で支
払い可能になる水準が目指されている｡不正アクセスが社会問題化していて､その対策法
案が国会に提出されている｡個人情報保護はガイ ドラインで対応しているが､法制化も考
えられているとした｡
次ぎに障害者団体の方から､インターネットは障害者にとっては､新しい可能性を開く
道具であるO電子メールや情報を音声で読むソフ トで自由なコミュニケーションができるo
しかし､新技術には障害者に対する配慮を欠いたものもあり､対応が望まれるとした｡
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さらに社会学の立場から､インターネットの普及には､公共的なコミュニケーションを
求める市民層が重要な役割を果たすが､日本ではその力が強くない｡不平等を防ぐために
も､誰でもが使えるようにコス トの引き下げ､教育､使い勝手の向上が重要とした｡
最後に技術者の立場から､伝統的な電話システムと違って､インターネットは分散管理､
自己責任､ベス トエフォー トの原則で動いている｡ユーザーの加速度的増加により､資源
問題 と環境問題が起きているOまた､多様な価値観の衝突が起きているo最後に専門家と
はなにかという疑問を提示した｡
会議終了後､市民パネル､専門家パネル､事務局が一緒に懇談会を行った｡これにより
次の7月 31日の会議 (市民パネルだけの討論)のための市民パネルの予備的な意見交換
ができた｡
(4)第二回本会議
1999年 7月 31日に本会議二日目の市民パネルだけの会議を行った｡市民パネルは 1名
が欠けたが､18名が参加 し､最初に4班に分かれて鍵となる質問に沿って討論すること
とし､それぞれのグループでの討論結果を発表 した上で､メンバーを入れ換えて再度4グ
ループに分かれて､討論を深めた｡そ して各グループのまとめた文書を一体化し､それを
配布の上､全体討論を2時間近く続けた｡その状況についての詳細は巻末参考資料の市民
パネル報告書の冒頭に､この報告書がまとめられた当日の経過についての説明として記述
されているOこの話 し合いでは前回の遺伝子治療のときと同様な熱意のある議論がみられ
た｡ しかし､また討議時間は十分ではなく､予定を3時間近く上回って終わった｡
(5)会議に参加 した人数
第二回の高度情報社会一一とくにインターネットの会議においては､さまざまな人が参
加 した｡以下に会議-の参加者の概数を示す｡
準備会合の第-回会合､第二回会合には市民パネル 19名､事務局約 12名､専門家 4名､
マスコミ関係者約 3-4名の他傍聴者が若干名お り計約40名が出席 した｡
本会合の第-回会合では､市民パネル 19名､事務局約 12名､専門家 10名の他傍聴者
が若干名お り､計約 41名が参加 した｡本会合の第二回会合では､市民パネル 18名､事務
局約 12名の計約 30名が参加 した｡
最終日の公開シンポジウムでは､市民パネル 18名､事務局約 12名､マスコミ関係者約 3
-4名の他､一般傍聴者が20数名お り､計約 60名が参加 した｡
3.2.3 会議から得た知見
(1)会議に参加 した人々の属性
19名の市民パネルはどんな人達だったのかは次の表のようである｡市民パネルの性別
は当初 19名の うち､男性が 13名､女性が 6名であった｡年齢別は以下のようであった｡
今回は男性が多かった｡30代､40代､50代が多かった｡
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表 18 市民パネルの年代別分布
(単位 :人)
ユo代 2
ヨo代 6
40代 5
50代 5
占o代 1
市民パネルに対して会議の前､会議の中途､会議後に簡単なアンケー ト調査を三回行っ
た.第一回目は会議に先だって配布 し､5月 29 日の会議開会前に回収 したoこれで市民
パネルの一般的な考え方を聞いた｡
会議に参加する以前に､インターネットについてどのくらいの知識があったかについて
聞いた｡市民パネルの会議前のインターネ ット経験のアンケー ト結果は,以下のようであ
った｡
表 19 市民パネルのインターネット経験 (単位 :人)
a.まったくインターネットを利用したことはなかった 1
bイ ンターネットを利用 したことはあった 3
C.ときどきインターネットを利用している 2
d.毎日のようにインターネットを利用 している 6
e.業務としてインターネットを利用 している 6
総 じて言えば､3分の2程度は良くインターネットを利用している市民であり､3分の
1はあまり利用していないもしくはまったく利用していない市民が集まったといえる｡
アンケー トではさらに一般的な地域活動､政治､科学技術等についての意識を聞いたO
ボランティア活動について聞いたところ､｢非常に関心がある｣と ｢ある程度関心があ
る｣という人の合計は 13名であった｡｢あまり関心がない｣のは3名であった｡ボランテ
ィア意識の高い人達であった｡
表20 ボランティア活動への関心 (単位 :人)
非常に関心がある 3
ある程度関心がある 10
どちらともいえない 3
あまり関心がない 3
地域活動-の参加について質問したところ､｢良く参加する｣と ｢ある程度参加する｣
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の合計は9人と多かった｡
アンケー トから離れて､市民パネルの様子をみていても､会議に積極的に参加する姿勢
があり､知 らない人達とも良く話 し合おうという人が多く見受けられた｡
現在の日本の政治について信頼できますか､という質問に対 しては､信頼できないとい
う人が 11人と多い｡また､情報通信 ･放送行政に対しても信頼できないという人が 10人
と多い｡ 6人は信頼できるとも信頼できないともいえないとしている｡
表 21 現在の日本の政治について (単位 :人)
おおいに信頼できる 0
どちらかというと信頼できる 3
どちらともいえない 5
どちらかというと信頼できない 6
表 22 日本の情報通信 ･放送行政について (単位 :人)
おおいに信頼できる 1
どちらかというと信頼できる 2
どちらともいえない 6
どちらかというと信頼できない ･ 6
そのうらはらに､政治 ･行政の政策決定に関して住民参加を進めることが必要か､とい
う質問に対 しては､｢おおいにそう思 う｣､｢どちらかというとそ う思 う｣の合計が 18名で､
そう思 うという人が多い｡
表 23 政策決定についての住民参加 (単位 :人)
おおいにそ う思 う 10
どちらかというとそう思 う 8
どちらともいえない 1
どちらかというとそう思わない 0
科学技術 と社会に関する市民パネルの意識を探るための設問として脳死問題について聞
いた｡｢脳の死を人間の死と認めることについて､あなたはどう思いますか｣と質問した
ところ､｢おおいに賛成である｣と ｢どちらかというと賛成である｣の合計が9名で､ど
ちらともいえないとわからないの合計が7人で､｢どちらかというと反対である｣とした
人が3人であった｡脳死を認めるという人がやや多かった｡
要するに､市民パネルは､インターネットの経験が多い人が3分の2を占め､科学技術
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について関心が高く､また現在の政治行政に不満を持ち､ボランティア精神があって､知
らない人とも話し合おうという人達であった｡前回のコンセンサス会議のテーマは遺伝子
治療であったが､前回はテーマとなる技術 (遺伝子治療)の体験者は市民パネルにいなか
ったことを考えると､今回はインターネットという技術の経験者が多いという点で､第一
回目と第二回目では市民と科学技術の関わり方には違いがあるといえる｡
(2)専門家パネル
今回の専門家パネルは､情報社会学者 1人､情報工学者 1人､公務員2人､情報教育学
者 1人､日本障害者協議会の方が1人､弁護士1人､プロバイダ経営者 1人､ジャーナリ
ス ト1人､情報と法律に関する研究者 1人の計10人であった｡
専門家からみた市民パネルの反応については､今回は市民パネルと専門家が入り乱れて
座っていたこともあり､反応が今ひとつ良くわからなかったという面があった｡もう少し
気軽に話せる雰囲気があるとより良いという意見もあった｡鍵となる質問と市民パネルと
の視点が合っているのか疑問に思ったという意見もあった｡会議の運営については専門家
の説明時間が一人あたり 15分であったので､相当短いと思った専門家が多かった｡専門
家同士では､話をしていないし､顔を合わせない人も多かったので､一堂に顔を揃えるよ
うな運営が望ましいのではないかという意見があった｡
論点の抽出については､論点が大きすぎた､もう少 し絞るべき､という指摘と､これで
良いのではないかという意見がみられた｡
この会議の趣旨については､｢非常に賛成｣が7人､｢ある程度賛成｣が3人であったO
自分の説明が市民パネルに誤解された り反発されることに懸念したか､ということにつ
いては､｢非常に懸念した｣が 1人､｢ある程度懸念した｣が4人､｢あまり懸念しなかっ
た｣が4人､｢まったく懸念しなかった｣が1人となっている｡
その他､市民パネルの反応について感 じたこととしては､｢相互信頼を基盤としたコミ
ュニケーションが成立したという感触をもった｡｣｢鍵となる質問と市民パネルの視点が
合致 していたのか少し疑問に思った｡｣｢プライオリティ付けをしても良いと思う｡｣｢も
う少 し気軽に話せる雰囲気があるといろんな意見が出てくるのではないか｡｣｢インター
ネットをわからせようと思ったがその必要があったのか疑問が残った｡｣｢知りたい人は
努力する｡｣｢わかりたくない人は努力 しない｡｣｢あるがままで会議に臨んだ方が良くは
なかったか｣という指摘がみられた｡
会議の運営の方法についての指摘としては､｢論点が広かったので限られた時間内での
説明は苦 しかった｡｣｢市民パネルに中年の女性が少なかったのではないか｡｣｢逆に専門
家の説明は紙ベースで行い､質問だけを行 うというのも考えられる｣などの意見があった｡
わが国の通信技術に関する政策決定は合理的になされているか､という質問に対しては､
｢どちらかといえばそう思わない｣と否定的に答えた専門家が過半数であった[63]｡
(3)会議の特徴
今回のコンセンサス会議では前回の遺伝子治療のコンセンサス会議と同様､専門家の説
明を熱心に聞き､学習した市民が多かった｡総じて､前回なみの参加者の熱心さがみられ
た｡ しかし､今回は質疑応答の時間で､専門家が同席 して議論 していたこともあって､専
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門家が発言を多くする機会があった｡
また､今回は準備会合を2回実施 し､第二回目の準備会合において ｢鍵となる質問｣を
市民パネル自身が形成 したというのが､前回と比べた今回の大きな特徴であった｡鍵とな
る質問作りにおいては､市民パネルから多くの指摘事項があったので､それから論点を絞
るのは難しい作業であったが､最後には市民パネルの粘 り強さによって決着をみることが
できた｡市民による論点作りができたことは､コンセンサス会議の市民をより主体とした
運営の可能性を証明した｡本会議二日目の市民パネルだけの会議においては､前回と同様
な熱意のある議論がみられた｡ しかし､また市民パネルによる討議時間は不足していた｡
3.2.4 会議の結果 .I･市民が得た結論
市民の意見 (市民パネル報告書)は4つの論点について､6ページにわたって記述され
た (本稿巻末に参考資料として添付)｡その概要を以下にまとめる｡
｢(インターネットの普及に伴 う)社会的影響｣という論点については､市民パネルの
共通理解として自己情報コントロール権の確立が必要であるとしたO提言としては､第-
に公共機関-の要望として図書館や学校などにおけるインターネットのインフラ整備によ
り情報弱者を救済する策を講じるべきである｡第二に市民の側からもネットディのように
積極的に社会に働きかけていくべきである｡第三にマスコミ-の要望としてネットディの
ような活動をもっと取 り上げるべきであるとした｡
｢使い勝手｣という論点については､市民パネルの共通理解として技術変化が激 しいの
で､-- ドもソフトも変化 しうるものであるという認識をした｡この点から初心者の使い
勝手が悪いということも起きる｡ 日本の電話料金の高さも問題とされた｡提言としては､
罪-にインターネットの操作性の向上が望ましいO第二にバリアフリーの推進のためには
音声入力などの開発が望まれる｡第三にバリアフリーの実現のためには､ホームページな
どの作成にはガイ ドラインを作成 し障害者-のアクセスピソティーを確保することが重要
である.第四に電話回線を利用する通信費の高さは利便性を損なっているO回線利用に競
争原理を働かせるべきである｡サービスの質に応じた多様な料金設定が望まれる｡
｢悪影響から市民を守る｣という論点については､市民パネルの共通理解としてインタ
ーネットでなくとも従来生じていた犯罪が大半を占めているが､インターネットのために
犯罪の性質が大きく変化 したのは確かである｡その変化の原因は1つに送信先の不特定多
数性､また1つに受信時における心理的バ リアの低下があげられる｡情報受発信において
誰もが被害者になると同時に加害者になる可能性も存在し､情報の保管の努力が重要であ
る｡自己情報コントロール権はガイ ドラインとしての枠でしかなく､最終的には個人の責
任において自己情報はコン トロールされるべきである｡悪影響から自身を守るのは義務で
ある｡提言としては､第-に､インターネットを利用する者は自己情報コントロールの義
務を負 う｡第二に､受信に際しては､自ら情報を選択する判断力と免疫力をもつ必要があ
る｡第三に､被害者の救済について独自の法制化を考える必要がある｡第四に､マスコミ
はインターネットに責任を負わせる報道は慎んで欲 しい｡
｢教育｣という論点については､市民パネルの共通理解として日本の情報教育は遅れて
いる｡また教育の情報化のためのインフラ整備が遅れている｡貧富の差に代表される情報
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接近の格差があるO米国では保護者 (親)が主導 してインフラの整備を行った｡情報を選
択する必要があることなどが挙げられたO提言 としては､第-に情報教育の本質を考えよ
うということが重視され､情報教育の内容に自己情報コントロール権 (権利と義務)を加
えること､情報を選択する判断力を育成すること､情報の創造と発信ができるような教育
すべきこととされた｡第二に学校及び社会における教育の情報化を進めるべきである｡第
三にネットディのようなボランティア活動を推進すべきであり､行政や地域と保護者の意
識改革が必要である｡
これらの市民の意見の概要から､筆者は市民の結論に以下のような特徴を認める｡第一
に専門家の説明を理解 したうえで､それを受け入れている｡例えば自己情報コントロール
権､ネットディ､情報教育､障害者のためのバ リアフリーな使い勝手などが市民の意見に
盛り込まれた｡第二に､そのうえで､自己情報コントロール権を権利だけでなく義務とす
るという､市民パネル独自の新 しい着想が生まれた｡第三に､情報の受信者として､自己
情報コン トロール権､情報教育の重要性を指摘 し､さらにインターネットによる被害に対
する独自の法制化も考える必要があるとした｡また､電話料金の高さも問題とした｡第四
に､公的な立場から主として学校におけるインフラ整備､障害者-のバ リアフリー化-の
配慮などがあげられた｡この中には､電話料金の高さなど､インターネットに関するマス
コミの論調を追認するものが見受けられた点と､インターネットはすでにインフラとして
定着 しつつあるので､インターネットを使 うことを否定することは難 しいとい う前提に立
っての議論となった点では､前回の遺伝子治療の会議と様子が違 う面もみられた｡
3.2.5 市民の高度情報社会に関する意見の変化
高度情報社会-とくにインターネットについての考え方については､1999年 5月 29日
の最初の会合に始まる前に､第-回目のアンケー トを行った｡中間の7月 24 日 (本会議
の第-日目)には､簡単に第二回目のアンケー トを実施 した｡9月4日の最終報告会で第
三回目のアンケー トを行った｡その中には同じ質問も含まれているので､市民パネルの､
会議が始まる前の考え方と､中間段階 (この第二回目のアンケー トの質問のうち､第一回
のアンケー トと第三回のアンケー トとに共通なのは2つの質問だけである)と会議が終わ
った後での考え方の変化を知ることができる｡
(1)｢インターネットの普及を推進すべきだと思いますか｣という質問についての集計
結果は､第一回目のアンケー トでは､｢積極的に推進すべき｣という意見が 10人で､｢ど
ちらかというと積極的に推進すべき｣という人が8人いた｡それが､第三回目のアンケー
トでは ｢積極的に推進すべき｣という意見は7人に減 り､｢どちらかとい うと積極的に推
進すべき｣という人も6人に減ったO第三回目では ｢どちらともいえない｣という意見が
3人 となり､｢どちらかというと慎重にすべき｣という意見が2人となった｡会議が始ま
る前には積極的に推進すべきという声が強かったのが､会議終了後にはやや慎重な意見が
出始めた｡
｢積極的に推進すべき｣に+2､｢どちらかというと積極的に推進すべき｣に十1､｢ど
ちらかといもいえない｣に0､｢どちらかとい うと慎重にすべき｣に-1､｢慎重にすべ
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き｣に-2の点をつけて合計し､回答者数で割った､平均値をみると､第-回目には+1.47
であったのが､第二回目には+1.0に減少 している (図6)O
図6 インターネットの普及を推進すべきという意見の変化
図6の縦軸は､インターネットの普及を推進すべきかという間に対して､｢積極的に推
進すべき｣と全員回答したら+2､｢慎重にすべき｣と全員が回答したら-2となる平均
値を表している｡
次ぎに市民パネル個々人の答えの変化をみるため､個票に基づいた意見の変化をみてみ
る｡表 24をみると､五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者が5
人いる｡これは会議前より会議後にインターネット普及推進について慎重な方向に変わっ
た市民パネルが5名いることを意味している｡また､五点法による回答値が会議前と会議
後で変わらない回答者は 13人にのぼる｡従って､多くの者はインターネット普及推進に
ついて意見を変えていない｡図6でみられたインターネット普及推進に慎重な立場になっ
たという全体的な傾向は､この慎重な方向に変わった5人に引っ張られた結果であるとい
える｡
この間に関しては､インターネット普及推進に消極的になった少数の市民パネルと､イ
ンターネット普及については意見を変えなかった多数の市民パネルの2つのグループがあ
る｡
表 24 インターネットの普及を推進すべきという意見の会議前と会議後の変化
五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者数 5人
五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答者数 13人
五点法による回答値が会議前より会議後の方が上昇した回答者数 0人
(2)｢インターネットに依存 した社会になると､誤った情報が流れるおそれがあるとい
うことも言われていますCインターネットが普及することに不安感を感じることがありま
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すか｣という質問を三回繰 り返 した｡この質問の集計結果は､第一回目では ｢どちらかと
いうとそう感 じる｣とした人が 10人で非常に多かった｡しかし ｢どちらかというとそ う
感 じない｣という意見も4人あった｡
五点法により全体的な傾向を数値を使って表 してみる｡｢おおいにそ う感 じる｣という
答えに+2を与え､｢どちらかとい うとそ う感 じる｣という答えに+1を与え､｢どちら
ともいえない｣という答えに0を与え､｢どちらかとい うとそう感 じない｣という答えに
-1を与え､｢まったくそ う感 じない｣という答えに-2を与えて､総和をとり､人数で
割って､平均値を出す｡すると第-回目は0.32である｡
第二回目の結果は ｢どちらかとい うとそう感 じる｣が4人に減 り､｢まったくそう感 じ
ない｣も0人に減った.そ して ｢どちらともいえない｣が 6人に増えたO平均値は 0.28
と第一回目とほぼ同じ値であった｡
第三回目の結果は ｢どちらかとい うとそう感 じる｣が 9人となり､｢どちらともいえな
い｣が 1人に減った｡｢まったくそ う感 じない｣は前回に続き0人のままであった｡平均
値は O.65とやや､不安を ｢感 じる｣方にシフ トした｡つまり､インターネット-の不安
感は増大したのである｡
インター ネットへの不安の平均値
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汚～
会議前('99529) 会議中(■99724) 会議後('9994)
図 7 インターネットが普及することに不安感を感 じるかという意見の変化
図7の縦軸は､インターネットに依存 した社会になると､誤った情報が流れることなど
で不安感を感 じますか､という問について ｢おおいにそ う感じる｣と全員回答したら十2､
｢まったくそう感じない｣と全員回答 したら-2となる平均値を表している｡
全体的な傾向はこの市民パネルの答えの平均値で表すことができる｡市民パネル個々人
の答えの変化をみるため､市民パネルの回答の個票に基づいた意見の変化をみてみる｡
表 25は会議前 (1999年 5月29日)から会議中 (1999年 7月 24日)の間に､表 26は会
議中 (1999年 7月24日)から会議後 (1999年9月4日)の間にどう市民パネルの回答が
変化 したかを示 している｡
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表25 インターネットの普及に不安感を感 じるかについて会議前から会議中の変化
五点法による回答値が会議前より会議中の方が低下した回答者数 7人
五点法による回答値が会議前と会議中で変わらない回答者数 6人
五点法による回答値が会議前より会議中の方が上昇した回答者数 5人
表26 インターネットの普及に不安感を感 じるかについて会議中から会議後の変化
五点法による回答値が会議中より会議後の方が低下した回答者数 2人
五点法による回答値が会議中と会議後で変わらない回答音数 7人
五点法による回答値が会議中より会議後の方が上昇した回答者数 7人
表 25では､会議前から会議中の意見の変化は､五点法による回答値が低下､変わらな
い､上昇がそれぞれ 7､6､5人とほぼ同数ずつである｡低下したという回答者がわずか
ながら多い｡しかし会議中から会議後にかけては表 26をみると､変わらないもしくは上
昇したという回答者が多い｡低下したという回答者は少ない｡会議中から会議後にかけて､
上昇したという回答者が多いのだから､図7のような動きになることは理解できる｡
しかし､明らかなことは全員が同じような回答をしたのではないということである｡回
答の変化には特徴がある｡表 25では､回答の変化が低下､不変､上昇がほぼ同じ数にば
らついている｡これはコンセンサス会議の構造が､一定の方向-の意見の誘導にあるので
はなく､さまざまな角度からの説明と討議によって行われているので市民パネルの意見の
変化も多様であったという可能性を示す ものである｡
また表 26においても､会議中より､会議後の方が上昇している者が多いが､それだけ
ではなく､それと同数の意見を変えなかった者がおり､また､反対に少数であるが､低下
した者もいるOこのように様々な意見の変化がありうるところに､一方的な意見誘導では
ないコンセンサス会議方式の特徴が表れているとみることができる｡
(3) ｢インターネットが普及すると今以上に生活に情報が多く入ることになりますが､
それによって生活は良くなると思いますか､それとも情報過多で混乱すると思いますか｣
という質問を三回繰 り返した｡この質問の集計結果は､第一回目では ｢どちらかというと
良くなると思う｣とした人が9人で非常に多かった｡ しかし ｢どちらかというと混乱する
と思う｣とした意見も5人あった｡
ここでも五点法を用い､｢おおいに良くなると思 う｣に+2を与え､｢どちらかという
と良くなると思う｣に+1を与えるというようにして平均値を計算すると0.32であった｡
第二回目の集計結果は ｢おおいに良くなると思う｣が4人､｢どちらかというと良くな
る｣が 10人と増えた｡｢どちらかというと混乱すると思う｣は2人に減った｡その結果､
平均値は 0.89となり､第一回目の 0.32よりかなり ｢良くなる｣という意見が強まった｡
第三回目の集計結果は ｢どちらかというと良くなると思 う｣が8人と一番多いが､前回
より減 り､｢おおいに良くなると思 う｣が2人に減 り､｢どちらともいえない｣が6人に
増えた｡｢どちらかというと混乱する｣は第二回目同様 2人に減っている｡平均値は 0.56
と､｢良くなる｣という意見は弱まった｡
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インター ネットの生活に対する影響の平均値
W
･gL=,.二重皇室⊇ 51
会言義前('99.529) 会議中(zg9724) 会議後(19994)
図8 インターネットの生活に対する影響の意見の変化
図 8の縦軸は､インターネットの普及によって､生活は良くなりますかという質問につ
いて､｢おおいに良くなる｣と全員が回答すれば+2､｢おおいに混乱する｣と全員が回
答すれば-2となる平均値を表している｡
市民パネル個々人の答えの変化をみるため､市民パネルの回答個票に基づいた意見の変
化をみてみる｡会議前から会議中の市､民パネルの意見の変化と､会議中から会議後の市民
パネルの意見の変化に分けてみる｡前者を表 27､後者を表28とした｡
会議前から会議中にかけては､回答値が上昇 した回答者は9人と多い｡つまりインター
ネットによって生活が良くなると意見を変えた市民パネルが9人いたことになる｡
逆に､会議中から会議後にかけては､回答値が低下した回答者は7人で､これは会議中
と会議後で回答が変わらない者と同数であり､多い｡会議後の平均値が低下したことの理
由であるとみることができる｡
表 27 インターネットにより生活が良くなるかについて会議前から会議中の変化
五点法による回答値が会議前より会議中の方が低下した回答者数 3人
五点法による回答値が会議前と会議中で変わらない回答音数 6人
五点法による回答値が会議前より会議中の方が上昇した回答者数 9人
表28 インターネットにより生活が良くなるかについて会議中から会議後の変化
五点法による回答値が会議中より会議後の方が低下した回答者数 7人
五点法による回答値が会議中と会議後で変わらない回答音数 7人
五点法による回答値が会議中より会議後町方が上昇した回答者数 3人
(4)いわゆる情報弱者について､社会的な対応策を考えるべき問題だと思いますか､と
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質問したところ､その集計結果は第一回目では ｢おおいに問題だと思 う｣､｢どちらかと
いうと問題だと思 う｣､｢どちらともいえない｣が5人ずつで､｢どちらかというと問題だ
と思わない｣が3人､｢まったく問題だと思わない｣も1人いた｡しかし第三回目では､
｢おおいに問題だと思う｣が12人と一番多くなり､｢問題だと思わない｣人はいなくなっ
た｡これは､専門家の発言で障害者のためのソフトの開発の必要性が大事だということが
影響しているものと考えられる｡
五点法を用い､市民パネル全体の平均値を計算してみた｡図9で､全体的な傾向は､理
解することができた｡情報弱者の問題はおおいに問題だと思うという意見が強まった｡
図9 情報弱者についての問題の意見の変化
図9の縦軸は､情報弱者の問題は社会的な対応策を考えるべき問題だと思いますか､と
いう質問について ｢おおいに問題だと思 う｣と全員回答すれば+2､｢まったく問題だと
思わない｣と全員回答すれば-2となる平均値を表している｡
次いで､個票により回答者個々人の回答の変化をみてみる｡表 29をみると､五点法に
よる回答値が会議前より会議後の方が上昇した回答者が 10人であったOこれは情報弱者
の問題を社会的に対応を考えるべきであると考えるように意見を変化させている市民パネ
ルが 10人いたことを意味するOこれは全体的なグラフの上昇傾向の原因であり､これら
の回答者の意見の変化が全体的な傾向として表れたのだということが理解できる｡この場
合は､専門家による情報弱者についての説明が市民パネルに強い説得力をもっていたとみ
ることができる｡
表29 インターネットの普及を推進すべきという意見の会議前と会議後の変化
五点法による回答値が会議前より会議後の方が低下した回答者数 0人
五点法による回答値が会議前と会議後で変わらない回答者数 8人
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(5)専門家の説明による影響
第二回目のアンケー トを行ったのは本会議第-日目の7月 24日であり､10人の専門家
から市民パネルは説明を聞き､質疑応答 した日である.市民パネルが一番専門家の説明に
影響された時点と推測される｡
そのなかで､会議に参加する前と本会議第一日日 (1999年 7月 24日)とで高度情報化
社会に対するイメージはどう変わったかを聞いたところ､｢変わっていない｣が 10人で一
番多いが､｢どちらかというと明るいイメージ｣に変わったとい う人が6人いる｡やや明
るいイメージに変化したことがうかがわれる｡
表 30 高度情報化社会に関するイメージの変化 (単位 :人)
おおいに明るく変わった 1
どちらかというと明るく変わった 6
変わっていない 10
どちらかというと暗く変わった 0
専門家の説明によって高度情報社会についてのイメージに影響を受けましたか､という
質問に対 しては､｢どちらかというと影響を受けた｣が 12人､｢おおいに影響を受けた｣
が3人､｢どちらともいえない｣が 3人であった｡ある程度､市民は影響を受けていると
自覚している｡
表 31 専門家からの説明によって影響を受けたか (単位 :人)
おおいに影響を受けた 3
どちらかというと影響を受けた 12
どちらともいえない 3
ちらかというと影響受けなかった 0
本会議の専門家の説明に疑問をもつことがありましたか､という質問に対しては ｢説明
のうちあるものについては疑問をもった｣としたのが 12人で一番多かったO｢あまり疑問
を感 じる説明はなかった｣としたのが6人であった｡そのため､市民パネルもある程度専
門家の説明を疑問をもって聞いていたのだということがわかる｡
表 32 専門家の説明に疑問をもつことがありましたか (単位 :人)
多くの説明に疑問 0
説明の うちあるものには疑問 12
あまり疑問を感 じる説明はない 6
-65-
市民パネルが7月 24日までの専門家の説明に対してもった印象は､専門家の説明によ
って高度情報社会に対するイメージがやや明るくなったというものであったO専門家の説
明によって､市民はある程度高度情報社会のイメージについての影響を受けている｡専門
家の説明は概ね了解されるものであったが､ただし市民パネルはそれをうのみにするので
はなくて､幾分疑問を感 じながら聞いていたのだということも､アンケー トの結果として
読みとれるところである｡
3.2.6 市民パネルが会議をどうみたか
1999年 9月4日の報告会終了後に第三回目のアンケー トをとり､会議を終えての市民
パネルの感想を聞いた｡以下は第三回アンケー ト調査の結果をまとめる｡この会議でも､
市民パネルは会議に参加 した価値が十分あったとした｡また､議論の時間が短かったとし
た｡
会議に参加しておもしろかったか､それともつまらなかったかという質問に対して､｢お
おいにおもしろかった｣とした人が 8人､｢おもしろかった｣という人が 10人いた｡｢つ
まらなかった｣ないし ｢まったくつまらなかった｣という人はいなかった｡ほとんどの人
々が興味を示したのである｡
表 33 会議を終えての感 想 (単位 :人)
おお いにおもしろかつた 8
おも しろかつた ､10
どち らともいえない 0
つま らなかつた 0
まっ たくつまらなかつた 0
高度情報社会についての知識は会議参加前と比べ､参加後は高まりましたか､という質
問に対 して､｢おおいに深まった｣､あるいは ｢かなり深まった｣とする人が 18人中13人
で､大部分であった｡
表 34 高度情報社会についての知識 (単位 :人)
おおいに深まった 3
かなり深まった 10
多少深まった 5
高度情報社会について議論するときには､もっと時間をかけて十分理解することが必要
と思いますかという質問に対 して､｢もっと深い理解が必要｣､｢もう少 し理解することが
必要｣とした人が 18人中16人と大部分であった｡
会議の進め方について､満足したか否かを質問したところ､｢概 して満足した｣という
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答えが 18人中11人と一番多かった｡
表 35 会議の進め方についての感想 (単位 :人)
たい-ん満足した 1
概 して満足した ll
どちらともいえない 4
概 して不満足であった 2
専門家の選定は適切に選定されたと考えるか､それとも不適切かという質問に対しては､
｢概 して適切であった｣という答えが17人中13人と一番多かった.
表 36 専門家の選定 (単位 :人)
非常に適切であった 4
概 して適切であった 13
どちらともいえない 0
概 して不適切であった 0
非常に不適切であった 0
専門家の説明がわかりやすかったかについての質問に対 しては､｢わかりやすい部分と
わかりにくい部分があった｣とする市民パネルが 18人中8人と一番多かった｡
以上の項目は､前回の遺伝子治療の会議のアンケー ト結果 とほぼ同じ傾向であった｡す
なわち､市民パネルは､会議に参加することに興味を持ち､インターネットについて知識
を深めた｡しかし市民パネルで議論するにはより深い理解をすることが必要であるとした｡
会議の進め方には大方の満足が得られたし､専門家の選定には概 して適切であったとした｡
専門家の説明時間については､｢どちらかと言えば短かった｣とする市民が 18人中 10
人と一番多かった｡これは前回の遺伝子治療の場合 と異なる結果であった｡本会議での専
門家の説明時間が 15分であって､前回では35分あったのが短くなったことを反映してい
る｡
市民パネルの議論についての印象を尋ねた｡市民パネルの議論は ｢活発であった｣とす
るのが 17人中14人であった｡｢建設的な議論になった｣とする人も同じく14人であった｡
また､｢(議請の)時間は不十分であった｣とする人が 17人中 15人と大部分であった0｢自
分自身は十分発言できましたか｣については半分が肯定的で､半分が否定的であった｡
｢今回の結論は十分議論を尽くしたものになりましたか｣という質問に対しては､｢十
分議論を尽 くした｣ とした人は 1人で､｢議論を尽くした｣が8人､｢あまり議論を尽く
せなかった｣とい う人が7人､｢ほとんど議論を尽 くせなかった｣という人が1人いた｡
議論を尽くしたとみたという人と､議論を尽くせなかったという人とほぼ半分ずつであっ
た｡
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表 37 市民パネルの結論 (単位 :人)
十分議論を尽くした 1
議論を尽くした 8
あまり議論を尽くせなかった 7
｢市民の会議に土曜日を4回費やす価値があったと感 じるか｣との質問に対 して､｢た
いへん価値があった｣とした人が 12名いた｡これは､専門家から説明を受けたり､学習
したりして自らの知見を高める機会が多かったこと及び他の市民パネルとの話 し合いの機
会が持てたことによると考えられる｡
｢このような会議の結果を政策決定に生かすことについては､重要だと思いますか｣と
いう問いに対 しても ｢たい-ん重要である｣としたのが8人､｢ある程度重要である｣と
したのが7人である｡前回とは異なり ｢何 ともいえない｣とした人が2人いた｡自らで考
えて意見をまとめたことについて自信が窺える｡
表38 会議の政策-の反映 (単位 :人)
たい-ん重要である 8
ある程度重要である 7
何ともいえない 2
あまり重要ではない 0
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第 4章 コンセンサス会議の社会的意義についての考察
この章では､コンセンサス会議の意義について考察する｡ コンセンサス会議のコンセ ン
サスとい う言葉は､社会の合意ができるような印象を与えるが､社会的な合意がコンセ ン
サス会議によってもたらされ るとい うのは 日本の会議をみ る限 り誤解であり､コンセンサ
ス会議の真の特徴を見誤 らせ るものであることを解明する｡ コンセンサス会議の重要性は､
む しろこれか ら提起する ｢問題の可視化｣にみるべきである｡
日本で行われたコンセンサス会議の経過をみるとコンセ ンサス会議の結果が､社会のコ
ンセンサスを模擬するとい う見方は苦 しい解釈である｡第一の理由として､コンセンサス
会議に参加する市民のメンバーの構成か らみて､そこで議論された結果が国民の意見を代
表 しているわけではないことがあげられる｡ 日本の二回の会議では､市民パネルのメンバ
ーは科学技術に強い関心をもつ人が多いとい う点で､明らかに偏 りが大きい｡第二に市民
の意見は必ず しもすべての事項について熟考 し､議論がつ くされた訳ではない｡時間切れ
で議論が不十分であることも多い｡アンケー トによれば､市民パネルの多くは議論の時間
が不十分であったとしている｡市民パネルの意見をまとめる討論の日は､第-回､第二回
とも､予定された時間内では意見がまとま らず､最後に何 とか収拾 して作 り上げた文章で
あった｡予定時間を過ぎてもなかなか原稿にならず､早 く終わらせようとい うことで意見
を言 うのを差 し控えたような市民の様子がみ られた｡会議の流れの中でたまたま注 目をさ
れ､拾い上げられたことがらが文章､に書かれたとい うのが実態であった｡もちろん文章化
されたそれ らの項 目は､強い反対がなかったとい う意味において暗に市民パネルのコンセ
ンサスとなっているわけだが､必ず しも全員が支持 し､納得がいくものであったかは疑問
である｡あまたの意見をすべて論理的に吟味することなど時間的な制約から到底不可能で
あった｡
コンセンサス会議は短期間で行われ､議論が百出 した後､何 とかそれを文書にまとめる｡
そこで作成 された文書が必ず しも全員の一致をみるとは保証されない0時間切れのために
そこまでで議論を止めたとか､あるいは内心は不賛成 とい う場合もある｡ 日本ではコンセ
ンサス作 りは何 とか時間内に収めたとい う経緯はあり､コンセンサスといっても一時的な
同意に過ぎない.他方､デンマークでは一 日半以上かけて明け方まで議論 したとい うが､
それでも全員が完全に納得す るコンセンサスではなかった｡
それではそんなコンセンサスには意味がないのかといえば､そ うではなくて､それは､
他の人にとって分か りやすい一つの 目印になる｡一時的にせよ合意ができたことは､他の
一般市民が同様な問題を考えるときの一つの参考になる｡
ここであらためて､コンセ ンサスとい う言葉の意味を良 く考えてみる必要があるだろ う｡
1998年3月21日､遺伝子治療を考える市民の会議の報告会で､コ-ネル大学のシェイラ ･ジ
ヤザノフ教授 (現在--バー ド大学教授)は､コンセンサスとは良い意味と､良くない意
味をもっているとい うことを語った[64]｡ジャザノフはコンセンサスの良くない意味につ
いて以下の4つの可能性を指摘 した｡あま りにも短期的に コンセンサスを作 りすぎる可能
-69-
性､異論をあえて言いづ らい､言いた くないとい うことによって表面的 ･便宜的なコンセ
ンサスになってしま う可能性､時間とともに状況が変化 し､いったんコンセンサスがあっ
てもそれが状況に適合 しなくなって しま うとい う可能性､コンセンサスを急いで作 りすぎ
てしまい後から不満がでる可能性があることを挙げた｡コンセ ンサス会議のコンセンサス
といっても､実はそれほど良くない とい うこともあ りうることを指摘 したのである｡
しか しながら､裏 を返せばそれは､短期的には合意は可能であ り､それは絶えず作 り直
していけば良いのだとい うこと､表面的にせよ参加者が同意できる状況とい うのがありう
ること､時間を十分かけて議論すれば真のコンセンサスに到達できうるとい うことを意味
している.従って､永続的なものとしてのコンセ ンサスが一気に出来てしま うと考えるの
は早計であるかもしれないが､一時的な､後から議論を繰 り返すことが可能で､十分時間
をかけて再吟味できるとい う限定を付ければ､コンセンサスは一時点で皆が同意 したとい
う一種の目印として意味がある｡
コンセンサス会議は長期的に有効な社会的なコンセンサスを作るものではない.一時的
なコンセンサスの文書を作成 しただけであるOでは､コンセンサス会議を開催する意味は
何なのだろう｡それは､従来切 り離 されていた素人 と専門家が コンセンサス会議において
一堂に会するとき､科学技術についての理解に新たな解釈が生まれて来･.る可能性があると
い うことに関連 している｡
すなわちコンセンサス会議の本質的な意義は､通常の状態では十分に認知 されないよう
な問題点を民主的な手続 きで発見することなのである｡これを本研究では ｢問題の可視
化｣と名付けたい｡
その詳 しい意味については､以降の節で吟味することにして､以下ではまず､ ｢問題の
可視化｣を行わないと重要な問題がみえにくくなっている理由を制度面から論 じたい｡
｢可視化｣を必要とする原因の一つは､第 2章でとりあげたパターナ リスティックな意思
決定であるO政策形成の問題点 として専門家だけでは十分に社会全体に配慮ができかねな
い危険性がある｡
4. 1 科学技術に関する問題への市民参加の論理
パターナ リスティックな意思決定に対 して､科学技術についても市民参加による意思決
定が必要とい う議論が高まった｡本節では､その議論 とコンセンサス会議の形成の関係を
考える｡
(1)科学技術 と社会的価値の調整
19世紀から20世紀にかけて科学技術によって画期的な生活の改善が起きたが､他方､科
学技術が引き起こすマイナスの側面も意識 され始めた｡科学技術 と人間社会の調和 とい う
ことが政策の 目標 としても掲げられるようになった｡すなわち､わが国においては､1984
年の科学技術会議第11号答申において､科学技術 と人間及び社会 との調和ある発展が科学
技術振興の基本的な柱の一つ として示 された[65]｡その後､1992年の科学技術会議第18号
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答申においても科学技術 と人間 ･社会との調和を図ることが科学技術政策上の重要課題で
あると提示された[66]｡同年の ｢科学技術政策大綱｣でも科学技術と人間 ･社会 との調和
の確保が重点施策の一つ となっている｡
前に述べたように科学技術は専門家によって進め られるものである｡それが我々にどう
跳ね返ってくるかを考 えてお く必要がある｡科学技術の結果が他の民衆の欲望 と､また､
長い年月をかけて作 られてきた社会制度､倫理､宗教などと調和 しないとき､どのように
価値の調整を行えば良いのか､とい う問題が生 じるのである｡ さらに現在の価値の調整だ
けでことは済まない｡科学技術が引き起こす将来への影響を見通した新たな価値の編成が
必要になってこよう｡それではどのように価値の編成を行 うべきなのだろうか｡
従来､科学技術の専門家に任せておけば科学技術 のあ り方は自然 と決ま り､人々はそれ
を受け入れるしかなかった｡その方が効率が良いか らである｡
しか し現在は､科学技術 と政治経済社会が複合 したところに問題が発生 している｡そこ
に複雑 さがある｡そ うした短期的な効率性を多少犠牲にしても､科学技術のあ り方の決定
に市民を参加 させるメカニズムが必要ではないだろ うか｡また単に住民が参加すれば良い
ものになるとい うものでもなかろう｡科学技術 とそれを取 り巻 く政治経済社会のあり方を
すべて見通 した新たな価値の編成が必要である｡それをうまくコン トロール していくこと
が求められる世の中になろ う｡
(2)科学技術の専門的事項に関す る市民参加の意義
科学技術の専門的な事項について しろうとである市民や住民が議論に参加するとい うこ
とについてどのような意味があると考えられるだろ うか｡
ブル ックスは､科学技術の専門家が中立で､公正な政策を提言できるかとい うことに対
して懐疑的な意見を表 している｡つまり､科学技術の専門的事項のデータの解釈には､政
策の選好に影響 される｡科学技術の専門家もその知識ゆえに特定の政策選好､価値基準か
ら不偏ではありえない｡科学技術の専門家もデータの解釈にあたって政策選好が影響 して
いるとい うことは容易 に推測できるとするのである｡ さらに技術問題 と政策決定の関係に
ついて､技術問題 といえども技術的にすべてを決めることができるわけではなく､技術問
題 と価値の問題が組み合わ されている｡このような状況においては､政策判断は専門家だ
けには任せ られない｡価値判断を代表するのは一般市民であるO-般市民の価値基準を専
門家に知 らせることが重要 といえる｡従って､科学技術が専門家だけによって､進められ
るべきではなく､市民の意思決定-の参加が重要であるo専門家と一般人が継続的に対面
することだけが､価値 と技術を性質 を統合でき､技術政策に正統性 と技術的知識 を与える
ことになるとしている[67]｡
しか しながら､ブル ックスは同時に､それでは一般の市民が簡単に科学技術の問題の議
論に参加できるかとい うとそ うではないとい う｡公衆といっても､誰が公衆 といえるのか､
公的な利益とは何か､ どのようなプ ロセスを経ることが公平なのかといった問題があるO
公衆の参加-の欲求はあま り高いとは思われない｡科学技術に関心が高い公衆 (attentiv
eと英語では形容 されるような公衆)は少なく､さらに政治的に活発な者は少ない｡そ うし
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たわけで公衆参加 といっても全体の代表になるのか､あるいは､ごく一部の公衆の うちの
さらにエ リー トと呼べる人の参加になるのか､といった問題があると指摘する｡
ところで､専門的な事項を議論するには市民も､ある程度は専門事項について知識を得
ておく必要がある｡その重要性については多 くの論者が強調 している｡例えば､ネルキン
は､都市計画や大規模工場施設など技術 と政治が絡む問題について､民主的な決定をする
には､情報を得た市民を作るかが重要なポイン トであると指摘する[68]｡また､エ リュ-
ルは民主主義は正 しく情報を得た市民を要求するとしている[69]｡
フルサンは､政治決定過程で情報偏在は誤った結果をもたらすことになると注意を喚起
する｡一般市民は科学技術についての情報がなく､専門家や企業にしか情報がないとい う
場合は良くある｡ このような情報の非対称性が存在することがテクノロジーアセスメン ト
をするうえで問題であると指摘する[70]｡
このように科学技術 とい う高度に専門的な知識を必要とすることがらに一般人が何 らか
の形で参加 し､意見を言 うとい うことについて重要性を指摘 し､その前提 として情報を得
た市民を形成すべきであるとい う論調が登場 した｡
4.2 コンセンサス会議の意義- ｢問題の可視化｣
以上､述べてきたよ うに専門家によるパターナ リズムで解決できないことがらが問題 と
な り､それに関 して何 らか市民が参加できるような形で解決 していくことが指向されるよ
うになってきた｡
わが国の政策形成過程 を考えてみると､政策課題は専門家や政府関係者 といった当事者
には､その問題の性質 と解決の選択肢がわかっていても､市民にはそれが必ず しも十分に
はわからない状態にあった｡市民からみて どのような政策選択肢があ りうるかわからなか
ったり､市民に政策形成過程がみえない状況では､コンセンサス会議のような市民の会議
だけ行っても政策形成には容易に結びつかない｡市民にとってとりあえずは､問題を知る
とい う意味での ｢問題の可視化｣が重要である｡
上述 したコンセンサス会議の問題の可視化の具体例は以下のようである｡ コンセンサス
会議でみ られたこととしては､ 日本の遺伝子治療のときは､インフォーム ドコンセン トの
書式に批判が集中 した｡市民パネルからインフォーム ドコンセン トの書式がわか りづ らい
とい う意見や､ホスピスや尊厳死 とい う選択肢が重篤な患者には与えられるべきだとい う
患者の視点か らの優先順位づけをすべきだ と言われた｡それは遺伝子治療に協力するか否
かとい うだけの医学者の優先順位 と異なるものであった｡ これに代表 されるように､医師
が考える治療の選択肢には問題が生 じうる｡遺伝子治療において医師が想定 したインフォ
ーム ドコンセ ン トに盛 り込まれた選択肢は､瀕死の患者が必要とする選択肢 と違 うのであ
る｡インフォーム ドコンセン トの書式の問題は従来医師だけで考えてきた､即ち医師 とい
う専門家集団で形成 されたパターナ リズムに基づいた決定では見えなかったことがコンセ
ンサス会議によってあぶ り出されたのである｡また､遺伝子治療の安全性について遺伝子
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治療を推進する専門家だけではない第三者機 関を設けてチェックするべきだとい う意見が
でた｡ この背景には確実に市民パネルのもっている医療不信という感覚があったのである｡
また､遺伝子治療の有効性 と危険性を見極めるためには広範囲にわたる情報の収集 と開示
が必要であ り､遺伝子治療の有効性について将来の見通 しを明らかにすべきであるとい う
現在の研究方針に対する市民パネルからの注文がついた｡ これは遺伝子治療の研究者だけ
でなく､もっと広範囲にわたって遺伝子治療の研究評価がなされるべきだ とい う点を問題
として明らかに したのである｡
高度情報社会においては､ 自己情報コン トロール権 (自己に関する情報は適法かつ公正
な手段によって情報主体の同意を得た うえで収集 されるべ きであるとい うことなどを内容
とする｡) とい う概念が重要であるとして､これをインターネットを使 う人の義務 としよ
うとい う意見が書かれた｡これは従来､権利 としてみ られていたことを義務 と表現すると
い う新 しい発想であったOまた自己情報 コン トロール権について言及 したのは一人の専門
家であるが､かならず Lも多 くの専門家がそれを意識 していたのではなかった｡他の専門
家にとっては自己情報コン トロール権の重要性はみえていなかったのである｡ これを市民
パネルがとりあげたのは､やは り ｢問題の可視化｣ といえるであろう｡その他にも市民パ
ネルは､情報教育の重要性についても興味深い提言をしている｡それは､単なる教育の情
報化を進めるだけが情報教育の内容ではなく､氾濫する情報の中から選択する判断力を育
成すべきであるとい うことと､情報の創造 と発信を教育すべきであるとい う情報教育の本
質を鋭 く提言 として表現 したのである｡ ともすればインフラ整備の議論だけに終始 しかね
ない情報教育の話題について見失われがちな教育の中身に市民パネルは着 目したのである｡
これも､問題の可視化の例 といえるであろ う｡また､デンマークの不妊の会議では､不妊
治療医ならばおそ らくは､言及 しないであろ う ｢養子制度の活用｣を市民パネルは論点 と
してとりあげた｡また､ ｢不妊予防研究｣も議題 とされた｡これも科学技術の専門家が取
り上げない点を問題 として提起 した例 といえる｡以上述べたようにコンセ ンサス会議の意
義は社会のコンセンサスを得 ることではなく､専門家主義によって隠された ｢問題の可視
化｣をすることにあるのである｡
コンセンサス会議に詳 しい ヨスは､コンセンサス会議な どの市民参加のテクノロジーア
セスメン トを手続き的正義だ と論 じている[71]｡ しかし､政治過程を拡張するとい う意味
でコンセンサス会議が手続きと解釈することには同意できるが､純粋に手続きであるとす
るのは一面的にすぎるであろ うo市民の参加 には､何か しら実質的な意味があると考えな
ければならないだろう｡ とすれば､ ｢問題の可視化｣とい う実質的な意味があると考える
のが適当であろ う｡
専門家と市民の相互交流が少ない社会においては､お互いの思考や固有の論理がダイナ
ミックに作用を及ぼす場が乏 しい[72]｡そのような社会においては､意図的に専門家 と市
民の交流の場を作ることが新たな言説を作 り上げるうえで有効なのである｡ コンセンサス
会議では独 自の意見の形成構造がみ られる｡専門家 と市民はそれぞれの文脈を持ちつつ､
対話 と理解を進めた うえで､新たな意見を形成するのである｡専門家 と市民の文脈が能動
的に作用するのである｡
-73-
遺伝子組換 えや環境問題など､近年の科学技術に関する問題のように､関係者が不特定
多数であ り､不可逆性があるような場合には､よりオープンな形で決定が行われることが
望ましい場合 もあるO従って､よ り多 くの者に参加 をさせる必要があるOそれ とともに､
多くの者に参加の機会を与えなが らも､質をある程度高めてい くことも必要である｡コン
センサス会議 においては市民パネルが学習 しながら理解を深め､新たな問題 を模索 した｡
このよ うにパ ターナ リズム構造の外部か ら､問題状況にアプローチすることが重要といえ
る｡
コンセンサス会議は､問題の可視化 とい う意義をもっているとした｡ ここでは ｢問題の
可視化｣の意味内容をさらに検討 し､整理 してみよう｡
問題の可視化の二つの仕方
市民パネルが専門家の説明を聞いて､それを意見 として採 り上げるとい うことは多々あ
る｡も し､その点がそれまで広 く世の中の関心を集めていない事柄であれば､それは知 ら
れていない事柄を問題 として可視化 した と､いえるであろう｡それはあたかも トランジス
タが微弱電流を増幅するような働 きをもっている. これが第-の可視化のスタイルである.
ところで､コンセンサス会議 とい う市民パネルが専門家パネル とともに話 し合い､その
後､市民パネルだけで意見をまとめるとい うスタイルをとるとき､市民パネルが今まで気
がつかなかったことに気づ くとい うことや､専門家 と市民の相互作用の結果､それぞれの
考えている思考の基盤､論理､優先順位 を決める価値観が微妙に違 うことを知るとい うこ
とがある｡それを､問題の可視化の-範噂 とすることができる｡ これが第二の可視化のス
タイルである｡ これはコンセンサス会議に特有の問題の可視化である｡つま り､市民パネ
ルは専門家か ら学ぶだけの存在ではなく､ 自らの文脈に照らして､専門家の説明 した中身
を判断するのであるOその価値基準は しろ うとたる一般市民の感覚に根差 しているO
その ようなことが起 こるのは､専門家の説明が､固有のパラダイムに則っていて､それ
が市民の価値基準とい う鏡でみた ときには食い違いが発見され ることがあ りうるからであ
る｡ これは､ コンセンサス会議特有の問題の可視化のパターンであろう｡例えば､インフ
ォーム ドコンセン トの書式をめぐる議論では､如実に科学技術の研究開発の論理による優
先順位づけと､ しろ うとの医療に対する優先順位づけが違 うとい う場面が表れたのである｡
その背景には確実に､市民パネルのもっていた､そ してロにしていた医療不信の感覚が存
在 しているのである｡それが､明確 に言葉 となって表れたのが､インフォーム ドコンセン
トの書式の問題であったのだ｡
4. 3 コンセンサス会議の限界
以上のようにコンセンサス会議の意義 を説明 したが､コンセンサス会議が どのようなこ
とにでも有効であるわけではない｡以下では､ コンセンサス会議の構造から考えることが
できる限界について記すO
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(1)最終的な結論を導 くものではないこと
コンセンサスの一時性 とい う特徴で明 らかにしたように､コンセンサス会議が最終的な
結論を導 くための仕掛と考えるのは適 当ではない｡ したがって､コンセンサス会議方式の
結論を直接的に政策決定過程に持ち込むかとい うことについては留保 をすべきであろう｡
コンセンサス会議方式の結論 自身､それほど明確で､堅固なものである可能性は低いか ら
である｡前に述べたように､コンセ ンサス会議方式でのコンセンサスとい うのは､可変的
な､一時的な目印に過ぎないO
(2)意見の対立が明白で､問題がすでに出尽 くしている場合
原子力発電のように長年にわたって推進､反対が対立して論争 しあっていて､およそ考
えられ得 るような論点が全て語 り尽 くされている場合､コンセンサス会議がたとえ開かれ
たとしても､専門家はお互いの相反す る見解を述べ合 うだけとなり､市民パネル も新たな
論点を兄いだすことは考え難い｡ このようなことにコンセンサス会議方式を用いるのは､
不可能 とはいえないにしても､新たな問題の可視化をすることは難 しい｡
(3)将来の選択の可能性が高い場合に有効
コンセンサス会議では議論の自由度が必要である｡ コンセンサス会議での少数意見も選
択肢の一つ として考慮 され るべきであって､遺伝子治療のように将来にどのような社会制
度や患者の 自由が選べるか とい う選択の自由があるようなテーマでコンセンサス会議を開
くのがより有用である｡その反対に､将来の選択肢があま りないような場合には､問題の
可視化は しづ らい｡
(4)制度化 された場合の問題点
コンセ ンサス会議が制度 として定着 して､政策的な影響力が出て くるすると､新たな問
題が発生す ることが考えられる｡市民パネル として特定の意見をもった人が応募 してくる
かもしれない｡同様に､専門家 も政治的な意図を持って､市民パネルに説明するかもしれ
ない｡専門家は市民に多大な影響 を与えるだけに選定は慎重でなければならない｡ もしも
先に述べたようにコンセンサス会議が何 らかの形で政策的に用いられて しまえば､そこに
積極的に入 り込もうとする専門家や､意図的にそのような専門家を選ぶ市民等 とい う存在
が考え得 る｡ コンセンサス会議の制度化の先には､そのような特定の意見を持った市民､
専門家が入 り込んで政治ゲームを しかねないとい う問題が予見 しうる0
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第5章 コンセンサス会議における市民の意見の形成過程につ
いて
5.1 コンセンサス会議の段階的意見形成モデル
前章でコンセンサス会議の経験と観察を通じて､コンセンサス会議の意義が明らかにな
った｡
本章では､コンセンサス会議の意見形成のあり方について吟味する｡その結果､日本の
開催状況を良く説明するモデルとして､著者は､｢段階的意見形成モデル ｣という新しい
モデルを提唱する｡コンセンサス会議については､先行研究としては小林博司氏の論文が
あり､｢拡大されたピアレビュー｣という立場から分析がなされた｡ここでは､日本での
開催状況をもとに､小林氏の解釈の妥当性を検討する｡新しく提示するモデルが明らかに
するように､コンセンサス会議は､民意による専門家のピアレビューの拡大というよりは､
よりいっそう動的な特徴をもつものである｡すなわち､一般市民の文脈が専門家の文脈と
相互作用をしながら発展 し､専門家の意思決定に介入するシステムとみなされるべきなの
である｡
(1)一般市民と専門家の文脈の相互作用
まずはじめに､1997年に小林博司氏によって発表された論文 ｢拡大されたピアレビュ
ーの可能性一一 『コンセンサス会議』の事例｣の主張を分析しよう[73]｡
小林はこの論文中で､
コンセンサス会議は市民参加の側面を持っている ･･･(これを)代表制民主主義か
直接参加型民主主義かという粗雑な対立軸のみに位置づけることは､･･･専門家か市
民かという二項対立に帰着してしまう｡専門家から初歩的な知識もない市民の判断に委
ねることは危険であるという批判が出ることは見やすい道理である[74]｡
と述べている｡コンセンサス会議の意義としては､市民参加という民主主義の形態に着目
するよりも､科学知識に対する一般市民の文脈が意識的にとりあげられることが重要だと
指摘している｡
小林によれば､そもそも一般市民の科学理解とは､専門家がなじんでいる理論的､知的
次元とは違った､制度的次元のものである性格が強いという｡この制度的次元という概念
は必ずしも明確ではないが､おおまかには次のようなことを意味している｡一般に､どの
科学知識が正しいかという判断は専門家に任されてお り､それをしろうとが問いただす道
は閉ざされている｡一般市民は､専門家が正しいという科学知識を受け入れる他はないと
いう状況に置かれているo裁判における証人をアナロジーとしてとりあげれば､信悪性の
高いと思われる証人の言 うことは､証言の内容の当否は問われることなく､一応正しいと
取り扱われやすいということに類似している｡科学技術の専門家は､信悪性が高い証人と
考えられているというのである｡
小林は､コンセンサス会議においては ｢科学者共同体では無視されがちな一般市民の文
脈に声が与えられ､その文脈のもとで科学者が評価されたのである｣としている[75]｡そ
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して､コンセンサス会議では､科学者集団にとっては異質の一般市民の文脈と接触する機
会が与えられたという｡
科学者集団は同業者評価を重視 し､内向きの閉鎖された体質であることは良く指摘され
る｡そしてそれが行き過ぎたとき､集団外部の意見には耳を貸さない独善的な体質をもつ
に至る可能性まで指摘されている[76]｡小林は､｢科学者集団のピアレビューという品質
管理システムの視野の狭さ｣が問題になっているとし､コンセンサス会議では､一般市民
の文脈が重要なのだとしている｡単に民主的な手続きという方法論だけではなく､また専
門家によるしろうとの啓蒙とは異なる見方を論理づけたところに小林の論点の新鮮さがあ
る｡
だが､コンセンサス会議の中で専門家が一般市民の文脈に触れるというのは､具体的に
はどういう事柄なのか､という点は暖味なままに残されている.｢一般市民の文脈に声が
与えられ (た)｣というのは､より正確にはどういう事態なのであろうか｡
′｣､林は文脈という言葉に特に定義を置いていない｡ここで ｢文脈｣について定義を考え
ておこう｡小林のテキス トから察するところ､一般市民には科学技術に関する一定の見方
があって､それは科学技術に関する体験や印象が背景となっているということであろう｡
｢市民の文脈｣とは､科学技術に対する一般市民のもつ背景や周辺の状況とひとまず解釈
しておこう(注5-1)｡それは普段は明確な言葉で意見として語られることは少ないが､
市民が科学技術についてもし意見を述べるとすれば､その文脈を基にすることになろう｡
それではコンセンサス会議において､一般市民と専門家の文脈はどのような関係を持つ
のか｡可能性としては相互に独立のまま干渉しあわないということが考えられる｡しかし､
そうではなく相互に影響しあうというLということも検討する必要がある｡
コンセンサス会議方式では､市民パネルは学習の機会を多く持つ｡そして議論を通し､
最終的な討議結果を ｢意見｣として発表する｡その会議でどのように意見が形成されるか
というのは､一般市民の文脈を理解するうえで､重要なポイントと考えられるOここでは､
コンセンサス会議に参加した市民はどのように意見を形成し､文脈を変化させてきたかと
いうことを実例にそって中心に考えたい｡
一般市民の制度的 ･社会的文脈 とは､コンセンサス会議を行 う以前から存在 しているは
ずの一般市民の考え方と一応受け止められる｡ しかし､市民パネルは自ら応募をすること
に始まり､学習と議論を経験したかなり特殊な人々である｡知識を与えられた市民パネル
と､科学知識を備えていない一般市民の異質性と関係についてはどのように考えたら良い
だろうか｡知識を与えられた市民パネルと科学知識を備えていない市民が､語る言葉は同
じ文脈のものなのであろうか｡
筆者は､コンセンサス会議では専門家から市民パネルに説明があり､市民パネルはその
過程で大きく影響を受けるという点に注目するO小林は科学者が一般市民の文脈から評価
されたと書いたが､その逆に一般市民も専門家からの影響を受ける｡コンセンサス会議
においては､そもそも一般市民の文脈が専門家とのやり取りを通して､相互に影響しあう
(注5-1)｢文脈｣とは､辞書によれば､(『大辞林』第二版,三省堂)①文の続き具合､②一般に､す
じみち ･脈絡､また､ある事柄の背景や周辺の状況､を意味するとされているO
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ものと仮定しておきたい｡また､文脈というものを先に書いたような意味と解するならば､
一般人の文脈というのは抽象的にはその存在を肯定しえるが､状況によって可変的なもの
と考えるのが妥当である｡小林は専門家は一般市民の文脈によって評価されるとしている｡
これは妥当である｡しかしその一般市民の文脈自体が不変なものではないのである｡それ
は専門家から影響されうるものである｡一般的な医療 ･科学といった幅の広いことがらで
あれば､一般人の文脈とはある程度固定化されたものかもしれない｡だが､遺伝子治療と
いうような普段意識されていない特殊な話長引こついて､一般市民の文脈が固定的なものと
して存在しているとするのは妥当とは思われない｡遺伝子治療に関する市民パネルの文脈
というものは､市民パネルが専門家パネルからの説明によって知識を習得すると同時に､
専門家の見方や価値観をも受け入れる過程の中で膨らんでいく｡一般市民の文脈は専門家
との相互作用を通じて動的に変容するのである｡市民パネルの意見は段階的に形成される
ものなのであるOこれを､｢段階的意見形成モデル｣と呼ぶことにしようD
日本で試みられたコンセンサス会議における市民パネルの意見形成過程を考察すること
で､その正しさを確かめてみよう｡
(2)市民の意見の形成過程
市民パネルは､新聞広告などをみて応募 してきた人達なので､教育程度や社会問題に対
する態度などは全人口の平均的構成とは異なる｡とくに日本では､権威のない組織が行っ
たにもかかわらず応募してきたので人達なので､参加者は科学技術に対する関心がかなり
高い人が多かったといえる｡そして事実､市民パネルは極めて熱心に会議に参加したので
あった｡
市民パネルの理解の増進という点については､デンマーク､オランダ､イギリス､日本
に共通して､市民パネルが熱心に学習し､理解レベルは急速に高まったことが報告されて
いる｡事実情報については､専門家の言うことを市民パネルは良く聞く｡日本では､議論
するにはもっと知識が必要であるとする市民パネルが多かった｡こうした初歩的な事実説
明については､専門家の発言は市民パネルに強い影響力がある｡
例えば日本の場合､｢遺伝子7台廉が将来多くの病気を治せる可能性があると思いますか｣､
というアンケー トの問いに対する肯定的な答えは､会議の初めと終わりを比べると大きく
減っている｡同様に､ガン患者-の遺伝子治療についても､推進すべきという意見は減っ
ている｡遺伝子治療は現在治療というよりも研究のために行われている､という意見に賛
成する市民パネルは増えている｡また､実際の治療としてよりも基礎的な研究を積み重ね
る方が良いという意見の賛成も増えているO遺伝子治療に関する専門家の説明が､現状で
はこれが試験的なものにとどまっていて顕著な治療例は少ないこと､技術的な問題点が多
いことなどを繰 り返したため､市民パネルは遺伝子治療の現実性について懐疑的になった
とみられる｡事実認識のレベルでは､専門家の説明に従う形で市民の誤解や先入観が解か
れるというのは各国共通の事態と考えられる｡
ところで､市民は専門家を一般的に正しいと信じるに至るのであろうかO専門家が職業
的な責任感をもって話をするとき､市民がある程度それを信頼するということは十分あり
うる｡オランダの 1995年の会議の場合には､ヒトゲノムというテーマで極めて多くのこ
とが話し合われたO遺伝子治療も一つの項目になっているOオランダでは､市民パネルは
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科学者や専門家の自己規制-大きな信頼を示したとされている[77]｡ただ､オランダの場
合テーマがかなり広かったので､細かなことに市民が立ち入って意見をまとめるというこ
とは難しく､専門家に任す他はないと考えたとしても不思議ではない｡ 日本においても､
事実関係の確認の過程で専門家-の信頼が生まれていたように見受けられた｡最初の二日
間は､専門家からの説明の時間にあてられた｡その夜のフリー トー キングでは､市民パネ
ルは専門家の見識に非常に敬意を示 していた｡
外国の例をみると､オランダでも会議において市民パネルの意見に上記のような変化が
かなりみられた｡オランダでは､専門家からの説明によって知識が増大したことにより､
ヒト遺伝子研究についての不安が除去されたという｡そして､専門家の自己規制に対する
信頼が生まれたとしている｡一方で､市民パネルとして会議に参加することによって､討
議されている問題を自分自身の問題-と内面化する傾向がみられた[78]｡例えば､出生前
診断については､市民パネルの支持は大きく減った｡また､科学技術の倫理的アセスメン
トの重要性が指摘されるに至った｡さらに､遺伝性疾患が心配される場合の妊娠の中絶に
対しては､市民パネルは寛容になった｡デンマークの多くのコンセンサス会議において､
市民パネルは､専門家を信頼するとともに､専門家の間において意見の対立がある場合に
は､ある専門家を批判するようになるという[79]｡ここに至って､市民パネルは専門家を
単に信悪性の高い証人として取り扱っているのではなく､その信悪性を疑ってかかるので
ある｡何が正しいことなのかを､自分で判断をつけるようになるのである｡
(3)一般市民の文脈の能動性
以上の記述から､コンセンサス会議において一般市民の文脈はどのように発現されるの
かということを考察するO繰 り返すが､文脈という言葉を一般的な用法に従い､あること
がらの背景や周辺の状況を意味するとここでは捉える｡まず､コンセンサス会議を行 う以
前における､科学技術に対する一般市民の制度的 ･社会的次元からの見方について考えよ
う｡それは存在するとしても､基本的には科学技術全般についての抽象的なものであると
思われる｡つまり､遺伝子治療という個別な問題について､コンセンサス会議を行う以前
に､制度的 ･社会的次元でそのことを考えている市民というのはあまり想定はできない｡
市民は日常､遺伝子治療についてはほとんど何も考えないのが普通である｡従って､遺伝
子治療について何らかの制度的 ･社会的次元の捉え方があったとしても､それは科学技術
あるいは医療技術に関する抽象的なものであると推定することは容易にできる｡
それでは個別の事項について､制度的 ･社会的次元の市民の価値判断はどのように発生
するのであろうか｡各国のコンセンサス会議で共通に兄いだされていることは､市民は極
めて熱心であり､学習意欲が旺盛であるということである｡市民パネルになる人は､多く
の場合､一般市民の平均像よりも､好奇心旺盛で学習意欲が高い人達の集まりである｡
市民パネルは急速に科学技術の専門事項について学習し､議論ができる程度になる｡こ
の過程で専門家の言うことを多く受け入れ､少なくとも事実認定の範囲では自己の先入観
や誤解を解いているということができる｡それ以上に､専門家に対する信頼感が生まれて
いるということもある｡そして専門家の価値観を受け入れざるを得ない部分が出てくる｡
事実､遺伝子治療の市民の会議では､専門家の説明を市民パネルは良く聴き､専門家の立
場に身を置いた発言をしていた｡例えば､遺伝子治療の研究を進めるにはどうしたらよい
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かという質問もあったし､何年後に実用化されるのかという質問もあった｡確かに､市民
パネルは遺伝子治療の研究者の説明を聴いている間には､専門家の身になってものごとを
考えていたのである｡そして専門家の職業人としての意識に共感 していた｡
直接話合 うということ自体も大きな効果をもつ｡市民パネルはそれまでは会ったことも
ない専門家と一堂に会し､話し合 うことによって､それまで考えていた医学者や科学者に
対するイメージががらっと変わることはありうる｡今まで医学者のイメージはまったく抽
象的な存在であったかもしれないが､目前で医学者から懇切に説明されることによって､
遺伝子治療を行 う医学者のイメージが変えることは想像できよう｡また､言葉で説明され
ることだけではなく､医学者のもつ患者の生命を救いたいという思いが､市民パネルに伝
わったとみることができる｡専門家と市民が席を同じくし､対等に話 し合 うことによって､
共感を感 じ､また専門家の権威が削げ落ちるということになるのである｡
今回は専門家同士で意見が対立しあうということはあまりなかったが､先にも述べたよ
うに論争的なテーマでは､デンマークでは専門家同士の意見の食い違いがあり､その場合
には市民パネルはどちらが正しいか､あるいはより信頼がおけるか､あるいは新たな見解
を表明するかを判断しなければならない｡市民パネルは､単に専門家の言うことを聞いて
いるだけでは済まされないのである｡
以上をまとめると､初期の学習の時期には､市民パネルはかなりの程度専門家の説明に
依存している｡この時点で､個別分野の現実を理解 したうえでの価値判断が始まる｡それ
以前には､事実認識さえ無かったのだから､個別具体的な問題については､制度的 ･社会
的認識は存在していないといえようo次いで専門家の具体的な話を聞き､知識を増やして
いく過程で､遺伝子治療に関する背景や周辺的な理解が積み上がっていく｡実際に市民の
会議に出席 した市民は､専門家の説明によって認識を新たにしていた｡また､専門家に対
する信頼が生まれる｡遺伝子治療の専門家の真筆な語り口に触れて感激をしていたりした
のであるOそして遺伝子治療に関する考え方を変えるOアンケー ト調査によれば､遺伝子
治療に関する市民の考え方は第-回目と第二回目では大きく異なっている部分があるので
ある｡ しかし､市民パネルは専門家の話をうのみにばかりしているわけではないこともま
た､各国の経験が示すとおりである｡知識の習得自体にそれほど時間をかけているわけで
はないため､得た科学技術の知識も判断に充分足りるものとはいえないからである｡日本
の場合から言えることは､科学論の教科書が教えるとおり､専門家は狭い領域についての
専門家であって､各人が話をできる領域は限られている｡その領域内の話は専門家を信用
することができるのであるが､それでは､遺伝子治療全体を､あるいは遺伝子治療を行 う
社会をどうしたらいいのか､というような広い問題を考えるには､各専門家の話を聞いた
だけではつなぎあわない部分が必ず生じるのである｡
また､最も市民パネルがその文脈の変化を (一般市民の普通の文脈から市民パネルの文
脈-変わったということ)表したものとして注目すべき点は､第三日目の市民パネルだけ
の討議の際､そしてその後のアンケー トにおいて明らかになったことであるが､この時期
多くの市民パネルは自らの方向性を見失っていたのである｡討議を始める前には遺伝子治
療に関してはっきりとした見解をもった市民パネルはあまりいなかった｡ほとんどの市民
パネルは遺伝子治療について議論するには､もっと知識を得るべきだとアンケー トに回答
していた｡遺伝子治療を行 う医学者が専門家の過半を占めていたので､遺伝了治療に反対
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の立場の意見も聞きたいと答えていた｡そして議論の時間があまりにも短いとしていた｡
多くの市民パネルは､自らの立場や意見が何なのかをはっきりとは自覚できなかったよう
に観察される｡
実際､議論は混迷を極めたのであった｡ある市民パネルは事務局がどのような考え (逮
伝子治療推進の結論を導きたいのか､そうではないのか)かを聞いた (もちろん､事務局
はどのように結論を導きたいかなどという考えは毛頭ないのである｡)O議論は発散傾向
にあり､何とか時間の制約のうちに事務局が圧力をかけて文章をまとめたというのが､実
態であった｡以上のように市民パネルの文脈は一般市民の文脈とはだいぶ変質していた｡
市民パネルは､意見の作成にあたって､遺伝子治療を個人的なレベルな問題として考え
ただけではなく､社会全体の問題 として､あるいは国家間の問題としても考えている｡こ
れは､市民同士がかなり長い時間を共有して話し合ったことが､彼らの想像力の射程をか
なり広げる効果を持ったためと考えることができる｡
したがって､市民パネルは専門家の話を信じるだけでなく､社会的な問題がどのように
起こるかを想像をめぐらせていることになる｡そして新たな問題点や､論点を考え出すの
である｡それがコンセンサス会議を経て生まれる一般市民の文脈の内容である｡コンセン
サス会議によって示される一般市民の意見は､既存の制度的 ･社会的次元だけを表現して
いるのではなく､新たな性質の意見を付け加えていると考えるのが妥当であろう｡
(4)意見形成のモデル化
このようにみてくると､コンセンサス会議の市民パネルの意見の形成は､段階を追って
進むものと考えられる｡その形成過程を段階に分割して模式的図示をすると､以下のよう
なものとなる[80]｡
①一般市民から､知的好奇心旺盛な人達が応募し､市民パネルが形成されるOこの市民
パネルは平均的な市民とはかなり科学技術に関する関心が異なった人達である｡
②個別具体的な問題について学習し､理解を増進する｡ 市民パネルは当該テーマに関す
る知識を備え､平均的な市民とはかなり異なった存在となる｡
(診市民パネルは専門家を信頼あるいは批判をするようになる｡
④専門家の説明だけでは､完全ではないので新たな問題の発見とイマジネーションをめ
ぐらせる｡
このうちのほとんどは,_一般市民の制度的 ･社会的次元の下にあると考えて良い.しか
しながら､コンセンサス会議では､市民はすべて制度的 ･社会的次元でのみものを考えて
いるのではなくて､専門家の次元を採 り入れ､最終的には新たな問題についてのイマジネ
ーションにまでたどりつくOそれは､一般市民の次元の感覚に主に基づいているのである
が､専門家の次元をまったく無にするものではなく､最終的にはそれらが融合 した新たな
思考の産物が ｢意見｣として生まれるのである｡
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図10 段階的意見形成モデル
先に述べたように′J､林は､コンセンサス会議によって､一般市民の文脈に専門家が出会
ったとしたが､そこでは､一般市民の文脈 とい うものがあらかじめ確固として存在 してい
ることが前提とされているようである｡ しかし､一般市民の文脈と､コンセンサス会議を
経た後の市民パネルの文脈は違っていることに注意 したい｡すなわち､コンセンサス会議
の前にあるのは抽象的な科学技術像についての印象であるが､会議後には､個別具体的な
問題内容を考慮 し､事実に立脚 してイマジネーションをめぐらせた結果得られた意見が得
られるのである｡この様な市民パネルの意識変遷において､特に会議中の議論を通した専
門家による影響は大きな要素であるが小林のモデルには考慮されていない｡
インフォーム ドコンセン トの書式の問題などは､専門家が説明したことではなく､市民
パネルが考えついたことである｡そして､市民がそう考えた背後には､医療に対する不信
感という市民の感覚が存在 していたことは想像に難 くない｡これが段階的モデルでいうと
ころの市民パネルの想像力である｡これは段階的意見形成モデルによくあてはまる事例と
して､強調 しておきたい｡
遺伝子治療の市民の会議では､抽象的なものであった一般市民の文脈が､コンセンサス
会議 という方式によって､具体的な問題に関する事実知識の上に発展 したとい うことがで
きよう｡そこには､専門家の知的 ･理論的次元の知識が市民パネルの議論の土台として使
われているOコンセンサス会議は､専門家の次元と一般市民の次元を融合させ､新たな方
向へ我々の思慮を発展させる役割を担ったのだと言 うことができると考えられる｡会議の
中でみられた経過をモデル化すれば､上記のような ｢段階的意見形成モデル｣とでも呼ぶ
べきものとなる｡
本研究においては市民の意見の変化などについてアンケー ト調査を行ったが､それは統
計的な意味でのモデルの検証を行 う性格のものではない｡ここに述べるモデルはむしろコ
ンセンサス会議でみられた行動や事実から引き出されるものである｡
以上のことを言い換えると､コンセンサス会議の市民パネルは､科学技術によってもた
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らされる技術連関に自分自身を投入 し､そしてどのような問題があるか､どのように社会
システムが変われば良いか､どのように自分が行動すれば良いかというようなことを想像
する場だったのである｡
哲学者の今道は､科学技術の自己規正は､必然的に人間社会の自己規正を伴うべきだと
述べている[81]｡コンセンサス会議は科学技術と社会に対する新しい想像と熟考の場であ
り､科学技術と人間社会の自己規正を図る場であるだろう｡科学技術全体と人間社会全体
でそれらを考えることは難 しい｡しかしながら､全体ではなくともミニチュアとして､少
数の人間が想像を巡らせるコンセンサス会議が､科学技術と人間社会の自己規正を模擬す
る意味があると言うことができる｡
(5)本節のまとめ
市民の会議で意見が形成される過程を分析すると､市民パネルは専門家パネルの説明を
聞き､それを受け止め､さらに新たな問題を考察するという段階的意見形成モデルで把握
することができる｡市民パネルの意識レベルは､会議参加前の制度的 ･社会的な科学技術
理解に加え､専門家からの説明を理解 し､さらに会議で直接説明されないような問題の可
視化-と展開するのである｡このような段階を踏んで市民が意見をまとめるという点がモ
デルの大きな特徴である.専門家の知識と一般市民の常識が混ざり合い､その上に問題を
想像する力によって成り立っものである｡コンセンサス会議で発現される一般市民の文脈
とは､静的､一義的なものではなく､動的で､会議を触媒として作り上げられていくもの
だと言える｡小林の言う ｢一般市民の文脈に専門家が触れることの重要性｣というのは､
より現実に即して言えば､専門家と-般市民が相互に触発し､双方の次元が市民パネルの
中で融合して新たな思考として展開していくことの重要性と言い換えられる｡専門家の説
明は専門領域に閉じこもりがちであり､社会全体の問題を考えるには､市民の想像力でカ
バーしなければいけないことが多いD日本の場合､実際､市民のイマジネーションは､か
なりの範囲にわたって､問題を考察する射程を広げたのであった｡
このように考えると､コンセンサス会議の結果は､会議の仕方に大きく影響を受けるも
のである｡あるときには専門家の説明が趨勢を支配 し､あるときには市民の常識が優勢と
なり､またあるときには会議は発散してしまうかもしれない｡コンセンサス会議は､市民
が主体となる会議なので､市民の常識が反映されるものとみなされることが多いが､以上
のように考えると､専門家の説明が市民の意見を統御する可能性もあることに警戒すべき
であろう｡ しかも同種の会議が行われたからといって､同種の結果が出るわけではない｡
それでは､コンセンサス会議の意見はどの程度の意味をもつのかという疑問が湧く｡こ
れについては､コンセンサス会議の結論は正しいか､正しくないかという観点で論じられ
るべきではなく､どの程度問題を広く考察 したかという､幅によって判断されるのではな
いかと考える｡
以上述べた点は､日本における最初のコンセンサス会議の知見によるものである｡どの
程度正しいかは､その後のコンセンサス会議方式の会議がどのように進行するかによって
明らかにされるべきである｡ここでは､日本で開かれた第二回目のコンセンサス会議の状
況をさらに観察することで､この主張の傍証を試みる｡
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5.2 段階的意見形成モデルの妥当性
前節において､遺伝子治療のコンセンサス会議では模式的に言えば､市民パネルは段階
的に意見を形成すると述べた｡このことは､高度情報社会とくにインターネットをめぐる
コンセンサス会議でもみられたのだろうか｡遺伝子治療の場合との比較も含めてみよう｡
まず､もう一度そのモデルを繰 り返すと､一般市民は科学技術に関して制度的 ･社会的
な次元からの理解をしている (わからない､理解不能であるということを含めて､そのよ
うな理解をする立場に置かれている)Qそのような一般市民の中から､第一段階として､
コンセンサス会議の市民パネルとして志願する好奇心旺盛な人々が集結する｡そして第二
段階として､専門家からの説明を受けて､個別具体的問題の理解を増進させる｡そして第
三段階として､専門家-の信頼または批判を市民パネルがするようになる｡そして最終段
階で新たな問題についてのイマジネーションをこらすのである｡この第二段階と第三段階
は､専門家の説明を申し､にことがらが進むという意味で専門家の次元 (専門家の理解を中
心として考えられていること)に属する｡最終段階では､一般市民の次元と専門家の次元
の融合した新たな思考が展開されると考えられるO市民パネルは一般市民の制度的次元に
立っているし､また専門家の説明もある程度理解できているのである0
インターネットの会議についてのアンケー ト結果は､このモデル的理解をほぼ裏打ちす
る結果となっている｡つまり､コンセンサス会議の市民パネルは､一般人に比べて科学技
術に対する関心がきわめて高い集団であり､会議中は､専門家の説明によってかなりの程
度影響を受けた｡
実際､第二回目のコンセンサス会議において､専門家の説明によって高度情報社会につ
いてのイメージに影響を受けましたか､という質問に対しては､｢どちらかというと影響
を受けた｣が 12人､｢おおいに影響を受けた｣が3人であり､専門家の説明によって影響
を受けたという者が多かった｡
会議中は市民パネルは極めて熱心に専門家の言 うことを聞いて理解しようとしていた
し､会議以外に自ら学習をしていた人もいる｡専門家の説明を聞くばかりでなく､自主的
に学習を進めていた面もある｡また､遺伝子治療にせよ､インターネットにせよ､専門家
の説明からかなり市民パネルは実情を知り､意見を変えたことが明らかである｡遺伝子治
療では,それがまだ現実には治療として有効ではないことが専門家から繰り返し説明され
て､市民パネルの意見は治療よりも研究に近いというイメージをもつに至った｡インター
ネットでも自己情報コン トロール権の確立やネットディ､情報教育､障害者-の配慮など､
専門家の意見を市民パネルの意見として採用した例がめだった｡これらは､専門家が会議
において説明した内容をたぶんに含んでいた｡専門家の影響だけではなく､インターネッ
トに関する記事や報道に書かれているような論調に左右された面もあった｡市民パネルが
インターネットのことについて関心を寄せれば寄せるほど､パソコン雑誌などをみること
になり､その影響を受けざるをえなくなってくるのは当然のことであろう｡
会議の最初と最後において行ったアンケー トの結果も概ねそれを支持する結果となっ
たDすなわち､専門家の説明によって､最初と最後では意見がそれに沿って変わっている
ということが多くみられた｡
したがって､専門家の意見のうちあ5ものを市民パネルがその意見として採用するとい
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うことは起きる｡また､その意見を取 り入れられない専門家の意見は暗に拒絶された､な
いしは市民パネルに有効にアピール しなかったとい うことになるo
そして､それだけではなく､専門家がその立場からは言えないようなことを市民パネル
は気がつくことがある｡それは高度情報化社会とインターネットでは､自己情報コントロ
ール権は市民の義務であると繰 り返し市民の立場を強調したことにある｡これは権利とし
て通常法律家は考えるのに対し､市民は皆が守れば問題がより少なくなると考えたのであ
る｡遺伝子治療の会議ではインフォーム ドコンセン トの書式が他に治療法のない重篤な患
者に対しては酷なのではないか､ホスピスや尊厳死などの選択肢も並べ､かつ用語を簡単
にすべきであるとしたのは､市民パネルならではの考え方が発揮された場面であった｡
第2回のコンセンサス会議でも､同様のことがおこった｡インターネットに依存 した社
会になると､誤った情報が流れるおそれがあるといわれるがインターネットが普及するこ
とに不安感を感 じますかというアンケー トの設問に対しては､会議の最初と中間 (専門家
の説明が終わった段階)ではあまりその市民パネルの回答の平均値が変わっていない (0.32
と 0.28 (注 5- 2))｡だが､1999年 7月 31日の市民パネルだけでの話 し合いの､｢悪影
響から市民を守る (犯罪被害)｣のところで､インターネットをめぐる犯罪は従来型のも
のが多いが､送信先の不特定多数性､発信時における心理的バリアの低さなどが原因とな
って犯罪の性質が変わっているとい うのも事実であると市民パネルは結論づけた｡市民と
して犯罪から身を守る心構えをもつべきという結論になった｡そのような話 し合いによっ
て､会議後には市民パネルのアンケー ト結果は､インターネット-の不安感を感 じるとい
う答えが高くなるようになった(平均値は0.68)｡このような市民パネルの変化は､単に専
門家からの説明を聞いているだけで起こることではなく､自ら話 し合 うことによって新た
な問題点を考え､そして問題を自らのものととらえることによって意見が変わるというこ
とがあることを示している｡
別の例もあった｡インターネットが普及すると､今以上に生活に情報が多く入ることに
なるが､それによって生活は良くなると思いますか､それとも情報過多で混乱すると思い
ますか､というアンケー ト調査の回答である｡会議前 (平均値 0.32)は少 し生活が良くな
るという結果であったが､会議中 (専門家説明終了後)には顕著に生活が良くなるという
結果に変化した (同 0.89)｡これは､ 2回の準備会合及び本会議の専門家の説明によって
専門家から､インターネットによって開ける可能性 (ネットディ､情報教育､障害者対策)
と､問題があったとしてもそれを回避する方策 (自己情報コントロール権の確立)を説明
されたからである｡ しかしながら､会議後のアンケー トでは､生活が良くなるという値が
減っている (同0.56)｡これは7月 24日の話 し合いの中で､インターネットによる悪影響
から市民を守るのには､さまざまな努力 (自己情報コントロール権が義務でもあるという
こと)が自己のものとして必要であるということが認識されたからである｡それは自らの
努力によって達成されるべき問題として自覚されたのだ｡そのような自らの努力が必要と
(注 5-2) ｢おおいにそう感じる｣という答えに+2を与え､｢どちらかというとそう感じる｣とい
う答えに十1を与え､｢どちらともいえない｣という答えに0を与え､｢どちらかというとそう感じない｣
という答えに-1を与え､｢まったくそう感じない｣という答えに-2を与えて､総和をとり､人数で割
って､平均値を出す｡
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いう点が､無条件に生活が良くなるという考え方を後退させたと思われる｡
ここで､段階的意見形成モデルとあえて呼称するのはコンセンサス会議においてのコン
センサスの形成過程を明瞭に理解するものであるとともに､次章において､一般に､市民
や国民の意見を聞くべきであるというときの国 (市)民の声というのはどのような性質の
ものか一種の理念として示すという目的があるためである｡このモデルが国 (市)民の声､
を表す唯一のモデルではないが､国 (市)民の声とは何かということを理解する助けにな
るであろう｡
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第 6章 コンセンサス会議か ら引き出される政策的含意
(1)広範な政策形成過程の端緒 としての問題の可視化
デンマークのように政治 と連動 しなが らコンセンサス会議 を開き､その結果が直接的に
政策決定に影響力を持つ とい うこともあ りうる｡ しか しなが ら現下の 日本の情勢を鑑みれ
ば､コンセンサス会議の意義は､その間題についての民主的なコンセンサスを得る (国民
の総意) とい うことではなく､見えにくい問題を見えるよ うにすること､つまり ｢問題の
可視化｣にあるとい うことができる｡
それではどのようにコンセンサス会議方式 と政策は関係づけられるのか｡ ここでは政策
に関与する関係者が多数存在 しうるとい うことと､政策決定をプロセスとして考えるとい
う二つの視点に立ってコンセンサス会議の意義を考えたい｡繰 り返すがコンセンサス会議
の意見 (コンセンサス)は､会議のコンセンサスではあっても最終的な社会的合意ではな
い｡そのコンセンサスはさらに生 じるべき議論の発端 ととらえてみてはどうだろ うか｡科
学技術政策は形成過程 とい うものがあり､その中において コンセンサス会議の結果は掛酌
されるべきであるとい うことをここで主張 したい｡
科学技術に関する政策決定過程を一般的に分解すれば､以下のようになるOまず科学技
術に関する何 らかの問題が存在 し､その問題が可視化 され､問題が社会的に議論 され､問
題が研究され､解決策が提案 され､その中で社会的合意がなされ､問題が解決される｡図
式的に示せば､
問題の存在 - 問題の可視化 - 問題 の議論 - 問題の研究 - 解決策の提案
- 社会的合意 - 問題の解決
となろ う｡このようなプロセスの中でコンセ ンサス会議の場は､市民が専門家の意見 と知
識 を理解 した うえで､新たな視点を提示するとい う機能をもつ｡つまり､以上の政策決定
過程の中で､普通以上に問題 を可視化するとい う役割を担 うことになる｡ コンセンサス会
議のコンセンサスは､一部の市民パネルによる一時的コンセ ンサスにすぎないが､それは､
より広い視点からの社会的コンセンサスを得 るためのきっかけを作るものであることが期
待 され うる｡なぜなら､コンセ ンサス会議は専門家だけでは見えにくい問題を､議論のア
ジェンダに乗せ るからである｡つま り､従来あまり考えて こられなかった事柄を発見 し､
提起することがコンセンサス会議の意義であると考えるO コンセンサス会議は､科学技術
政策の形成過程に幅を持たせ るもの ととらえることが可能なのである0
とくに科学技術政策のような専門的な事項については､従来､市民の意見を政策に反映
するような機会は多くはなかったO近年､一般市民からの科学技術に関する意見を募集す
るとい う努力も行われているが､より一層市民のニーズは重視 されるべきである｡科学技
術に関する問題は今や多く一般市民に影響 している｡そ して､どのような解決方法を採れ
ばよいのかは問われるところである｡民主的な手続きを採 ることによって問題を可視化す
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ることは､市民の参加の重要な意味である｡それが､コンセ ンサス会議の意義 として指摘
できるO問題の可視化によって､一層､科学技術 とい う専門的な事項についての民主的な
コン トロールが行い易 くなるのである｡
多 くの国でのコンセンサス会議が実験段階にとどまっているのは､コンセンサス会議を
社会的 コンセンサスを作るためのものと理解することに無理があるからであろうと思われ
る｡ 科学技術に関する問題については､多かれ少なかれパターナ リスティックな決定方式
が各国でとられている｡本研究で述べたように､諸外国においても､コンセンサス会議の
取 り組みを民主的な問題の可視化の一つの方法 ととらえ､そこで抽出された問題 をさらに
政治課題 として探究するとい う方式が合理的なのである｡
コンセンサス会議によって可視化 された問題 を､社会や政府が､検討に値する問題 とし
て解決に取 り組み､解決策が提示 されることによって､問題が解決 されるとい うことが政
策選択肢 として考えられる｡そ して､科学技術の進歩により､社会が変わるならば､コン
センサス会議を開くことにより､問題を可視化す ることが考えられる｡こうして､可視化
とそれに対する解決策の提案 とい うことが､相互に成 り立ち､好循環を生むことが期待 さ
れるのである｡コンセンサス会議 によってもたらされた意見が とりあげられ､解決策が提
示されれば､コンセンサス会議の社会的な意義は深ま り､一般市民や専門家の政策に対す
る参加意欲が高ま り､コンセンサス会議の開催を容易 とするのである｡そ してコンセンサ
ス会議によって､再び他のことが らについて､問題の可視化がなされれば､問題の解決策
が提示 されやすくなる｡ このよ うに して､問題の可視化 と解決策の提示の好循環を築 くこ
とが理想であるO コンセンサス会議はその好循環の構築の端緒 となる可能性を秘めている｡
コンセンサス会議による 社会や政府による
解決策の提示
図11 問題の可視化 と解決策の提示の循環図
(2) コンセンサス会議の効果
一般に科学者､技術者のもっている自分達の知識の普遍性に対する信念はかな り強固で
ある｡そのような気質からみれば､コンセンサス会議にはもう一つの意味合いがあるとと
らえることができる｡
コンセンサス会議では､専門家 と市民が立場を交換 して､話 し合 うのでお互いの意見を
知 り相互理解を深めるとともに､逆に専門家は､市民パネル とともに自らが何かを知 らな
いとい うことを知 り､議論を深めるとい うことが起 こりうる｡
そ して市民と専門家が相互交流 しなが ら､新たな次元へ思考を発展させるOそれは､社
会的合意形成を図るとい うより､その大きな合意形成過程の基礎的部分である問題の可視
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化の部分に役立つのであるO問題の可視化に先だって､わからないことがわかるとい うこ
とが必要である｡コンセンサス会議は本来の目的はコンセンサスを探ることであるが､実
態としては問題探索を行 うとい う意味合いが強いといえる｡そ して､わからないことを知
るとい うことにも重要な意味があると考えるべきである｡
コンセンサス会議を経験 してみて感 じることは､コンセンサス会議では結果は必ず しも
市民によって明確に結論づけられない可能性があるとい うことである｡ しかしなが ら､明
確に結論づけられなくてもコンセンサス会議を開催す る効果は会議に参加 した人やそれに
関心をもった人に及ぶ｡理想像であるが､市民と官､産 ･学が話 し合った結果､それぞれ
の意見が少 しずつ変わって､新たな科学技術政策のコンフィギュレーションが成立するの
ではないか とい う期待ができる｡無知の知を自覚 し､公的な角度から議論をすることによ
って､各 自の意見が少 しずつ変わって新たな世論が形成 され うる可能性がある｡
コンセンサス会議の政策的な影響は､デンマークではみ られるものの､ 日本ではみられ
なかったとした｡これはどのような理由によるのであろうか｡少 し脇道にそれるが改めて
デンマークと日本の違いを確認 しておきたい｡前述 したが､デンマークでは研究政策の重
点が国民との ｢対話｣ と ｢公開性｣におかれてお り､そのため特有のコンセンサス会議の
政策的な位置づけがある｡デンマークでは議会直属の機関であるデンマーク技術委員会が
コンセンサス会議を開催することか ら､議会 ･政府及び一般の人々の注 目度が高い｡
デンマークでは研究開発に優先順位 をつけて戦略的に行 うことが重要であり､研究の優
先順位づけの基礎 として公開性が重要 とされている｡対話は､研究者 どうしの対話 と研究
者 と社会 との間の対話の双方があって ともに重要 と考えられている｡
デンマークの議会は一院制であり､173人が定員である｡多 くの政党があるが､左派 と右
派が同 じくらいあり､その結果､中道派が政権をとってきている｡国会議員には科学者は
ほとんどいない｡議会には科学技術に関する委員会があり､各党から数名ずつ入って構成
されている｡デンマーク技術委員会は議会の下に置かれている｡また､政府にも研究情報
技術省の大臣が主催する科学技術会議があって国会議員等により構成 されている｡
こうした ｢対話｣ ｢公開性｣ ｢民主的｣ ｢戦略｣などの言葉に代表 される政策スタンス
が､コンセンサス会議の結果を政策決定に反映させやす くしている｡また､人 口が少ない
国であるので､国の中で市民の会議が与える影響が大きい｡また､事務局であるデ ンマー
ク技術委員会では､議会において問題になりそ うなテーマを選んでコンセンサス会議を実
施 しているQデンマークではコンセ ンサス会議ができるだけ政策的な意味を持つ ように運
営されている｡
他方､ 日本では一つの任意団体である研究会が､開催 していただけなので政策的な意味
づけは弱い｡
(3)教育的な効果
コンセンサス会議は結局､科学技術に疎い しろうとが専門家から説明を良く聞 くことに
よって生 じる教育 ･啓蒙ではないか とい う意見があるO さらに一歩進んで､専門家からの
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しろうとたる市民の意見の操作にもな りうるのではないか､とい う指摘もある[82]｡
それに対 して小林博司氏は､コンセンサス会議は拡大されたピアレビューであ り､ ｢素
人パネルだけではなく､専門家にも学習の機会を与えたとい う点で､注 目すべきであろう｡
･･･一般市民の文脈に声が与えられ､その文脈のもとで科学者が評価 されたのである｣
として､専門家に対する ｢教育｣的効果があると指摘 している｡
本研究ではどちらか一方 とい うことではなく､両方の働 きがあるとい う立場をとる｡段
階的意見形成モデル として理解 しようとするのは､両方の働きがあることを重視 している
からである｡ しか しなが らその両方の ｢教育｣の質の違いに着 目すべきである｡素人に対
する教育は体系づけられた自然科学の知識の教育であり､専門家に対する ｢教育｣は､一
般市民が科学を理解をす るうえでどのような価値判断をするのかとい うことを､素人の発
言か ら専門家が知るとい うことである｡
コンセンサス会議が専門家による市民の意見の操作の場にな りうるのではないか とい う
意見について述べると､その可能性は否定できない｡実際に､専門家-のインタビューに
おいても､ ｢一部の話の うまい専門家の意見に市民パネルが賛同して しま うのではない
か｣とい う意見があった し､ ｢(コンセンサス会議の)運営の仕方を厳正にすべきだ｣ と
い う意見もあった｡
実態を観察する限 りにおいては､市民パネルは話の巧みな専門家の言 うことを意見の中
に取 り入れようとしたことはみかけられた｡特に高度情報社会のコンセンサス会議の米国
のネ ッ トディについては､専門家の話が市民パネルにアピ-ル した形であった｡ しか し､
市民パネルは専門家の話 を完全に う､のみにしていたわけではなく､専門家の話を批判 し､
自分 自身の判断をしていた部分が大きかったことも事実である｡ したがって､コンセンサ
ス会議は教育的な意味があるとしても､上か ら下-の教育ではなく､自主的にものを考え
るとい う意味での教育の場なのである｡
(4)問題の可視化 と民主主義の活性化
民主主義をより健全な ものとす る努力は様々になされている｡コンセンサス会議 もその
一つの方法である｡ コンセンサス会議のもつ問題の可視化の機能には､民主主義を活性化
することが期待できる｡現代においては､民主主義 といっても官僚制に支えられた代議制
の少数者の決定であることが多いO しか しなが ら現代では情報通信が発達 し､教育程度が
高まったことから､一般 の人にも政策決定に参加できる能力が備わ り､政策決定に参加す
る意欲が高まっているOそ うした人々の参加が政治過程の透明性､政治過程の手続 きの正
統性を高める｡ コンセンサス会議による問題の可視化は､市民が政治的議論に参加する手
がか りを与えることになる｡なぜならば､ しろうとたる市民が参加 したことにより新たな
視点が生まれ､それに関わった当事者の意見 と立場が変化 しうるか らである｡また､市民
の視点が政治的アジェンダにのることによって､市民の参加の正統性を高め､それが政治
過程の手続 きの再編を促すのであるDそ してさらに一般市民に政治参加す るモチベーショ
ンを高め､市民の発言力が強まることになる｡
市民参加の形態は多様であ り､コンセンサス会議はその一つである｡市民参加 をより多
-90-
く含むように政治過程が変化することによって､民主主義はその正統性 と効力を高めるこ
とが期待されるのである｡社会思想家のホーニングも､市民陪審や市民討論会､コンセン
サス会議などの様々な方法を並べ､それ らの市民参加型の政治プロセスを作る動きについ
て､肯定的な意見を述べている｡政治システムにおいて､一般市民の見通 しと創造力の働
きは､無視 されることはないであろうと述べている｡1990年代の市民参加の動きは､参加
することによる熟慮 を生み､それは新 しい政治文化になるだろうと述べている[83]｡
(5)科学技術に関する市民の意見の構造
科学技術に関する市民の意見とい うものが どのような性質をもったものであるのか､以
上の考察によ･つて､いくぶん分かってきたと思われるO市民の意見とは無限定に考えれば､
あらゆる市民の発す る意見を指すことになる｡ しか し､我々が主として配慮すべきなのは､
民主主義の原則にのっとった意見ないしは､民主主義を補強する市民の意見ではないであ
ろうか D
コンセンサス会議 を通 じて理解できたことは､市民には一部であるにせよ市民パネル と
なって科学技術に関わる問題について､熱心に学習 し､発言する人達がいることである｡
専門家による情報公開やアカウンタビリティの必要性の議論は､それ らの人々との向かい
合いとい うことを抜 きにして語れないであろ う｡のっぺ りとした顔のない国民に対するの
ではなくて､現実に関心のある市民に専門家が語 りかけることが一つの大きなステ ップで
ある｡そこでは､専門家が平易な言葉で､市民の関心に沿って語 りかけなければいけない｡
段階的意見形成モデルで説明できlるように､以下のようなプロセスが実現可能である｡
市民は 日常的には考えていなかった科学技術に関することがらについてできるだけ学習を
し､理解を深めようとすることがありうる｡専門家の言 うことを受け止め､受け入れる段
階がある｡ しか し､専門家の説明だけで全てが うまくつながるわけではない｡そこに､想
像力を働かせ､新たな問題を見つけるのである｡問題ではなくても､専門家では容易に口
に出来ないことが らを提起 してみせるのである｡それらは､市民の培 う日常感覚の上に出
てくるものであるo 専門家だけに依存 していれば､常に良いとい うわけではない.
そのような問題の可視化に市民の意見の意義があるのではないだろうか｡ もちろん､世
論や合意とい うものが市民の意見か ら生まれて くる可能性はある｡ しかし､それ以前の段
階として専門家 と市民の視点が違っていて､そ こに問題が潜んでいるとい うことを明らか
にすることが､市民の役割の一つであるだろ うo しろうとは無知であるがゆえに､知って
いる人が知 らないことをわかるのである｡そこに市民が参加 して議論をするとい う意味が
ある｡
その構造を前提に して政策 を組み立てることが考えられる｡科学技術についての国民の
理解を増進するとい う政策が行われている｡ これは科学技術離れを防ぎ､人材を確保する
とい う目的をも兼ねている｡また別に､政策決定をする場合､国民の合意を得ることを基
本にするとい う民主主義の原則の再確認がなされることがある｡政策決定において国民の
意見を重視するとい う再三の意思表明がなされ る｡ただし､これ らに関わる政策担当者の
悩みはおそ らく本研究の冒頭で述べたように､国民の意見 とは何かはい くら問 うても簡単
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には明確化されないことにある｡そこで観点を変えて､理解増進政策と意見重視政策を重
ねてみることが考えられる｡つまり､理解を増進 させるだけで終わらず､そこで理解を増
進させた人々が何を問題 として考えるかとい うことをフィー ドバ ックして利用するとい う
ことであるo手続きを予め決めておき､人々の意見を文書化することが必要になろう.そ
こで､得 られた人々の疑問や意見が､意見重視政策に基づいて検討されるべきであろう｡
もし､新たな問題が提起されたとしたならば､そこに各分野の専門家を集めて解決策を考
えるとい うのが､理想的な形 となるであろう｡
科学技術に関する市民の意見とは､そ うした仕掛けをもって丹念に拾い上げるべきもの
であろうOそのような仕掛けをもって意見を収集 していかないと､市民の意見には拾い上
げるべき価値がなくなってしまうかもしれない｡単なるマスコミの論調のオウム返しに終
わって しまって国民の意見とは何なのかどうどうめぐりをせざるを得ない｡
本研究の目的 とした科学技術に関する市民の意見の形成の一つの形態は以上述べた段階
的意見形成モデルで説明できる｡この過程を経て､参加 した市民や専門家などの一人一人
の考え方が少 しずつ変わること､それこそが新たな政策の基盤 となるのではないかと考え
る｡
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第 7章 結論 対話的な政策アプローチの推進
7. 1 まとめ
本稿は､科学技術に関する市民の意見の性質を考えるうえで､コンセンサス会議を題材
とした｡第-章でコンセンサス会議の概要を述べ､第二章でコンセンサス会議の形成の歴
史をたどった｡ コンセンサス会議の仕組みは､米国に始まったテクノロジーアセスメン ト
の仕組みがデンマークの政治社会風土になじんで発展 したものであった｡その背景として
は､科学技術の社会化現象の中で､技術によって社会が変革 され､それが伝統的諸価値 と
対立 していることがあげられる｡近年､遺伝子組換えや地球環境問題など､科学技術 と社
会に関する問題の複雑化に伴い､科学者､技術者､行政だけで容易に解決できなくなった｡
そのため､様々な立場の者の意見の交換の場 としてテクノロジーアセスメン トを問題解決
の場 として用いるべきであると考えられた｡それが陪審制度や成人啓蒙教育の伝統のある
デンマークで市民が意見を形成す る会議 とい う形態- と変化 したのであるO コンセンサス
会議では､市民による常識的な判断が重要視 される｡
第三章では､日本で実際に行われた実験的なコンセンサス会議の状況を述べた｡このこ
とか ら､日本は欧州 と違ったコミュニケーシ ョンをする社会なので､会議が機能 しうるか
どうか会議開催前には危ぶまれたが､コンセ ンサス会議方式は円滑に運営 されたD従って､
このような方式は 日本でも運営 しうることが明 らかになった｡第四章ではコンセンサス会
議の意義について論 じた｡ コンセ ンサス会議が社会的なコンセンサスを形成するとい う期
待は､理論的な吟味の不十分 さによるものであった｡その意義は､コンセンサス作 りとい
うより､民主的な ｢問題の可視化｣ とい う意味が強いと解釈 されるべきである｡ しろうと
である市民が参加す ることによって､専門家にはみえない問題を可視化す ることができる｡
コンセンサス会議におけるコンセ ンサスとい うのは､社会全体のコンセンサスではない｡
第五章では､コンセ ンサス会議における意見の形成を説明するために段階的意見形成モデ
ルを提唱 した｡ コンセンサス会議は､限られた市民が専門家の説明を理解 しなが ら､しか
し必ず しも専門家のい うことを うのみにするのではなく､独 自の意見を形成 していく｡そ
の過程は段階的意見形成モデルによって説明ができる｡第六章では､政策的な含意を検討
した｡ コンセンサス会議で可視化 された問題 を､科学技術政策形成の-プロセスとして､
取 り込むべきである｡それによって､今まで政策形成のアジェンダに載 らなかった問題が
議論 される余地ができる｡ こうして､政策の幅が広が り､民意を考慮 しうるとい う意味で
政策の正統性を高めることができる｡ コンセ ンサス会議は､科学技術政策形成のパターナ
リズムに対 して､市民の意見を打ち出す場作 りとい う意味があるといえる｡
7. 2 政策提言
第六章での検討結果から､政策提言を以下のようにすることができる｡
第一に科学技術 とい う専門的なことがらに関 しても､関心を抱き､議論に参加 しようと
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い う市民は確実に存在する｡一そ うした市民を議論に参加させる場を設けることが､新たな
問題の可視化につながる｡コンセンサス会議のような市民 と専門家が一堂に会する会議 を
開くことは民主的な手続きにのっとることであ り､政策の信頼性 を高めることになる｡そ
の際に特定の意見を持つ者は専門家 として扱 うべきである｡また､その場に利害関係者の
意見陳述の機会を含めることも考えられ る｡ コンセンサス会議のような場を確保すること
を改策的に行 うべきである｡ そ うすることが科学技術政策決定の幅を広げ､民意を取 り入
れることになり､政策の信頼性を高めていくことになると考える｡ この際重要なのは､あ
らか じめ手続きを明確にしておき､公開性を保つことである｡
第二に科学技術の理解増進政策 と国民の意見の重視政策を統合するとい うことである｡
科学技術の理解増進は､国民の科学技術の理解水準を高めるとい うことを目標においてい
る｡科学館､博物館などの設置をその 目玉 としている｡そ して科学技術の理解を増進する
ことが政策に対する判断力を養い､ひいては科学技術人材の確保に役立つ としている｡そ
のことはもちろん良いのであるが､ここで政策の思想として抜け落ちているように考えら
れ るのは､人々の科学技術に対する理解 を増進 した後のフォローである｡科学技術に対す
る理解を増進すればそれだけ知識が増えるとだけ考えるのは早計ではないか｡知識を増や
せば､知的好奇心によって疑問が増えるのである｡そしてもっと根源的な問を発するとい
うことが考えられる｡
そ うした一般国民のもつ疑問に答え､なおかつわからない として残 されたことは､国民
の疑問として今後の研究課題 として取 り上げていかなければならないだろ う｡国民の意見
の重視の政策の中には国民の持つ疑問をとりあげる仕組みが今行われているものに増 して
あって良いのではないか｡
理解増進事業の中で､国民の中か ら発せ られる疑問の中か ら重要なものをスクリーニン
グして､それを科学技術に関する重要な国民の意見だとすることが想定できる｡そのよう
に して問題提起 されたことが らを専門家が解決に向けて努力するとい うことが考えられる｡
より具体的な提案をすれば､以下のようなことが考えられる｡国民の理解増進事業の機
会に参加するのはある程度科学技術に興味をもっている市民であると思われる｡そ うした
関心のある市民の意見を吸い上げて､整理す るとい うことが考えられる｡特定の科学技術
のテーマについて理解増進の機会 を設ければ､その際､あるいはその後､理解を増進 した
市民は疑問や感想や意見をもつことがあ りうる｡それをイ ンターネ ットなどで文書にして
送ってもらう｡そ してそれ らの うち重要な疑問や感想や意見に対 して回答をできるだけ行
うようにする｡その際､どれが重要な疑問であるのかを感 じ取る能力の高い人がそのスク
リーニングと回答の任 にあたることが必要であろうOそして､回答が難 しいことがらは残
された課題 を含むとい うことになるので､文書 として整理 してお く｡関心の高い市民が学
習 した後に残す疑問には重要なことが らが含まれる｡この残 された疑問を､データベース
化 し､その後専門家によって各事項について研究に値するのか否かを検討す ることが考え
られる｡研究に値するなら科学技術政策上の重要課題 として位置づけることが考えられ る｡
これまでの､科学技術理解増進方策は､国民に教え授けるない しは興味をもってもらう
とい う一方向のモーメン トにな りがちである.他方､国民の意見重視は､すでに貴重な国
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民の意見が存在 していてそれを伺 うとい う姿勢であり､これは別方向のモーメン トであるO
それらを有機的に組み立てて､理解 を増進 させたときに何を疑問と思 うかを吸い上げ､そ
れを政策課題ないしは研究課題 として読み替えて活用するとい う立場が有用ではないか と
考える｡
国民の意見重視に立った理解増進方策には市民参加 とい う要素も必要である｡単なる理
解だけでは足 りない｡市民参加 とい う体験を通 じ､他人 との議論を行って公的な観点か ら
意見を述べるとい うことが必要である｡単なる学習ではなく､専門家 との議論による相互
発展的なアプローチをとることが建設的な問題の可視化につながるQ国民の意見とい うも
のはすでに存在 しているだけではなく､コンセンサス会議のような場で深めることができ
るO国民の意見 とは数だけが問題なのではないO どの程度議論が深まっているかとい うこ
とも重要な要素である｡啓発 と議論を通 じた新たな意見の形成が求められる｡そ うした過
程を経ることによってコンセ ンサス会議等に参加 した当事者が少 しずつ 自らの考えを変え
ていくことが期待できる｡その上に新たな展望が得 られるのである｡
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1･ コンセンサス会議の趣意書
出典 :｢遺伝子治療を考える市民の会議｣報告書
｢遺伝子治療を考える市民の会蔑 (コンセンサス会蔑)｣
5■ヨ
市民 ･専門家ボランティア募集
1997年 10月4日
｢科学技術-の市民参加｣研究会
1.市民の会蔑 (コンセンサス会蔑)開催の趣旨
[なぜ､市民の会議か?]
現在､科学技術の発達 ･進歩は､一般の人々の生活に多大な影響を与えています｡科学技
術は､われわれの生活に利便性や快適さを与える一方､科学技術の開発や使用の是非､利用方
法をめぐる社会的な調整が各種メディアでも論議されることが多くなってきています｡
科学者 ･技術者といった専門家と政府 ･産業界を中心に科学技術を進めることについて疑
問が投げかけられる機会も多く見られます｡一方で､科学技術の発達や方向付けについて一般
市民の承認を得るべきだという声も強まっています｡他方､科学技術の専門知識を欠く市民に
責任ある対応が可能かどうかを懸念する声もあります｡
例えば､原発､廃棄物処理場の建設､遺伝子治療 ･診断､遺伝子組み換え作物､脳死 ･臓
器移植など､生活に直接､間接に影響を与える科学技術について､普通の生活者 (市民)がど
のように関われるのか､また関わればいいのかという問題はごく身近に提起されています｡
その一方で､一般市民が上に挙げたような科学技術について､問題を考え､自らの意思決
定をするための場は社会的にほとんど用意されてはいません｡ したがって､科学技術-の市民
参加のために､どのような場や方法を組織すればいいのかという問題は､今後の社会にとって
大きな課題の一つであると思われます｡
今回開催しようとする市民の会議は､科学技術-市民が参加するための機会 ･仕組みを振る
研究の一環として企画したものです｡
[コンセンサス会議方式を試みる]
コンセンサス会議とは､一般市民十数名 (市民パネル)が､問題とする科学技術について
さまざまな専門家の説明などを聞いた上で､討論を行なってコンセンサス (合意)を得るよう
努力する､すなわち日常生活という文脈から意見や提案をまとめる会議方式です｡このコンセ
ンサス会誌は､1980年代後半にデンマークで市民によるテクノロジー ･アセスメントの一環と
して生み出されました｡90年代に入ると､オランダ､イギリス､ニュージーランドなどでも
行われるようになり､97年春にはアメリカでも実験的に試みられています｡
欧米諸国と比べ､日本は討論に慣れていない風土があり､こうした方式は日本にはなじま
ない､とよく指摘されます｡しかし､私たちは市民による会議方式 (コンセンサス会誌)がど
の程度できるのか､またどの程度意味を持ちうるかも含め､実験的に開催する意義は十分にあ
ると考えます.私たちはこの試みを通じて､｢日本的な｣､あるいは ｢日本において可能な｣市
民参加の方式を検討し､探りたいと考えております｡
〔第一歩としての市民の会議]
私たちは､その第一歩としてこのコンセンサス会議方式を試みようと考えました｡そして､
幸いにも､この私たちのプロジェクトは､ トヨタ財団､日産科学振興財団の研究助成をいただ
くことができました.
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デンマークでは､1回コンセンサス会議を開くのに､2000万円近い経費が使われてい
ます｡それに対して､今回私たちが利用できる資金はその10分の1強です｡ したがって､今
回の会議は､コンセンサス会議方式を､試みとして行わざるをえません｡また､そのために､
一般市民の方々､専門家の方々には､この試みに賛同していただいた上で､ボランティア と
してこの会議に参加していただかなければなりません｡
この市民の会議においては､市民パネルの方々 (市民パネラー)が理解 した上で話し合い
を行っていただくことが主眼です｡そこで､市民パネラーには時間をかけて科学技術に関する
専門的事柄に関して､知り､考えていただくという努力をお願いしなければなりませんし､ま
た､専門家の方々には､市民パネラーに分かりやすく説明していただくというご苦労をお願い
しなければなりません｡
[なぜ遭伝子治療か]
今､さまざまな科学技術が新たに社会に入ってこようとしています｡遺伝子治療という研
究はその一つです｡報道に見るように､95年には北海道大学で免疫に関わるある辞素ができ
ないADA欠損症という病気を治療するためにこの方法が用いられ､さらに､エイズ治療､がん
治療を目標として､実験的に行われようとしております｡
私たちにとって､遺伝子､遺伝子組み換え､そしてそれを用いた遺伝子治療は決して分か
りやすいものではありませんし､また､それが私たちとどう関わるかは､よく分からないのが
現状ではないでしょうか｡しかしながら､病気に無縁な人はいない以上､誰しもが新たに開発
された治療技術と出会う可能性をもっています｡そこで､私たちはこれを､テーマとすること
にいたしました｡
[市民の会議とSTS国際会意]
この r市民の会議｣は1998年1月より3月までに3回開催 します｡会議では､専門家によ
り遺伝子治療をめぐる論点と専門的知識を提示 していただき､市民パネルが主体となって専門
家と質疑を行います｡最終的に､市民パネルはこのテーマに関する論点についての見解をまと
めることになります｡
さて､来年早々の1998年3月に､東京 ･広島 ･京阪奈を開催地として､STS国際会議が開催
されます｡これは､広く科学技術と社会の相互作用を研究対象とする日本の研究者集団によっ
て企画され､国際キリスト教大宰相上陽一郎教授を組織委員長として､ヨーロツ/く､アメリカ､
アジアなど,国内外の研究者を集めることになっています｡
このSTS国際会議において､京阪奈でも公開シンポジウムを設けることになり､私たちの
この試みを､広く一般の方々に紹介することになりました｡この公開シンポジウムでは､｢市
民の会議｣の趣旨､遺伝子治席についての解説､会誌の結果得られた結論などを示し､このよ
うな会議の方式の､日本における可詑性と意義について検討したいと考えています｡
[この ｢市民の会議｣についてのお問い合わせ ･連絡先]
この試みの音義にご賛同下さる多くの方々のご参加をお願いいたします｡
r市民の会誌｣についてのご連絡､お問い合わせは次-お顔いいたします｡なお､電話では
対応できない場合が多くありますので､出来る限り､郵便､ファクシミリ､e-mailをお使いく
ださるようお願いいたします｡
〒350-03 埼玉県比企郡鳩山町石坂
東京電棲大学理工学部
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若松征男
Tel:0492-96-2911(内3310) Fax:0492-96-5132
e-mail wRkRmat白布idendaiacl'p
･[主催]
｢科学技術-の市民参加｣研究会
(東京電機大学理工学部教授 若松征男を中心とする研究者グループ)
[この試みのための資金]
この試みのための資金 :トヨタ財団 1997年度研究助成､日産科学振興財団の研究
助成による｡
2.｢遺伝子治療を考える市民の会蔑｣の実施手続き
日程と開催場所
# 1997年11月下旬まで 参加者 (専門家 ･市民)募集 ･依頼
# 1997年12月上旬 市民パネラーの決定 ･依頼
# 1998年1月初句 市民パネラー向け説明資料配付
# 1998年1月24日 (土)(午前11時開始､午後5時終了予定) 第1回会合
# 1998年2月21日 (土)(午前11時開始､午後5時終了予定) 第2回会合
# 1998年3月07日 (土)(午前11時開始､午後5時終了予定) 第3回会合
第 1回～第3回会合の場所 :大阪科学技術センター (予定)
# 1998年3月21日 (土) STS国際会議における一般公開シンポジウム
場所 :けいはんなプラザ､時間 :午接5時～7時半 (予定)
(1)市民パネラーの募集 ･選定
｢市民パネラー募集について｣:大がかりな宣伝 ･広告はできません｡新聞への催 しもの案
内欄-の投稿､コミュニティ新聞など-の投稿､インターネットを使った募集､および､私た
ちの個人的ネットワークを使うことなどによって募集いたします｡なお､会議を大阪 (大阪科
学技術センター)で開き､公開シンポジウムをけいはんなプラザで開催するため､今回は関西
地区から､募集いたします｡
｢市民パネラーの選定｣:できる限り､年齢､性別､職業などのバランスをとるように､応
募者の方々から十数名程度 (目標)を選ばせていただきます｡なお､市民パネラーは遺伝子治
療に関する知識をもつことを前提としていません｡
11月末までに募集を終了し､市民パネラーを決定する予定です｡
ご応募は 11月20日 (木曜日)までにお願いします｡
(2)討議する論点について
当研究会がこの会誌の運営委員会となり､事前に､市民パネラーで討議していただく論点
を整理し､5-6点用意いたします｡
ここでは､主に､人の遺伝子を操作することの技術的 ･社会的 ･倫理的意味､人体治療実
験についての社会的な許容､インフォームドコンセントの実態などが議論の焦点になると考え
られます｡なお､これは､会議の途中で別の論点が出てくることを排除するものではありませ
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ん｡
(3)市民パネラー向け説明資料配布
参加していただく市民パネラーの方々に理解しやすいように､専門家の方々に､説明のため
のごく簡単な資料を作成 していただき､事務局から市民パネラーにお配 りします｡
また､遺伝子とは何か､遺伝子換作とは何かに関する予備的な知識の説明資料は､事前に､
運営委員会で作り､お配りします｡ ◆
これらの資料は､あらかじめ､市民パネラーに事前に読んでいただくようお願いします｡
(4)第 1回会合
まず､運営委員会が ｢市民の会議｣の趣旨 ･運営の説明､遺伝子治療に関する論点の提示､
基礎知識の説明 (配布資料の復習)を行います｡その後､専門家によるプレゼンテーションを
3-4件､行っていただきます｡
プレゼンテーションでは､遺伝子治療に関する意義 ･現状 ･今後の見通し･.問題点 (技術的
なものだけでなく､社会的､倫理的なものを含む)を､第2回会合を含め､専門家から､わか
りやすい言葉で説明していただき､理解を深めます｡プレゼンテーションは全体で10件程度
を考えており､それぞれ､報告30分､質疑15分で行う予定です｡
(5)第 2回会合
専門家によるプレゼンテーションを5-6件､行っていただきます｡
(6)第3回会合
運営委員長が議長となり､遺伝子治房に関する市民パネルの意見を4-5時間かけてまとめて
いただきます｡ここでは､意見などを文書化するために､運営委員会から書記を出しますが､
発言はしません｡また専門家はこの議論には参加しません｡
なお､討議した結果 (コンセンサス)に､科学知識上の誤解 ･誤認などがないかどうかだけ
は､専門家にチェックしていただきます｡
(7)STS国蘇会議における報告会 = 公開シンポジウム 1998年3月21日 (土)
一般公開で行われる最終報告会 (科学技術と社会に関する国際会議の公開シンポジウム)
では､この会議の趣旨､これまでの会合がどのように行われたかを紹介 し､さらに専門家お二
人に遺伝子治療をめぐる解説をしていただきます｡そして､市民パネルから､この会議を通じ
て得られた討議の結果 (コンセンサス)を報告していただきます｡さらに､この会議に参加さ
れた市民 ･専門家の方々から､会議全体-の感想､意義 ･役割についての意見などをお聞きし
ます｡その後､会場との質疑 ･意見交換を行います｡
3.報道関係者-の発表
托道関係者には､この会誌についてのプレスリリ-スを準備段階から最終報告まで､機会
を捉えて行う予定でおります｡
4.専門家の方々にご協力をお顧いする事柄
(1)市民パネラー向け説明資料の作成
A4数枚程度で一般市民にわかりやすい言桑でご自身の論点を説明したもの｡
(2)｢会誌 ｣と最終報告会-のご参加 (計2回)
1)第 1回または第2回 ｢会読｣におけるご説明 (30分程度)と質疑応答 (15分)
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2)最終報告会 (1998年3月21日(土))-のご参加 と質疑応答
5.市民パネラーにご協力をお廉いする事柄
このテーマに興味をもっていただくことだけが市民パネルに参加 していただく条件です｡
そ して､遺伝子治療につい{理解 し､議論に参加 していただくことになり【ます｡具体的には以
下の条件に同意していただきます｡
(1)3回の会合および公開シンポジウム-のご参加 (計4回になります)｡
く2)このテーマについて､見解をとりまとめていただくこと｡
なお､報告書にはお名前､ご職業だけを明記させていただきます｡ただし､ある意見がど
なたのものであるかを特定できないようにいたします｡
6.費用などのお支払い
# 専門家の方々-
･説明資料作成について謝金 :1万円
･旅 費 ･宿 泊 費 :大 阪 ･け い は ん な プ ラ ザ ま で の 往 復運 賃 及 び 宿 泊 費 (実
費相当定額払い)
# 市民パネラーの方々-
･会議場までの往復運賃
7.｢遺伝子治療を考える市民の会議｣のホームページ
現在構築中ですが､とりあえず､以下のア ドレスでご覧いただけます｡
h_ttp:mlistec.hss.titech.acipl_course/_I_nakaiimaJstsmee_t/gene.htm1
8.その他
# デンマークのコンセンサス会議につきましては､以下をご参照下さい｡
若松征男 :｢素人は科学技術を評価できるか｣『現代思想』96年5月号
小林博司:｢拡大されたピアレビューの可能性- rコンセンサス会議｣の事例｣､STSYearBook,
1997(投稿中)
# sTS国際会議につきましては､下記にご連絡 ください｡
1)中央オフィス
sTS国際会議組長歳委員会
〒102 東京都千代田区九段南4-7-22-2F (樵)バイリンガル ･グループ内
2)サブオフィス
sTS匡Ⅰ際会誌組識委員会
〒182 東京都調布市調布ヶ丘1-5-1
電気通信大学大学院情報システム学研究科 小林信一気付
Fax:0424-85-9843
e-mail 阜IS@kob･is.uec･ac.｣_旦
# sTS国際会議のホームページは以下のア ドレスで見られます｡
hLCP://-W.hostcinf･shinshu-U･actjp/stsconFjp･html
# (ご注意)STS国際会誌の連絡先と ｢遭伝子治療を考える市民の会誌｣の連絡先を
お間違いのないよう､お願いします｡
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2. コンセンサス会議の日程表
1998年3月7日 論点について意見 .提案のとりまとめ
1998年3月21日
STS国嘩会議における
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｢市民の会議｣の実施図
今回のテーマ :インターネット
1999年 2月 27日 専門家ワークショップ (9名)
I!=:-■l■
-~一一一一一一一一一一一一一一■一一一一一■一一一一■■■-■一一■-一-
u ⊂三= コ
二幸
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3, 第-回コンセンサス会議の論点
5.左遷伝子,･'E79度を考える市点の会最/にお/fる窟点 (i)▼1.現在の技柿で可能な遺伝子治療の持つ有効性をどのように評価するか｡
また､その将来性についてどのように考えるか｡
例えば
○遺伝性疾患の場合 (ADA欠損症など)
○ガンやエイズの場合
○他の治療法がある場合 ･ない場合
○治療に伴う苦痛 ･拘束
○治療に必要な費用 (回数 ･期間)
○開発研究的な性格の問題
○遺伝子治療の将来性
▼2.遺伝子治療が持ちうる危険性についてどのように考えるか｡
例えば
○ベクターの安全性
○導入された遺伝子の体内での挙動に関する安全性
○人間の遺伝子や生態系に対する影響
○治療の可能性とそれに伴う費用や ｢危険性｣のバランス (リスク)
▼3.遺伝子治療は宗教的 ･道徳的な問題を提起するだろうか｡
例えば
○遺伝子を操作することに伴う倫理的問題
○受精卵への介入の禁止という厚生省のガイドライン
○体細胞遺伝子治療と生殖細胞遺伝子治療
▼4.遺伝子治療の実施に伴って出てくる具体的な問題をどう考えるか｡
例えば
○審査に関わる手続き上の問題 (学内審査体制など)
○厚生省 ･文部省のガイドライン
○医薬品としての審査 (ベクターなど)
○インフォーム ド･コンセント(患者に対する十分な説明と同意)に関わって
▼5.遺伝子治療に社会全体としてどう取り組んだらいいのか｡
例えば
○審査体制とその情報公開
○医療経済からみた遺伝子治療
○基礎研究と臨床治療
○アメリカへの依存と国産化 (パテントの問題)
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4. 第一回コンセンサス会議の市民の意見
出典 :｢遺伝子治療を考える市民の会議｣報告書
｢遺伝子治療を考える市民の会議｣の意見
1998年3月7日
論点1 現在の技術で可能な遺伝子治療の持つ有効性をどのように評価するか｡また､その将来
性についてどのように考えるか｡
有効性については､今回の専門家の説明からは､十分証明されたとは言い難い｡しかし､将来
的な可能性としては､利益を受ける患者がいると思われるので､一つの選択肢となる可能性があ
り､研究に値する｡しかし､研究を進めるには何らかの制限が必要である｡どの程度制限するか
が一番大切な問題である｡遺伝子治療の第-線の研究者は､分かっているメリット､デメリット
をはっきりさせるなど､路床治療の有効性について､将来の見通しを明らかにすべきである｡
論点2 遭伝子治療が持ちうる危険性についてどのように考えるか.
1.治療に使うウイルスのベクターは､発ガン性 ･病原性 ･不純物混入などについての危険
性を持っている｡ベクターとしてのウィルスは病原性をなくしたものではあるが､その起源
が病原性のものである点に不安がある｡
2.遺伝子を操作したためにおこる危険性は､今のところ誰にもはっきりわかってはいない｡
薬でいうところの副作用に相当するものの危険性もわからない｡科学者はこれまでのところ､
その危険はないようだと言っている｡
3.遺伝子治療を推進する専門家だけが研究の審査 ･評価を行っている状況には不安が残る｡
研究者だけではない広い多面的な評価で補う必要がある｡
4.現在の遺伝子治療は治験段階であり､その有効性 ･危険性 ･安全性が市民にはよく見え
ていない｡技術の安全性を評価する第三者的な機能が必要である｡
5.研究を推進することは有効性の追求である｡危険性についての研究は行われてはいるが､
さらに積極的に進められることが必要である｡
6.リスク回避のためには､広範囲にわたる情報の収集と開示が必要である｡そうすれば､
医療を受ける側と行う側の間の信頼関係を強くするのに役に立つ｡
論点3 遺伝子治療は宗教的 ･倫理的問題を提起するだろうか
1.遺伝子治療における倫理的問題はリスクの問題に還元されるか?
倫理的問題は漠然とした問題として語られることが多いが､暖味な不安ではなく､何が不安か､
何が問題かをはっきりさせ､リスクの問題として捉える必要がある｡しかし,倫理的問題はすべ
ての不安がリスクに還元されるわけではなく､そうでない ｢暖味な｣不安も重要である｡
2.生殖細胞を対象にした遺伝子治療がどのような形で倫理的な問題を引き起こすかをきちんと
考えてみる必要がある｡
(現在の厚生省のガイ ドラインでは､生殖細胞を対象にした遺伝子治療は禁止されているが､)
倫理的問題として生殖細胞をなぜ操作してはいけないのか?生殖細胞操作に関しては､まだ解明
されていない知識の問題や.まだ解明されていない技術的な問題があるが､それらの問題が解決
された場合に､介入に賛成の意見も､反対の意見もあった｡
現在の厚生省のガイドラインについては､おおむね賛成であるが､その場合でも､操作するこ
とについての是非は理由を明確にすることが必要である｡その理由としては､遺伝子治療等に関
しての知識を持つ者が､それを持たない他者の将来を決めることになりかねないし､次世代の価
値観を今の世代が決めてしまう可能性があるということが考えられる｡また､現時点での科学技
術で解決がついているからといって.将来的に問題が起こらないということにはならない｡
ヽ
少数意見として､理由と効果が明快な場合､ ｢悪しき生殖細胞｣であれば操作してもよいので
はないかとの意見もあった｡ただし､その場合でも､病気の重篤さを配慮して､治療の可否を考
慮するべきことは言うまでもない｡
3.体細胞を操作することにも倫理的問題がないのか｡
専門家パネルの説明によれば､体細胞を操作することによって､生殖細胞に影響を与える可能
性は否定できない｡また､体細胞と生殖細胞の境目は必ずしも明確でない｡したがって､将来的
には問題が生じる可能性がある｡
もう一つは､ rすべり坂効果｣という問題がある｡人の欲望によって､本来の目的を離れて､
生殖細胞の操作にまで進んでしまうという可能性がそれである｡この一つの対策として､ガイド
ラインをしっかりする必要がある｡
4.宗教的な問題について
遺伝子治療の技術開発については､特定の宗教的な意図が働いてはいけない｡ただしこのこと
は､個人がその技術を利用してその治療を受けるかどうかに関して､その個人の宗教観が影響し
てはいけないということではない｡
5.遺伝子診断と遺伝子治療の関係について
倫理的 ･道徳的な問題として､遺伝子診断と遺伝子治療を切り離すことができないのではない
かという意見が出された｡しかし､両者をまとめて論じることによる混乱を危倶する意見もあっ
た｡
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論点4 遺伝子治療の実施に伴って出てくる具体的な問題をどう考えるか
われわれは､この問いのなかの ｢具体的な問題｣を､患者の視点から遺伝子治療をながめた場
合に浮かび上がる問題と理解した｡特に重要と考えられる問題は､インフォームド･コンセント
である｡以下､インフォームド･コンセントの意義およびその問題点についての見解を述べる｡
1,インフォームド･コンセントの意義
インフォームド･コンセントの実施は､患者に対する病気の告知を前提としている｡遺伝子治
療の場合､現行の厚生省のガイ ドラインにもとづけば､インフォームド･コンセントの実施は致
死性の疾患の告知と等しい｡この点で ｢告知されない権利｣の確保の必要性があると考える｡そ
してこの場合には当然､遺伝子治療が不可能になる｡
告知を前提としたインフォームド･コンセントの実施は,治療に関する自己決定を担保する条
件である｡しかし､ ｢告知されない権利｣ーをも確保するためには､告知方法 ･様式の自己決定の■
手段を工夫する必要がある｡
2.インフォームド･コンセントの問題点
(1)具体例にもとづく検討
われわれは遺伝子治療におけるインフォームド･コンセントの一つのサンプルを利用し､検討
した｡
①文体､用語の難解さ
このサンプルは全体として非常に長く､専門的用語が多数使用されており､専門家ではない患
者とその家族 (代講者)が容易に理解できるものではない｡極論すれば､専門家のアリバイ作り
とさえ疑われかねない｡
(診選択肢 (治療 ･ケア等)の提示の不十分さ
末期ガン患者の選択肢として､遺伝子治療以外に尊厳死やホスピスなどが考えられるが､この
インフォームド･コンセントにおいて､それらが十分に提示されているとはいえない｡
(2)改善すべき点
①患者の視点の導入
現行の厚生省ガイドラインにもとづけば､インフォームド･コンセントの文書は大学において
原案が作成され､学内委員会の検討を経て厚生省の委員会において検討 ･承認されることになっ
ている｡このような仕組みにおいて､患者の視点がインフォームド･コンセントの文書に反映さ
れる可能性は低いと考えざるをえない｡
したがって､患者の視点を導入するための制度的仕組みあるいはチェック体制をつくることが
重要である｡特にこの場合,政府棲関ではなく､第三者的擁関の方がふさわしいと考える｡
(参 ｢カウンセラー｣の必要性
医療の現場において､患者と医師の関係は対等とは言い難い｡遺伝子治療を拒否すれば治療し
てもらえないのではないか､といった懸念が患者に生じている可能性は無視できない｡
したがって,インフォームド･コンセントの実施の場面においては､医師と患者を仲介するカ
ウンセラーの役割をもつ人間が必要不可欠である｡このようなカウンセラ-には､治療のわかり
やすい説明や､先にふれた尊厳死やホスピス等の選択肢の十分な提示と説明が期待される｡
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論点5 遺伝子治療に社会全体としてどう取り組んだらいいのか｡
今後､遺伝子治療に社会全体で取り組む場合､以下の諸点に気を付ける必要がある｡
1.情報公開について
遺伝子治療について一般にはほとんど知られていないので情報公開を進めなければならない｡
その際､注意すべき点として､以下の指摘があった｡
(1)世界的に情報を公開する必要がある｡
(2)患者に理解可能な形での情報公開が必要である｡
(3)個人が判断するために自ら探索可能な形での情報公開が必要である｡
そしてこのような情報公開の仕組みを有効に捷能させるために､広い意味での生物に関する教
育 ･啓発も重要である｡
2.アメリカへの依存と国産化について
アメリカへの依存の問題ということに関しては､現在の日本の規制緩和の動きから見ても､今
後世界は国境のない方へ向かっていくと思われるので､アメリカへの依存についてはあまり問題
にする必要はないという意見があった｡
他方､対立する意見として､次のようなものがあった｡現状では遺伝子治療に関する各種のパ
テントはアメリカが押さえている｡したがって､遺伝子治療について欧米諸国の実験結果を参照
持するためにも､日本での基礎研究 ･応用研究の推進は今後とも必要である｡
また､特定国の遺伝子関連企業 ･資本にまって技術開発の方向が左右されることに注意する必
要性があるという意見もあった｡さらに､資本の論理によって､遺伝子治療の技術開発及び拡大
普及に影響が及ぶという懸念があった｡
3.医療経済の問題
この間題に関しては､次のような問題を検討すべきであるという意見が出された｡
(1)少数者への遺伝子治療は高祖治療となっているが､医学研究の予算の公平な配分という観
点から問題はないのか｡
(2)より効果的な費用配分をどのように意思決定するのか｡
(3)ガンなどを発現させる環境要因の研究への資金投入と遺伝子治療への投資の関係の検討が
必要ではないのかQ
以上
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5･ 第二回コンセンサス会議の市民の作成した鍵と
なる質問
出典 :l高度情報社会-とくにインターネットを
考える市民の会議｣報告書
鍵となる質問
｢高度情報社会一特にインターネットを考える市民の会議JL
平成 11年 6月 12日
｢鍵となる質問｣-の回答に当たっての前提として :分かりやすい言葉でお話し頂きた
いこと !
○全体として インターネット先進国である米国の現状について
○社会的影響
インターネットの普及に伴 う社会的な影響､具体的にはライフスタイルの変遷､コミニ
ュティのあり方､思考様式への影響､地域社会の問題等についてお聞きしたいOまた､使
わない人への差別化は避けられるのでしょうか?インターネッ トが国境を越えることをど
う考えられますか?
○使い勝手
(i) メーカーの初心者対応はこれでいいのでしょうか? (例えば､メーカーのマニュア
ル作成担当者 ･初心者対応担当者など)
(2) ハー ドウェアはどう変わるのでしょうか? (例えば､メーカー担当者など)
(3) ソフトウェアはどう変わるのでしょうか ? (例えば､水越さん ･名和さん)
1)英語でないと駄目なのでしょうか?
2)用語はどうしてこんなに妻臣しいのでしょうか?
(4) インJ7ラはどう変わるでしょうか?
1)利便性とコス トの関係 (例えば､名和さん ･NTTやKDDの担当者)
2)通信費は安くならないので しょうか (例えば､通産省や郵政省の担当者､あるいは
それに詳しい研究者)
○悪影響から市民を守る
インターネットによって起こりうる犯罪被害から､どのように市民を守れるでしょうか｡
法規制面､慣習面､技術面からの対応をお聞きしたいOまた､もし被害が起こったら､ど
のような救済策があるのでしょうかC被害にあったら､どこに助けを求めることができる
でしょうか.⊃(犯罪被害の例 :うその情報流布､ポルノ､ウイルス､個人情報漏洩､クレ
ジットカー ド悪用､パスワー ド悪用､毒物薬物販売､ネズミ講､株価の操作による被害､
など)(例えば､牧野さん､暗号鍵の専門家､警察など)
○教育
(i) 日本における情報教育 (インターネットを中心として)の現状はどうなっているの
でしょうか?
(2) 比較として､各国における情報教育の実状はどうなっているのでしょうか?
(3) これからの日本における情報教育をどうすればいいでしょうか?
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6. 第二回コンセンサス会議の市民の意見
市民パネル報告書
1999年 7月 31日
この文書は､｢高度情報社会- 特にインターネ ットを考える市民の会議 (コンセンサ
ス会議)｣の市民-ネル報告書であるC コンセンサス会議とは､十数名の一般市民 (市民
パネル)が､議題 とする科学技術 (今回はインターネット)について､各分野の専門家の
説明などを聞いた上で討論を行い､コンセンサス (合意)を得ることを目的 とする｡つま
り､市民の日常生活から書見や提案をまとめる会議方式である｡今回の会議では､市民ハ
ネルは､5月 29日と6月 12日に専門家の説明を聞いて ｢鍵となる質問｣を作成 し､さら
に､それに対する専門家の回答を7月 24日に聞いた上で7月 31日にこの報告書をまとめ
た｡
に の報告書がまとめられた当日の経過についての説明]
(市民パネルはこれを事務局に委ねた)
1.市民パネルは 19名で構成 されているが､この討論には 1名が欠席 したC
2.当日は午前 11時に開会した｡討論に先立って､事務局はその進め方について説明し､
おおよそのタイム ･スケシュールを示 した｡ついで､目標 とする報告書のサンプル と
して三つ (日本で行われた第 1回の遺伝子治療をめぐる会議の意見文書､デンマーク
で 99年 3月に開催された会議から､序文と二つの質問に対する見解 ･提言､99年 5
月に開催されたイギリスの放射性廃棄物をめぐる会議から､二つの質問への見解 ･提
言)を示 し､二の討論における市民パネルの課題について理解を求めた｡なお､7月 24
日本会議第 1日に欠席 したメンバーがこの討論に参加することについて､パネルの了
承があった｡
3.以降 12時過ぎまで､それぞれ､これまでの経緯を踏まえてどう考えているか発表し､
それをめぐって意見交換 した｡
4.昼食の後､午前中の議論内容の整理が行われ､どのように討論するかについて話し合
った｡その結果､鍵となる質問に沿って討論することとし､4つの大質問をそれぞれ
グルーブ (5人､5人､4人､4人)に分かれて討論 した｡なお､グループ分けについ
ては､特に参加 したい､と表明 したパネ リス トはそのグループに参加することとし､
残V)のメンバーは参加者 リス トを用い､事務局が機械的に割 り振ったO
5.それぞれのグルーフでの討論結果を発表 した上で､メンバーを入れ換えて再度 4 グル
ープ (特に参加 したいグループを表明 したメンバ-はそのグループに入 り､それ以外
は事務局が指定した)に分かれたDそ して､各大質問についての討論結果を踏まえて､
さらに討論 し､共通理解､提言などについてのまとめを行った｡
6.各グルーフ'のまとめた文書を一体化し､それを配布の上､全体討論を 2時間近く続け
た上で､最終的にこの報告書はまとめられた｡ ここでは､特に､鍵となる質問の順序
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が何段階かにわたって組み替えが行われ､この報告書となった｡討論は午前 11時過
ぎから､昼食を含めて9時間に及んだ｡
7.自己情報コン トロール権､OECD,EU,JIS規格等のガイ ドライン､ネ ットデイについ
ての説明が必要であることが指摘され､これについては､事務局が 7月 24日の回答者
説明､レジュメを用いてまとめ､初出部分に掲げることとした｡
8.ここに示 した経過によって分かるように､一部､ことに報告書の最終的なまとめにお
いては､全体で討論 した｡ しか しながら､多くのメンバーはグループ討論において､
二つの質問を扱い､すべての質問について十分な討論をしてはいないことを指摘 して
おく必要があろう｡
*******
1:社会的影響
質問 : インターネノトcr)普及に伴 う社会的な影響.具体的にはライフスタイ′レの変遷､コミニユ
ティのあり方､思考横式への影響､地域社会の問題等についてお聞きしたい｡また､使わない人-
の差別化は避けられるのでしょうかつインターネッ トが国境を越えることをどう考えられますか?
市民パネルの共通理解
インターネットには､社会に与える影響という点で良い面と悪い面があるQ
インターネッ トは､電子取引や情報収集などの利便性があり､また､誰も参加可能であ
ることや､時間や距離を越えたアクセスが可能になることによりボーダーラインがなくな
ること､個人の主張が公的機関などに向けて広く発信できることなどの利点があり､さら
に普及 していくものと考えられるO
-方､悪い面として､匿名性を悪用 した犯罪､迷惑メール､無責任､受け手のことを考
えない情報発信､嘘の情報など､非対面コミュニケーションの悪い面もある｡このような
悪い面については､自己情報 コン トロール権の確立及びその教育による向上などにより対
策 していく必要がある｡
提言 :
ここでは特に､インターネットの健全な発展-の提言として､以下の3点を挙げたいO
(1) 公共機関-の要望
コンピュータを持たない人､障害を持つ人に対 しての社会的支援として､行政は､図書
館や学校などの公的機関でのインフラの整備､地域社会における使えない人 (老人など)
へのサポー トとして公的機関やボランティアに基づく支援を拡大していくべきである｡
(2) 市民への要望
市民の側からも､ネットデイのように社会に積極的に働きかけていくべきである｡
(3) マスコミ-の要望
有用な情報をより伝えていくために､ネットデイのような活動をマスコミがもっと取 り
上げるべきである｡
なお､この提言はインターネットを利用することを前提としてなされた｡ しかしながら､
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各人がインターネットを利用するかどうかを判断するために､広範囲の関連情報が公開さ
れ､わかりやすい説明が提供されるべきである｡
自己情報コントロール権 :コンピュータを駆使 し､デジタル化された情報を相互に関連づければ､
情報を持つ者は無敵の独裁者になってしまう｡ しかし､規制が過度になりすぎると､ネットワーク
のメリットを損な うユそのバランスを取るために､プライ′こシーとい う概念を再定義 しようとする
読み｡これに対応するには､情報を収集される側に､自分に関する情報についての何らかのコン ト
ロールを及ぼす権利､すなわち ｢自己情報コン トロール権｣としてのプライ/くシーを考えればよい｡
1967年にアメリカのアラン ･F･ウエスティンの 『プライバシーと自由』において提案された｡
ネットデ,L ネッ トデイとは､休日に轟 還 墓誌 が学校に集合し､ネットワークの回線を教室
に引くとい うイベン ト (市民運動).クリン トン大統領がこの運動を推進する声明を出してから一
気に全米-拡大した｡1995年までの学校のインターネット接続率はわずか 12%だったが､現在で
は 75%を超える｡最初のネットデイでは､全米 4000あまりの学校に 10万人のボランティアが集
合して､ネットワーク配線の工事をした｡ 日本でも各地の市民起業家の手によって､学校の情報化
支援のためにネッ トデイが開催されている｡
2:使い勝手
質問 :
(5) メーカーの初心者対応はこれでいいのでしょうか?
(6) -ー ドウェアはとう変わるのでしょうか フ
(7) ソフ トウェアはとう変わるLlr)でLJ:うかウ
日 英語でないと駄目なのでしょうかつ
2)用語はどうしてこんなに穀しいのでしょうかつ
(8) インフラはどう変わるでしょうかつ
3) 利便性とコス トの関係
4) 通信費は安くならないのでしょうかつ
市民パネルの共通理解
(i)から (3)に関 しては､専門家の回答の趣旨は､インターネ ット技術の現状が発展
途上の段階であるということの指蹄であった｡
(1)初心者対応について
現状を肯定する議論は無かったこ今後改善ざれねばならないという点で､専門家の間で
も合音が存在するようであるQ
(2)-ー ドについて
将来のことははっきりとしないが､徐々に使いやすくなっていくはずだとい う見通しが
提示されたC
また技術の変化が激 しいので､現状の-- ドのあり方の永続を前提とした議論には限界
がある｡
インターネットを使 う上で必ずしもパソコンを前提とする必要はない｡
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(3) ソフトについて
ウィン ドウズ95の登場によって､インターネットが学者や専門家の道具から一般人の
道具になったということを考えると､たかだか4年の歴史 しかないOこのことが現状の使
い勝手の悪さの説明になるであろう｡
(4)ネットワーク ･インフラの利用コス トについて
日本のネットワーク ･コス トは依然として高い.プロバイダーの接続料金は日米の差が
小さくなっているが､問題は電話料金である｡アメリカでは2000円から3000円 (月額)
であるというが､日本で導入予定の定額制の場合､10000円 (月額)と高額である｡
プロバイダー側の説明 (使い放題の定額制の導入はユーザーの増加につながり､設備投
資が必要と主張)と郵政省側の説明 (IP接続サービスによって､従来のような電話回線へ
の投資は不要)とが整合性を欠いており､利用料金の高額さの解消の方向性が十分に理解
できなかったO
(5)その他
バリアフリー化､障害者対応が遅れている｡
提言
(1)インターネットが社会のインフラの一つとして成長するべきだとすれば､インター
ネットに使用されるパ ソコン等の機器のハー ドおよびソフ トの規格が統一され､操作性が
向上することが望ましい｡
(2)インタ-ネットが発信型メディアでもあるという点を考えれば､キーボー ドは有力
な入力手段であるが､バ リアフリーを推進するためには､低価格で提供可能なタッチパネ
ルや音声入力装置等を開発し､各人の身体的条件に応 じた発信能力を確保できるようにす
ることが望ましいO
(3)バ リアフリーの実現のためには､ホームページなどの作成に関してはガイ ドライン
を策定し､障害者-のアクセスビリティ-を確保することが望ましい,.そのためには公的
補助も検討されるべきであるが､同時に情報関連企業も社会的貢献という観点から積極的_
に取 り組むことが望ましい｡
(4)現在は電話回線を利用する通信が主流であるが､それに伴 う通信費の高さは利便性
を損なっている｡恐らく回線利用コス トに競争原理が機能 していないことが､通信費の高
さの原因であり､その改善が望まれる｡他方､日米の料金格差は､消費者の求めるサービ
スの質の差異と関係 している可能性があり､料金設定の内実を開示すると共に､サービス
の質に応 じた料金の多様性を実現し､選択の可能性を拡大することが望ましい｡
3:悪影響から市民を守る (犯罪被害)
質問 : インター ネットによって起こりうる犯罪被害から､どのように市民を守れるでしょうかQ
法規制面､慣習面､技術面からの対応をお聞きしたい｡また､もし被害が起こったら､どのような
救済策があるのでしょうかC波害にあったら､どこに助けを求めることができるでしょうか｡(犯
罪被害ml列.うその情報流布.ポ/しノ､ウイルス､個人情報漏洩.タレシットカート悪用､パスワ
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-ト悪用､毒物薬物販売､ネズミ講､株価の操作による被害､など)
市民パネルの共通理解 :
(1)悪影響とは何か?
インターネットでなくとも従来生 じていた犯罪が大半を占めるが､ただインターネット
のために犯罪の性質が大きく変化 したのは確かである｡その変化の原因は 1つに送信先の
~不特定多数性､また 1つに発信時における心理的バ リアの低下があげられる,
(2)情報発信 ･受信において誰t'が被害者になると同時に加害者になる可能性も存在 し､
また､情報の保管 (管理)･利用についてもパスワ- ドを変更する､重要情報はネットに
つなげない､といった努力が必要である｡
(3)自己情報コン トロール権
大枠として 9_写Ca旦U,JIS規格等のガイ ドラ乙とはあるが､それは文字どおり枠でしか
なく､最終的には個人の責任においてコン トロールすべきであり､悪影響から自身を守る
のは義務である｡その際インターネットは情報を集めやすくもあV)､また流出しやすい特
徴を持っていることに十分注意 しなければならないり
旦邑⊆塁上EU,JIS規格等のガイドライ_ン:1980年､OECD (経済協力開発機構)は ｢プライバシー
保護と個人データの国際流通についてのガイトライン｣を示した｡EUでは､95年に ｢個人データ
処理に係る個人の保護及び当該テ一夕の自由な移動に関する妖州議会及び鷲手会の指令｣を出した｡
日本では､SJi権的なものとして 1997年の通産省 ｢民間部門における電子計算機処理に係る個人情
報の保言草に関するガイトライン_がある∴1999年3月に､日本規格協会はnSQ15001という規
格を作った.これは企業ごとに規則を作y)､個人情報保護に資するというものO
軽書 :
(1)自己情報コン トロール権
インターネットを利用するものは発信時において､自己情報コン トロールの義務を負 うC
しかし､現時点で自己情報コン トロール権は社会的な合音が得られていないo したがって､
その合意を得るための努力がなされるべきである｡
(2)自己責任
また受信に際 しては ｢ホワイ トリス ト｣と言われる推薦情報選択ソフ トを利用するのも
いいが､それ以上に自ら情報を選択する判断力と免疫力をもつ必要があるD
(3)被害者の救済
インタ-ネットの登場によって､従来の法では救済困難ないし不可能なケースが発生 し
ている｡そこでインターネットのメリットである利便性を配覆 しつつも､インターネット
独自の法制化も視野に入れる必要があるし ただし法制化といっても､事前の予防ではなく､
また規制でもなく､主として事後救済を目的とする｡
(4)マスコミに対 して
インターネットに責任を負わせる報道は慎んでほしい.
4:教育
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質問 :
(4) 日本における情報教育 (インターネ ットを中心として)の現状はどうなっているのでしょう
か つ
(5) 比較として､各国における情報教育の実状はどうなっているのでしょうか?
(6) これからの日本における情報教育をどうすればいいでしょうか ?
市民パネルの共通理解 :
専門家のプレゼンテーションから､以下のことを認識 したo
(1)日本の情報教育 (情報機器を用いてコミュニケーションや問題解決能力を育成する
こと)は遅れているC
(2)教育の情報化 (情報機器を用いて教育を改善すること)のためのインフラ整備 (学
校へのパソコンの配備､指導できる教員の教育など)が遅れている｡
(3)貧富の差に代表される､情報接近への格差がある｡
(4)アメリカ が学校をつきあげてインフラの整備を推進 した｡その-
環としてネットデイが開催され､地域の人々がボランティアとして教育環境をととのえて
いる｡
(5)自己情報コン トロール権というコンセプ トが主張されたo
(6)情報を選択する必要があるといわれた｡
提言
(1)情報教育の本質を考えよう｡
1)自己情報コン トロー/レ権 (権利と義務)をくわえるべきである｡
2)情報を選択する判断力を育成すべきである｡
3)情報の創造と発信を教育すべきである｡
(2)教育の情報化をすすめるべきである｡ 学校教育はもとより社会教育においてもそれ
を推進すべきである｡ i-1′÷l
(3)ネットデイのようなボランティア活動を推進すべきである｡行政の協力や地域と蓮
蓋藍 蔓 藍 の意識改革が必要であるQ
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7.デンマークの不妊に関するコンセンサス会議での
市民パネルの意見
デンマークの不妊に関するコンセンサス会議での市民パネルの意見
①不妊 と養子
不妊で悩む人達がいることに関 して､養子のルールや手続きをどう変えた ら良いかとい
うことがテーマとなった｡それについての市民パネルの意見は養子を行いやすいようにす
ることであった｡不妊で悩むカップルには不妊治療の他に養子 とい う選択肢があることが
説明されるべきであり､養子の仕組みの説明がなされるべきである｡また､養子縁組に際
しては医学的心理学的援助が与えられるべきだとい う意見もあった｡
②不妊の原因の究明とその知識の普及
不妊の原因についての研究は優先順位を高めるべきではないかとい うことがテーマとな
った｡それについての市民パネルの意見は以下のようである｡不妊治療研究よりも不妊原
因究明の方が優先順位は高いQ不妊原因の研究を進めるために基礎研究､環境研究､疫学
研究を含む研究計画をたてることを勧告する｡男性の精液の質の低下が大きな問題 となる
おそれがあるが､この現象に関する知見は限られているので研究を進めるべきだ｡精液の
研究は現状では組織化 されていないので､集中して行い､経験 と知識が集約 されるように
態勢を整備すべきである｡企業は労働環境を改善するように努めるべきだ｡
③不妊の予防
不妊の予防がテーマとなった｡それについての市民パネルの意見は以下のよう｡不妊の
予防は推進すべきである｡クラミジア感染は不妊の主な原因の一つであるとされ､15才
から25才の男女に定期検診を行い伝染源を突き止めることを提案する｡それにはコス ト
がかかるがコス トより効果は大きい｡また､クラミジア感染の危険はあまり知られていな
いので公的な情報提供を特に若い人に行 うことが必要である｡女性の高学歴化 と妊娠率の
低下については保育所の運営 と妊娠休暇取得を柔軟にすることが求められる｡禁酒､禁煙､
食生活改善などの日常的な不妊予防も重要である｡
④不妊治療の費用
公的資金をどの程度不妊治療に使 うのかとい うのがテーマとなった｡これには様々な意
見があ り､不妊は病気とは考えないとい う意見や､公共料金による不妊治療は一部利用者
負担すべきであるとい う意見､また､養子縁組にも所得制限のある補助金を出すべきとい
う意見があった｡不妊防止 とともに不妊原因研究をレベルを上げることを公的課題 として
重要ではないかとい う意見があった｡
⑤卵子と精子の提供
卵子 と精子の提供に関してどのような問題があるかがテーマとなった｡
特に議論になったのは､子供が自分の遺伝源を知 りたいとい うことと提供者の匿名性の
保護が相反 していることである｡市民パネルの意見としては､公的衛生システムの維持 と
遺伝的な診療のために卵子 ･精子の提供 と受領が特定できるべきである｡ したがって提供
者の匿名性は撤廃されるべきである｡子供は遺伝的源を知る機会を得られる｡
また､その他の論点として以下のような意見があった｡卵子提供者はホルモン治療を受
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ける際にリスクがあるとい う問題について､そのリスクを知る必要がある｡卵子 ･精子の
提供は営利 目的ではなされるべきではなく､現行の精子提供-の謝礼は廃止すべきである｡
卵子精子の受領者の年齢制限は成年以上40才以下である｡卵子 ･精子提供に関 して､少
なくとも社会的な親の うち一人は遺伝的にも親であるべきだ.市民パネルは現在の法律
(研究 目的で使われて しまった卵子の提供ができる)を廃止することを求める｡研究に使
われた卵子は品質が保証できないので廃棄されるべきだ｡
⑥不妊治療の結果引き起こす問題
不妊治療が普及するにつれ､社会的な問題が起きてはいないかとい うのがテーマである｡
幾つかの論点が議論 された｡
不妊の治療の結果についての研究はどうして優先順位が低いのかという疑問が呈された｡
不妊や不妊治療は心理的問題の原因である｡不妊治療が普及することでかえって不妊のス
トレスが高まっている｡不妊治療の前後に社会学的研究が行われるべきである｡不妊患者
への心理的援助の必要を明らかにすることができる｡
胎児減数術は禁止され るべきである｡そのような多胎状態を避けるために治療技術を高
めるべきである｡
不妊治療を受けた患者は登録され､その子孫の追跡 もできるようにすべきである｡ホル
モン治療の長期的影響が明らかになる｡ホルモン治療の影響については専門家で意見が違
うのでそれを研究することに高い優先順位を与えて欲 しい｡
不妊の研究､治療はい くつかのセンターに集中させ るべきである｡
⑦不妊の新治療技術は人間のあり方 にどう影響するか?
不妊治療が進歩 したときに､伝統的な人間観が変わってしまうのではないかとい うのが
テーマである｡
多様な意見がみられたO不妊技術が進歩 したからといって､全ての人間が平等に子供を
持つ権利があるとは考えられない｡ どこまで通常ではない妊娠をさせてよいのか というこ
とを医者が自由に決められるとい うのは問題ではないか?不妊治療の技術が子供 を持つか
持たないかとい うわれわれの生活の質の基準を決めているように感 じられる｡不妊治療技
術は倫理的な問題を大きくはらんでいる｡技術進歩によって倫理的基準が崩壊する危険が
ある｡
クローニングや遺伝子操作にも話 しが及んだ｡不妊治療において遺伝子-の介入は禁止
されるべきだ｡ ヒ トの卵子のクローニングの禁止は存続されるべきだ｡
⑧私的な不妊治療を公認することのメリット･デメリット
プライベー トな病院で不妊治療を行 うことを公認することのメリット･デメリットがテ
ーマとなった｡不妊治療の晶質を保証すべきとい う意見と治療の長期的影響を追跡調査す
べきであるとい う意見があった｡
すなわち不妊治療には最低限の標準を保証する規制が必要である｡知識 と経験 と人材が
必要である｡不妊治療は価格だけで競争すべきではない｡透明な市場で､どこでも同じ質
を保証されるべきである｡
また､不妊治療の結果について中央登録所を維持することを義務づけるべきである｡登
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録の義務は衛生委員会に属する｡登録データとしては､治療の回数､使われた方法､いく
つの卵子が集められたか､どういう処置が卵子にされたか､治療の結果､妊娠の数､出産
数､中絶数､子宮外妊娠数､分娩方法を含むべきである｡
不妊治療者を登録制にする理由はオープンさが望ましいからである｡公的機関がコン ト
ロールできる企業ができ､不妊のカップルは不妊治療情報を-カ所に行けばすぐに全体が
わかることが望ましい.
現在では研究 レベルである方法を実際に使ってしま うことを防ぐために違った方法の登
録は重要と考える｡
報告書の結論
この中で不妊治療技術の進歩は倫理的な問題を引き起こすとい う指摘がなされた｡また､
クローニングや遺伝子操作にも話 しが及び､不妊治療において遺伝子-の介入は禁止され
るべきであ り､ ヒトの卵子のクローニングの禁止は存続されるべきだとい う意見があった｡
デンマークのコンセンサス会議では､議論は必ず しも合意には到っているわけではない
が､不妊治療をめぐる技術的､制度的､社会的､倫理的､法的問題について多様な意見が
出された｡生命科学においては､既存の人間観､医者一息者関係､子蘇-の影響､遺伝的
関係の保護などの問題があり､それ らは市民の価値観によってどうい う状態が望ましいの
か判断されるべき事柄を含んでいると実施者は結論づけているO
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8.日本のコンセンサス会議の参加者数
日本におけるコンセンサス会議の参加者数を記す｡
(1)1998年の第-回の遺伝子治療の会議においては､さまざまな人が参加した.以下
に会議-の参加者の概数を示す｡
第-回会合､第二回会合は､市民パネルが19名､専門家が5名､事務局が 10名程度､
一般聴衆が7- 8名､マスコミ関係者が 5- 6名程度参加したo計約 47- 48名であっ
た｡第三回会合は､市民パネル 19名､事務局が 目名程度であった｡計 30名程度の参加
があった｡
第四回の発表会は､STS国際会議の公開シンポジウムであったので､市民パネル､事
務局､国際会議参加者や一般傍聴者など計約 130名の参加があった0
(2)1999年の第二回の高度情報社会一一とくにインターネットの会議においては､さ
まざまな人が参加した｡以下に会議-の参加者の概数を示す｡
準備会合の第-回会合､第二回会合には市民パネル 19名､事務局約 12名､専門家4名､
マスコミ関係者約 3-4名の他傍聴者が若干名おり約40名が出席した｡
本会合の第-回会合では､市民パネル 19名､事務局約 12名､専門家 10名の他傍聴者
が若干名おり､計約41名が参加 した｡本会合の第二回会合では､市民パネル 18名､事務
局約 12名の計約 30名が参加した｡
最終日の発表会では､市民パネル 18名､事務局約 12名､マスコミ関係者約 3-4名の
他､一般傍聴者が20数名おり､計約60名が参加した｡
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9市 民パネル-のアンケートの結果(単位:人)
参考 遺伝子治療の可能性の回答度数(図2関連)
会議前 会議後
おおいにそう思う 4 1
どちらかというとそう思う ll 9
どちらともいえない 3 6
どちらかというとそう思わない 0 2
まったくそう思わない 0 0
参考 ガン患者への遺伝子治療の実施の回答度数(図3関連)
会議前 会議後
積極的に推進すべき 3 0
どちらかというと積極的に推進すべき 5 9
どちらともいえない 7 3
どちらかというと慎重にすべき 3 2
参考 遺伝子治療-の不安感の回答度数(図4関連)
- 会議前 会議後
おおいにそう感じる 1 7
どちらかというとそう感じる 12 7
どちらともいえない 4 2
どちらかというとそう感じない 2 2
参考 患者の同意ができる環境が不十分の回答度数(図5関連)
会議前 会議後
おおいに賛成する 5 14
どちらかというと賛成する 9 2
どちらともいえない 5 2
どちらかというと反対する 0 0
参考 インター ネット普及推進の回答度数(図6関連)
会議前 会議後
積極的に推進すべき 10 7
どちらかというと積極的に推進すべき 8 6
どちらともいえない 1 3
どちらかというと慎重にすべき 0 2
参考 インター ネットへの不安の回答度数(図7関連)
会議前 会議中 会議後
おおいにそう感じる 2 3 3
どちらかというとそう感じる 10 4 9
どちらかともいえない 1 6 1
どちらかというとそう感じない 4 5 4
参考 インター ネットの生活に対する影響の回答度数(図8関連)
会議前 会議中 会議後
おおいに良くなると思う 1 4 2
どちらかというと良くなると思う 9 10 8
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どちらかというと混乱すると思う 5 2 2
参考 情報弱者についての問題の回答度数(図9関連)
会議前 会議後
おおいに問題だと思う 5 12
どちらかというと問題だと思う 5 5
どちらともいえない 5 1
どちらかというと問題だと思わない 3 0
- 1 27-
